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第１節 はじめに 

 

世界に類をみない急速な高齢化が進むわが国では，総人口 1 億 2730 万人のうち 25.1% 

(内閣府, 2014)を占める高齢人口比率を踏まえ，様々な政策的課題が各省，自治体等から提

示されている．厚生労働省は，2014 年予算ベースで 115.2 兆円に上る社会保障費の増加に

伴い，高齢者の自立を念頭に置いた介護・福祉政策の実現を目標としている．健康日本

21(第二次) も施行され，健康づくり運動の期間延長，ライフステージや性差等に応じた健

康増進の取り組みが策定された(厚生労働省, 2012)．  

このような社会情勢において，健康を維持・向上させるために運動・スポーツが果たす

役割は大きく，健康寿命の延伸や QOL の向上に寄与する研究が数多くなされてきた．運

動生理学やスポーツ心理学の領域では，運動・スポーツによる身体的便益・精神的便益の

有効性が実証され，医療や介護との連携を踏まえたエビデンスに注目が集められた．また，

スポーツ社会学の分野では，高齢者の運動と QOL に関する研究がなされ，「高齢者の運動

と生活満足度に関する調査研究」(山口ら, 2000)において，運動・スポーツによる社会的便

益の高さが量的・質的に実証された．身体的，精神的，そして社会的な便益に関する研究

が数多く蓄積されたことで，健康づくりのために行う運動・スポーツが，個人と社会に果

たす役割は今後ますます増大するであろう．適切な量と質が確保される限り，健康運動・

健康スポーツの有用性は確固とした位置づけで，発展していくものと考えられる． 

しかしながら，それらの便益効果が明らかになる一方で，運動非実施者，あるいは，健

康維持に必要な運動所要量を満たしていない実施者が，推奨されるレベルに到達するだけ

の具体的な方策はほとんど明らかにされていないのが現状である．つまり，対象者の性別

やライフステージ，運動実施状況などに応じて関連要因が明示され，目標数値に到達し継

続するための「個別性」に応じた介入方法が，施策として十分に用意されていないことが

示唆できる．対象者が主体的かつ自主的に運動・スポーツに取り組める環境整備が必要と

なる．現場の運動指導者あるいは保健指導担当者などは，対象者をセグメント(区分)する

ことなく，従来の一般的なアプローチ法に依拠して身体活動の支援を行っているのが現状

である．2008 年には，「健康づくりのための運動指導者の養成及び普及定着方策について」

が厚生科学審議会によって審議されたことも，健康運動における行動変容を理解した運動

指導者の育成が，喫緊の課題であることに関連していると推察される． 

先行研究では，行動科学理論・モデルの 1 つである TPB：Theory of planned behavior 
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(Ajzen, 1985)を応用し，中高齢者の健康行動を仮説モデルで説明した Zhaohua et 

al.(2014)の研究等もみられるが，前提となる変数が「行動意図」「態度」等の心理的要因

に限定されており，世代や性別など他の特徴は明らかにされていない．よって本研究では，

学際的視点から研究を進め，運動・スポーツ施策に有効と考えられる先行要因・社会的要

因・心理的要因・健康要因を複数の研究から明らかにする．行動科学理論・モデルを適用

し，中高齢者の身体活動とセルフ・エフィカシーを検証する．高齢期と中年期の各ライフ

ステージに焦点をあて，運動・スポーツ実施の行動変容ステージとセルフ・エフィカシー

に影響を及ぼす要因について，多面的分析から実証的に論じるものである．学術的貢献と

共に，本研究が，中高齢者の身体活動を促進するためのシステム構築に向けた社会的貢献

の一助となることを希求する． 
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第２節 先行研究の検討 

 本研究では，行動変容理論に着目して中高齢者の身体活動とセルフ・エフィカシーとい

うテーマに焦点を当てることに際し，1)健康政策と身体活動支援，2)中高齢者の運動・ス

ポーツ実施と健康づくり，3)行動変容に関する理論・モデル，4)研究方法について，の視

点から，先行研究をレビューする． 

 

第１項 健康政策と身体活動支援 

1) 健康政策の国際的動向 

健康政策における世界的潮流の起源は，産業革命の影響によりコレラ，インフルエンザ

などの感染性疾病が蔓延した 19 世紀イギリスに遡る．都市の水道供給や動物処理の管理

などの公衆衛生法令(1875)が採択されたことによる環境の整備で，当時のイギリス人の健

康状態に大幅な改善がみられた．その後，社会環境の改善と共に個人の教育も重視され，

医学的進歩により心臓病やがん，糖尿病などを予防する健康づくりに重点が置かれた． 

 1946 年にはニューヨークで世界会議が開催され，世界保健機関(WHO : World Health 

Organization)の憲章において，“Health is a stage of complete physical, mental and 

social well-being and not merely the absence of disease or infirmity.”(健康とは完全な

肉体的，精神的及び社会的福祉の状態であり，単に疾病または病弱の存在しないことでは

ない，昭和 26 年官報掲載)として，健康が明確に定義された．健康を人間の基本的人権の

1 つとしたこの概念は，現在も世界共通の認識とされている．その後，WHO は国連の専

門機関として 1948 年スイス(ジュネーヴ)で正式に設立された．1998 年には，健康の定義

に“スピリチュアリティ(霊性，精神性)”を含める健康定義改正案が提議されたものの採用は

されず，現在に至る(WHO, 1998)． 

1974 年にはカナダの厚生大臣 Marc Lalonde により，“A new perspectives on the 

health of Canadians(カナダ人の健康についての新たなる展望)”が報告された(Lalonde, 

1974)．この「ラロンド・レポート」では，公衆衛生の目的が従来の疾病予防から健康増

進へと移り，生物学的な単一の要因だけではなく，多数の要因が健康に影響を及ぼすこと

が示された．この先駆的な考えは，その後オタワ憲章へ多大な影響を与え，健康に影響を

及ぼす要因として生物学・環境・生活様式・医療へのアクセスといった 4 つの領域を明ら

かにしている．個人の教育と社会環境の改善を統合する健康づくりの考えは，新公衆衛生

運動として欧米に広がった． 
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 さらに，世界保健総会において “Health for All by the year 2000”として「すべての

人に対する健康」が，1977 年 WHO の基本目標に置かれた．翌 1978 年にはアルマ・アタ

(現カザフスタン共和国)において，WHO と UNICEF の共催によりプライマリー・ヘルス

ケアに関する国際会議が行われた．地域の主要な課題すなわち健康増進，疾病の予防，リ

ハビリテーションの提供などが Health for All のための戦略として示された

(International Conference on Primary Health Care, 1978)．アルマ・アタ宣言の後，予

防接種の普及や地域保健サービスの向上などプライマリー・ヘルスケアにおける一定の成

果が見出されたが，発展途上国の経済不振，人口増加と急速な工業化による環境汚染，都

市への人口集中などの政治的，経済的，社会的な要因により Health for All の目標達成が

危惧されてきた． 

 この影響を受けて，前述した 1974 年のラロンド・レポートを基に，第 1 回健康づくり

国際会議(1986)が WHO によってカナダ(オタワ市)で開催されることになる．このオタワ

憲章では，2000 年までにすべての人が健康を獲得することを目標として健康づくりを構成

する考え方が提示され，健康に影響を与える要素を包括的に管理する視点と方法が提示さ

れた(WHO, 1986)．ヘルスプロモーションを取り入れたこの考え方は，現在の世界各国に

おけるヘルスプロモーションの基盤とされている．また，この年に WHO のシンボルマー

クがこのオタワ憲章で作成されるなど，世界の健康政策において大きな転換期となった．

平和・住居・教育・食料・収入・安定した環境・持続可能な資源・社会的公正と公平，の

8 つの条件からなる健康の前提条件が明示され，基本的戦略は以下の 3 つとされる． 

1. 推奨する：健康の利点を明らかにすることで，健康的な環境の創造を推進する． 

2. 可能にする：健康のための機会や資源を確保することで，健康面での潜在能力を引き

出せるようにする． 

3. 調停する：健康の追及において利害関係の対立する立場を仲立ちし，健康づくりにむ 

けた妥協点を模索する． 

 これらの基本戦略は，実際のニーズや実現可能性から，それぞれの社会，文化，経済ま

でを配慮し，適応される．当時の目標とされた 2000 年を過ぎた現在においても，この基

本的な考え方が受け継がれている．近年の WHO による第 4 回身体活動・エイジング・ス

ポーツに関する国際シンポジウムでは，「高齢者の身体活動を推進する WHO ハイデルベ

ルグ・ガイドライン(1996)」が発表された．また，国際連合は 1999 年を国際高齢者年に

定め，「健康保持増進と自立には，身体活動が重要である」ことを世界にアピールした．さ
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らには，世界各国の機関で，身体活動を含む健康行動に関する政策が示されている． 

◆ Healty People 2000 (米国) 

米国公衆衛生局(USDHHS : U. S. Department of Health and Human Services) は，1980 年

健康づくりに関する目標の策定を開始した．1990 年の中間報告では「2000 年までに，定期的

な運動プログラムの採択と継続に関連した行動スキルを明らかにする(Dishman, 1988)」ことを

重要な目標の 1 つと位置づける心理的アプローチが採択された．さらに 1991 年には，36 の目

標を 12 にまとめ，身体活動レベル，職場における身体活動増強，身体活動を増強させるための

プライマリ・ケアの介入といった国家目標が掲げられた． 

◆ Active Living (カナダ) 

 カナダは高齢者に対する健康増進政策が最も進んでおり，1991年から「現状評価(実施率の調

査)－ガイドライン(身体活動指標)の提示―事業の展開―政策評価」という一連のフローにより効

果を上げた．現在は，メタボリックシンドローム対策が含まれた身体活動ガイドラインが設定

されている．エビデンス(科学的根拠)が重視され，2007年にはPublic Health AgencyとHealth 

Canada支部の連携により科学的レビューが実施，公表されている．  

◆ Health of the Nation／Our Healthier Nation (英国) 

 ヘルスケアやヘルスプロモーションへのアプローチに顕著な変化をもたらし，若年死亡率の

減少，平均寿命の延伸，QOL 向上が全体の目標として設定された． 

◆ Netherlands on the Move (オランダ) 

 1995 年，国民の身体活動を促進するために 8 つのプロジェクトが開始された．特に“グロ

ニンゲンアクティブ･リビング・プロジェクト”では，州レベルのスポーツ審議会や国立高齢者

運動促進財団による指導のもと，地域グループが主体的に運営・実践された．“55-plus on the 

move”もサブプログラムとして推し進められた．この事業では，高齢者を①55 歳以上，②65

歳以上，③75 歳以上，④超高齢，という 4 グループに分類し，それぞれの目的，実施団体，プ

ログラムが設定された．①は「コンディショニング，体力向上，楽しさ」，②は「健康増進，社

交，楽しさ」，③は「健康保持，自立，社交」，④は「自立」が目的とされた．全国の自治体の

うち約 30%で採用され成功を収めたことから，世界でも先駆的なモデル事業として注目を集め

ている． 

◆ The 30min Exercise Game(フィンランド) 

 定期的なスポーツ実施者(週 1 回以上)が国民の 91％を占めるフィンランドは，世界一の生涯

スポーツ先進国である．1991 年から 1994 年までに開催された「Finland on the Move」(活動
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するフィンランド)のキャンペーンを実施した後，40歳以上を対象に身体活動を奨励する“Fit for 

Life”キャンペーンを展開した．15 万人以上の運動非実施者が，定期的な実施者となり健康増進

に大きな効果をあげ，現在では“The 30min Exercise Game”(毎日 30 分身体活動を！)とされ

た行動変容理論に基づくインターネットキャンペーンが行われている．山口(2009) は，フィン

ランドのスポーツ・健康政策の特徴を，スポーツ振興と健康増進を一体化したことにあると示

唆している． 

 

2) わが国における健康政策の展開 

 健康づくりを目的とする身体活動は，昭和初期から現在まで受け継がれる「ラジオ体操」

に国民の健康増進と体力向上の政策的意図を見出せるが，この段階では政策にまでは至ら

なかった(黒田, 1999)．アルマ・アタ宣言がなされた 1978 年，わが国において国民の健康

づくりに対する関心が高まり，第 1 次国民健康づくり対策が始められた．生涯に通じる健

康づくりの推進と栄養に重点を置いた健康増進事業の推進が基本的考え方として示された．

健康診査・保健指導体制が確立され，市町村健康づくり推進協議会が設置されるなど健康

づくりにおける基盤整備が進められた．財団法人健康・体力づくり事業財団もこの時期に

設立され，健康づくりの啓発・普及活動が行われた． 

1988 年からは，アクティブ 80 ヘルスプランと称される第 2 次国民健康づくり対策が開

始した．80 歳になっても身の回りのことができ，社会参加できる生き生きとした社会形成

を目的としたこのプランは，以下のような特色を持つ． 

1. 疾病の早期発見，早期治療という「2 次予防」から，疾病の発病予防，健康増進とい

う「1 次予防」に重点が置かれた． 

2. 市町村保健センターなどの公的機関とともに，民間の力を活用する． 

3. 栄養・運動・休養のうち，遅れていた運動習慣の普及に重点を置いた． 

1997 年には従来の保健所法が地域保健法に改められるなど，地域保健の効率化から都道

府県と市町村の役割が見直された．母子保健サービスの主体は市町村へ変更され，老人保

健サービスと一体化された．その後，21 世紀における国民健康づくり運動(健康日本 21)

を皮切りに，現在のわが国における健康づくり施策が開始することになる． 

 健康日本 21 は，従来の行政主導型施策ではなく住民や関連団体の連携を重視した健康

政策として 2000 年に開始された．1 次予防の重視を基本方針として，自らの健康感に基

づく一人ひとりの取組みを社会のあらゆる関連団体が支援し，健康を実現することを理念
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とした国民運動として位置づけられている．厚生労働省(旧厚生省)は，約 1 年半をかけて

多数の有識者や専門家の意見を取り入れた基本的戦略を練り，生涯を通じた健康づくりの

推進，具体的目標の設定，社会環境づくりにおける取組みを開始した．政策の概要は，次

のとおりである． 

1. 健康づくりの国民運動化 

2. 効果的な健診・保健指導の実施 

3. 産業界との連携 

4. 人材育成(医療関係者の資質向上) 

5. エビデンスに基づいた施策の展開 

健康日本 21 では，メタボリックシンドロームの改善や介護予防，さらにガン罹患リス

クの減少といった視点から，1 次予防のための“運動”をとりわけ重視する．「1 に運動，

2 に食事，しっかり禁煙，最後にクスリ」という厚生労働省のスローガンが公表され，日

常における健康行動の中でも，とりわけ運動実施に重点が置かれた．健康増進施策の世界

的潮流において具体的なヘルスプロモーションの概念を取り入れたことが，これまでの健

康づくり施策と大きく異なる点である． 

ヘルスプロモーションとは，WHO が 1986 年のオタワ憲章において提唱した新しい健

康観に基づく 21 世紀の健康戦略で，「人々が自らの健康とその決定要因をコントロールし，

改善することができるようにするプロセス」と定義される．さらにオタワ憲章で確立され

たバンコク憲章は，ヘルスプロモーションの価値，原理，そして活動戦略が補足された．

ヘルスプロモーションは，「個人，集団，地域がより健康的な行動がとれるようにするため

の健康教育と組織的・経済的・環境的支援の組み合わせ」(Green et al., 1991)と考えられ

ている．健康教育の理念とされた「個人，集団，さらに大きな集団の行動を，健康を害す

ると考えられるものから，現在あるいは将来の健康をつくり上げるものへと変えることで

ある」(Simonds, 1976)，あるいは「健康を指向する行動を自発的に取れるように意図され

てつくられた学習経験」(Green et al., 1980)と比較して新しい言葉である． 

 健康日本 21 は，このヘルスプロモーションを基本的理念として 9 つの分野における目

標と数値を設定した．個人の努力と共に，社会全体で健康づくりを推進・支援する戦略が

示された．しかしながら，健康日本 21 の中間評価 (厚生労働省, 2006) では，現段階で進

捗状況は全体として不十分であることが報告されている．その根拠の 1 つとして，「肥満

者の増加」「日常生活における歩数の減少」「30 代男性における運動習慣者の低下」「積極
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的に外出する高齢者の減少」などがあげられた．課題として，ターゲットが不明確であり，

効果的なプログラムやツールの欠如，人材の資質向上に対する取組みなどが示唆される．

今後の方向性はポピュレーションアプローチとハイリスクアプローチの両面から検討され

る． 

 

表 1－1. 健康政策の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 20 年度版厚生労働白書(2009) 

 

 対象者全体に対するポピュレーションアプローチは，特に重要な項目を選定し，「エクサ 

サイズガイド 2006」「食事バランスガイド」等，ツールの普及啓発があげられる．さらに， 

メタボリックシンドロームに着目した運動習慣の定着も重視された．罹患リスクの高い対

象者に対するハイリスクアプローチでは，特定健康診査・特定保健指導の着実な実施と，

生活習慣病予防のための標準的な健康診査・保健指導プログラムの提示が重要であること

が示された．また，産業界の自主的な取組みとの連携，健康運動指導士を含めた人材育成，

エビデンス(科学的根拠)に基づいた施策の展開などが明示されている．佐甲(2007) は，健

康日本 21 評価の課題として以下の点を挙げている． 

 

（指針等）
・食生活指針 （平成12年）
・分煙効果判定基準策定検討会報告書

（平成14年）
・健康づくりのための睡眠指針

（平成15年）
・健康診査の実施等に関する指針

（平成16年）
・日本人の食事摂取基準（2005年版）

（平成16年）
・食事バランスガイド （平成17年）
・禁煙支援マニュアル （平成18年）
・健康づくりのための運動基準2006

（平成18年）
・健康づくりのための運動指針2006

（エクササイズガイド2006）
（平成18年）

（指針等）
・健康づくりのための食生活指針

（対象特性別：平成2年）
・外食栄養成分表示ガイドライン策定

（平成2年）
・喫煙と健康問題に関する報告書（改定）

（平成5年）
・健康づくりのための運動指針

（平成5年）
・健康づくりのための休養指針

（平成6年）
・たばこ行動計画検討会報告書

（平成7年）
・公共の場所における分煙のあり方検
討会報告書 （平成8年）
・年齢対象別身体活動指針 （平成9年）

（指針等）
・健康づくりのための食生活指針

（昭和60年）
・加工食品の栄養成分表示に関する報告

（昭和61年）
・肥満とやせの判定表・図の発表

（昭和61年）
・喫煙と健康問題に関する報告書

（昭和62年）

（施策の概要）
①健康づくりの国民運動化

・効果的なプログラムやツールの普及啓発、定期的な
見直し

・メタボリックシンドロームに着目した、運動習慣の定着、
食生活の改善等に向けた普及啓発の徹底

②効果的な健診・保健指導の実施
・医療保険者による40歳以上の被保険者・被扶養者に

対するメタボリックシンドロームに着目した健診・保健
指導の着実な実施（2008年度より）

③産業界との連携
・産業界の自主的取組との一層の連携

④人材育成（医療関係者の資質向上）
・国、都道府県、医療関係者団体、医療保険者団体等が

連携した人材養成のための研修等の充実
⑤エビデンスに基づいた施策の展開

・アウトカム評価を可能とするデータの把握手法の見直し
等

（施策の概要）
①生涯を通じる健康づくりの推進

・乳幼児から老人に至るまでの健康診査・保健指
導体制の充実

②健康づくりの基盤整備等
・健康科学センター、市町村保健センター、

健康増進施設等の整備
・健康運動指導者、管理栄養士、保健婦等の

マンパワーの確保
③健康づくりの啓発・普及

・栄養所要量の普及・改定
・運動所要量の普及
・健康増進施設認定制度の普及
・たばこ行動計画の普及
・外食栄養成分表示の普及
・健康文化都市及び健康保養地の推進
・健康づくりに関する研究の実施

等

（施策の概要）
①生涯を通じる健康づくりの推進

・乳幼児から老人に至るまでの健康診査・保健指導
体制の確立

②健康づくりの基盤整備等
・健康増進センター、市町村保健センター等の整備
・保健婦、栄養士等のマンパワーの確保

③健康づくりの啓発・普及
･市町村健康づくり推進協議会の設置
・栄養所要量の普及
・加工食品の栄養成分表示
・健康づくりに関する研究の実施

等

（基本的考え方）
１．生涯を通じる健康づくりの推進

【「一次予防」の重視と健康寿命の延伸、生活の質の
向上】

２．国民の保健医療水準の指標となる具体的目標の設定
及び評価に基づく健康増進事業の推進

３．個人の健康づくりを支援する社会環境づくり

（基本的考え方）
１．生涯を通じる健康づくりの推進
２．栄養、運動、休養のうち遅れていた運動習慣の

普及に重点を置いた、健康増進事業の推進

（基本的考え方）
１．生涯を通じる健康づくりの推進

【成人病予防のための1次予防の推進】
２．健康づくりの3要素（栄養、運動、休養）の健康増進

事業の推進（栄養に重点）

健康日本21
（H.12年度～）

（21世紀における国民健康づくり運動）

第2次国民健康づくり対策
（S.63年度～）

（アクティブ80ヘルスプラン）

第1次国民健康づくり対策
（S.53～63年度）
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・分煙効果判定基準策定検討会報告書

（平成14年）
・健康づくりのための睡眠指針

（平成15年）
・健康診査の実施等に関する指針

（平成16年）
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（平成16年）
・食事バランスガイド （平成17年）
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・健康づくりのための運動指針2006

（エクササイズガイド2006）
（平成18年）
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・健康づくりのための食生活指針

（対象特性別：平成2年）
・外食栄養成分表示ガイドライン策定

（平成2年）
・喫煙と健康問題に関する報告書（改定）

（平成5年）
・健康づくりのための運動指針

（平成5年）
・健康づくりのための休養指針

（平成6年）
・たばこ行動計画検討会報告書

（平成7年）
・公共の場所における分煙のあり方検
討会報告書 （平成8年）
・年齢対象別身体活動指針 （平成9年）

（指針等）
・健康づくりのための食生活指針

（昭和60年）
・加工食品の栄養成分表示に関する報告

（昭和61年）
・肥満とやせの判定表・図の発表

（昭和61年）
・喫煙と健康問題に関する報告書

（昭和62年）

（施策の概要）
①健康づくりの国民運動化

・効果的なプログラムやツールの普及啓発、定期的な
見直し

・メタボリックシンドロームに着目した、運動習慣の定着、
食生活の改善等に向けた普及啓発の徹底

②効果的な健診・保健指導の実施
・医療保険者による40歳以上の被保険者・被扶養者に

対するメタボリックシンドロームに着目した健診・保健
指導の着実な実施（2008年度より）

③産業界との連携
・産業界の自主的取組との一層の連携

④人材育成（医療関係者の資質向上）
・国、都道府県、医療関係者団体、医療保険者団体等が

連携した人材養成のための研修等の充実
⑤エビデンスに基づいた施策の展開

・アウトカム評価を可能とするデータの把握手法の見直し
等

（施策の概要）
①生涯を通じる健康づくりの推進

・乳幼児から老人に至るまでの健康診査・保健指
導体制の充実

②健康づくりの基盤整備等
・健康科学センター、市町村保健センター、

健康増進施設等の整備
・健康運動指導者、管理栄養士、保健婦等の

マンパワーの確保
③健康づくりの啓発・普及

・栄養所要量の普及・改定
・運動所要量の普及
・健康増進施設認定制度の普及
・たばこ行動計画の普及
・外食栄養成分表示の普及
・健康文化都市及び健康保養地の推進
・健康づくりに関する研究の実施

等

（施策の概要）
①生涯を通じる健康づくりの推進

・乳幼児から老人に至るまでの健康診査・保健指導
体制の確立

②健康づくりの基盤整備等
・健康増進センター、市町村保健センター等の整備
・保健婦、栄養士等のマンパワーの確保

③健康づくりの啓発・普及
･市町村健康づくり推進協議会の設置
・栄養所要量の普及
・加工食品の栄養成分表示
・健康づくりに関する研究の実施

等

（基本的考え方）
１．生涯を通じる健康づくりの推進

【「一次予防」の重視と健康寿命の延伸、生活の質の
向上】

２．国民の保健医療水準の指標となる具体的目標の設定
及び評価に基づく健康増進事業の推進

３．個人の健康づくりを支援する社会環境づくり

（基本的考え方）
１．生涯を通じる健康づくりの推進
２．栄養、運動、休養のうち遅れていた運動習慣の

普及に重点を置いた、健康増進事業の推進

（基本的考え方）
１．生涯を通じる健康づくりの推進

【成人病予防のための1次予防の推進】
２．健康づくりの3要素（栄養、運動、休養）の健康増進

事業の推進（栄養に重点）

健康日本21
（H.12年度～）

（21世紀における国民健康づくり運動）

第2次国民健康づくり対策
（S.63年度～）

（アクティブ80ヘルスプラン）

第1次国民健康づくり対策
（S.53～63年度）
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1. 計画策定時での評価手法の検討が十分でなく，科学的なエビデンスベースドのマネジ 

メントシステムの構築が課題 

2. スローガン的で根拠に乏しい目標設定では，アクションや介入の効果に関する事前予 

想や課程が難しく，評価実績値の解釈が難しい 

3. ベースライン調査の統一がないために各指標間の整合性を求めにくく，モニタリング 

システムの構築が必要 

4. 比較可能なプロセスの質的評価手法が未確立 

5. 活動と成果の関連づけは困難ではあるが，適切な行動計画の開発が必要 

 同時に，評価上の成果としては，保健活動における以下の点を指摘している． 

1. 評価を見据えた行動計画を策定し，実行し，マネジメントサイクルを展開する契機

となった 

2. 計画を策定した各市町村では，地域の住民との協働や各団体との連携，各健康指標

などの活用において，大きな前進が見られた 

これらの課題と成果を踏まえた今後の取組みが，健康日本 21 における最終的な評価を

左右する．ヘルスプロモーションの概念が健康日本 21 に反映されたことで，地域・職域・

非営利団体を含む関連機関の連携・協力が一層重要となる．さらに，医師，看護師，理学

療法士などの医療従事者，保健指導担当者，福祉施設におけるケアマネージャーや介護ヘ

ルパー，運動指導士に至るまで充実したサポートが要求される．今後は，組織や人材の専

門性とともに各関連機関の学際的協力が求められる． 

各都道府県においては，健康増進計画が進み，医療費適正化計画と合わせてメタボリッ

クシンドロームに着目した生活習慣病の発症予防・重症化対策における目標が設定された．

この計画では，「国民は，健康な生活習慣の重要性に対する関心と理解を深め，生涯にわ

たって，自らの健康状態を自覚するとともに，健康の増進に努めなければならない」とし

て国民の責務が示された．そして，「学校，体育館，病院，劇場，観覧場，集会場，展示

場，百貨店，事務所，官公庁施設，飲食店その他の多数の者が利用する施設を管理する者

は，これらを利用する者について，受動喫煙を防止するために必要な措置を講ずるように

努めなければならない」として，受動喫煙の防止が初めて法律に盛り込まれている(厚生労

働省, 2002)． 

2008 年度からは 40～74 歳の中高齢者を対象に特定健康診査・特定保健指導が開始され

ている．メタボリック・シンドローム該当者と予備軍をスクリーニングすることを主目的
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として，エビデンス(科学的根拠)に基づく身体活動の増進に関心が集められた．そこでは

受診者の行動変容に関する尺度が適用されており，人間の行動におけるプロセスの分析や

行動科学に関する理論・モデルを適用した研究が一層注目を集めることになった．  

 

第２項 中高齢者の運動・スポーツ実施と健康づくり 

 高齢化が進むわが国においては，健康づくり施策の世界的潮流も踏まえ，健康寿命の延

伸を実現することが，中高齢者の生活習慣改善に関する課題としてあげられている．健康

の維持・向上を重視したヘルススポーツの領域では，中高齢期における身体活動量の増加

やプログラム開発，民間産業によるフィットネス各種事業の展開，医療福祉分野施設にお

ける健康保持・増進を目的とした運動・レクリエーションプログラム開発等が著しい発展

を遂げてきたとされている(長ヶ原, 2003)．健康づくりに有用性が高い運動・スポーツにお

いては，促進と阻害に関する要因の研究も重要となることから，近年では「エビデンス(科

学的根拠)」に基づいたプログラム内容や展開方法の在り方などが検討されてきた．運動・

スポーツ実施から恩恵を得るためには，一過性でなく長期間に渡り継続して実施していく

こと(運動アドヒアランス)が必要であり，開始から継続に至るまでの対象者の認知や行動

といったプロセスが重視される．特に，中高齢の運動非実施者においては健康に対する関

心や不安，あるいはスポーツイベントなどによる再社会化経験が運動開始の契機になるも

のと推察されるが，その後の継続・維持期へと運動習慣を身につける過程がより重要とな

る．つまり，体力や筋力などの生理学的な目標数値だけでなく，そこへ到達するプロセス

の中で，中高齢者の運動・スポーツ実施における諸要因が考慮された支援・サポート体制

を整備する必要がある．対象者の認知や行動を把握し，主体的に運動・スポーツを実践し

て習慣化していくための諸要因の分析及びそれらを活用した行動科学に基づく応用研究の

蓄積が期待されている． 

 

1) 質問紙調査による横断的研究 

北田ら(1997) は，中高年者の健康づくりと運動・スポーツの実施状況を運動ステージに

よって分類し，運動に対するセルフ・エフィカシーとの関連性について調査した．さらに

個人の運動継続・中断パターンを類型化し，ソーシャルサポートや自尊感情尺度などを用

いて，健康の維持増進のために行う運動・スポーツ実施に関連する要因を明らかにした．

パス解析の結果，運動に対するセルフ・エフィカシーが最も強い影響を与えており，時間
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的ゆとりや運動の好意度も直接的に影響を与えていた．また運動に関するソーシャルサポ

ートも間接的に有意な影響を与えていることを明らかにした．体重維持，ストレス量，睡

眠，朝食の有無といった健康行動が運動ステージと有意に関連していることを述べ，さら

に栄養・休養という健康づくりにおける運動の位置づけを精査することの必要性などが示

唆された．  

 西田ら(2000)は，中高齢者を対象に，運動の動機づけと運動実施頻度に影響を及ぼす要

因について心理的要因，社会的要因，健康・体力的要因から包括的に検討した．総合的に

影響を及ぼす要因には，心理的要因としての運動の価値観及び社会的要因としての運動仲

間であることが明らかになった．さらに，運動実施に関しては，運動時間や健康状態など

の社会的，健康・体力的要因が関係していることを示唆した． 

下光ら(1999)は，運動ステージと社会・心理・身体的要因について検討した．そのうち

社会的要因と心理的要因に関して，運動ステージとの間に有意な関連が認められた．運動

ステージに対する自覚的促進要因において「健康・体力増進」「心理的効果」「対人関係」

の順に影響があることを示した．Prochaska & DiClemente(1983) が提唱したトランスセ

オレティカル・モデル( transtheoretical model : TTM )が日本人の運動指導においても極

めて有用性が高いことを示しながら，我が国の文化的・社会的背景を考慮した介入方法の

模索が急務であることを述べた． 

板倉ら(2003)は，運動ソーシャルサポートの尺度を開発し，成人の運動行動の変容段階

との関連性について検討した．運動習慣を有する維持期の人は，無関心期を除いた他のす

べての段階の人と比べて年齢が高かったことを示し，年齢が増加するにつれて健康問題が

生じ，それに伴い健康志向が強くなり，運動に代表される健康行動を実践することによる

ものであることを理由に挙げた． 

重松ら(2007)は，高齢者を対象に運動実施頻度別(「A : 週 2 回以上」「B : 週 1 回」「C : 

月 1-2 回」「D : なし」)にグループ化し，その特徴と課題について検討した．運動実践の

頻度が最も高い群(週２回以上)において，健康・体力改善効果の認識が継続の主因となっ

ていることを明らかにした．B 群では，A 群と比較して健康・体力への改善効果を運動継

続の理由としてあげるものが少なかったことを報告した． 

谷口ら(1993)は，運動・スポーツ行動の導入における促進要因を男女別に分析した．女

性高齢者では，スポーツに対する態度，運動不足感，同輩他者健康比較感の順で規定力を

有し，80 歳代の高齢に近づくほど運動・スポーツ実施者が少なくなる傾向を示した．男性
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高齢者では，家族類型，同輩他者比較健康感，スポーツに対する態度，の順に規定力を有

し，高齢になるほど運動・スポーツ実施者が増加することを述べた．徳永ら(1981)の研究

と同様に，高年者群においては「同輩他者比較健康感」が，健康度自己評価に関する幾つ

かの指標間でも運動実施に最も多く関連する指標であり，精神的健康度の鋭敏な指標であ

ることを示した． 

松本ら(2002) は，行動変容段階と運動行動の調整スタイルに注目した．青年期後期

(18-25 歳)と中高年期(40 歳以降)では，健康の恩恵を得る望ましい水準で運動を行う過程

において，運動に対する楽しさや運動の恩恵及び自己コントロールが重要であることを報

告した． 

中山ら(2002)は，高齢者の身体活動実施に焦点をあて，社会的支援と社会的ネットワー

クという社会的要因をとりあげた．運動・スポーツ実施における社会的要因については，

身体的・心理的要因と比較して研究蓄積の少ないことが指摘されている．男性では，健康

意識が，女性では年齢と健康意識，情報支援が身体活動実施の媒介変数とされる社会的ネ

ットワーク内での接触頻度に有意な影響を与え，性差の認められたことが報告された． 

質問紙による横断的研究では，運動・スポーツ実施を促進あるいは阻害させる要因に関

する報告が多くみられた．特に，地域に居住する自立した中高齢者においては，社会心理

的要因から受ける影響が注目されており，年齢とともに変化する健康状態や健康への意

識・行動といった健康要因による影響も認められた．最も多く採用された研究方法である

が，変数の統一がなされていないため研究間の比較は容易でないものと推察された． 

 

2) 介入研究 

 運動が健康づくりに役立つというエビデンスは従来から生理学的・心理学的観点から数

多くなされてきた(徳永ら, 1992；橋本ら, 1991；田中, 1994；佐藤ら, 1995)．健康づくり

のための運動・スポーツ実施は長期間継続することが重要であるとされることから，社会

心理学的変数を用いた行動科学に基づく介入研究を中心に武田ら(2003)，安永(2004)，板

倉ら(2005)，芳賀ら(2003)の研究を検討した． 

グループ学習型のウォーキングプログラムは，武田ら(2003)によって実施された．この

プログラムは，主に社会的認知理論と TTM を用いて２ヶ月間の教室型プログラムを週１

回８回実施した後に，４ヶ月間のフォロープログラムを実施することから構成された．教

室型プログラムの内容は，ウォーキング知識・技術の指導，グループウォーキング，行動
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変容法の指導(①目標設定，②セルフモニタリング，③自己強化・他者強化，④逆戻り防止，

⑤行動契約を含む)である．フォロープログラムでは，ウォーキングに関する知識などを掲

載した通信誌や日誌を配布し，結果のフィードバックを行った．対象者の 93.0%が継続し

たことから，地域保健事業などでも実行可能性が高いプログラムと推察された．しかし，

各回につき平均 6.3 人のスタッフが関わったことから，役割を再検討する必要のあること

が課題とされた． 

安永 (2004) は，地域高齢者の体力・心理的健康を考慮した運動プログラムの研究を実

施した．３ヶ月間隔週で実施された運動プログラムと，５ヶ月間のフォローアップの効果

を体力測定し，PGC モラールスケールを用いて測定した．サポート終了後においてどちら

も有意に改善し，セルフモニタリング技法の有用性が示された．しかし，現在のところ一

貫した報告がなされていない心理的恩恵に関する主観的幸福感の改善には，長期間の運動

プログラムが有用であることが示された． 

板倉ら (2005) は，運動ソーシャルサポート，ウォーキング環境認知の媒介変数として

の役割に着目し，短期間(２ヶ月間)の教室型ウォーキングプログラムによって促進された

身体活動量および運動行動の変容ステージの向上に，それらの媒介変数の改善がどのよう

な影響を及ぼすかについて検討した．ウォーキング環境認知の改善は日常の身体活動量の

増加に影響を及ぼすことが示唆されたが，運動ソーシャルサポートに関しては介入による

改善が認められなかった．Miller ら (2002) の研究では，対面式アプローチでのソーシャ

ルサポート評価が有意に改善されたことを報告しているが，本プログラム参加者の運動ソ

ーシャルサポートの認知がもともと高かったため，有意な評価の改善にはつながらなかっ

た．今後の課題として働きかけの方法などが検討された． 

 また，芳賀ら(2003)は，地域における高齢者の転倒予防プログラムを実施した．行政機

関の協力が得られたことから，研究対象者の参加率が顕著に高く，地域と密着して実施さ

れる研究の有用性が示された． 

行動変容を目的とした理論・モデルの身体活動適用に関する試みは，わが国では研究蓄

積が浅いとされる．介入研究では，セルフ・エフィカシー理論の適用が多くみられ，近年

では，行動変容のステージやトランスセオレティカル・モデル( transtheoretical model : 

TTM )などの行動科学理論・モデルの適用の有効性が示唆された．行政との連携も重要で

あることが明らかになった．行動科学の考え方を応用する利点は，①理論・モデルに示さ

れている行動の変容過程にかかわる媒介変数を確認することで，効果的に介入プログラム
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の開発を進めることができること，②介入プログラムの評価として，行動の変化のみを指

標とするだけでなく，介入標的とした行動変容の媒介変数の変化も含めて評価することに

よって，より綿密な評価が可能になり，計画・実行上の問題点や改善点が明らかになるこ

ととされている(岡, 2000a)．行動科学理論・モデル適用におけるエビデンス(科学的根拠)

の重要性が示唆されたが，応用研究が不足していることから，様々な対象者や場面を含ん

だ研究が期待された． 

 

3) 尺度の開発 

運動・スポーツ実施と関連性の高い健康に関する測定尺度としては，健康度自己評価，

同輩他者比較健康感(LaRue,1979)などの尺度が開発・使用された．運動・スポーツ活動に

おける規定要因として健康行動を扱った研究蓄積が不足していることから，健康行動に関

する測定尺度について Breslow (1973)と森本(1991)が作成した尺度を中心に検討した． 

既存の尺度では，Breslow (1973) が作成した尺度と森本(1991)が作成した尺度がヘルス

プロモーションの分野において多く適用された．Breslow の７つの健康習慣に関する尺度

は，1973 年カリフォルニア大学の Breslow が，約 7000 人を対象に生活習慣と身体的健康

度の関係を調査したものから作成された．「①7～8 時間の睡眠時間をとる，②喫煙をしな

い，③定期的にかなり激しい運動をする，④適正体重を維持する，⑤過度の飲酒をしない，

⑥朝食を毎日とる，⑦間食をしない」の７項目から構成されており，得点化が可能である．

高得点のものほど罹患率が低く，寿命が長くなると報告されている．時代とともに表現方

法は異なるが，内容については，現在でも十分通用するものとして使用されている． 

日本国内においては森本(1991)の 8 つの健康習慣：HPI(health practice index)測定尺度

が作成された．森本は，Breslow の健康習慣が日本において適用が可能であるかを検証し

た．まず，東京都民 1000 人を対象に Breslow の７つの健康習慣をどのくらい守っている

かについて調査を実施した．健康習慣の分布については明らかとなったものの，健康度と

の関連は明らかにされなかった．そこで，生活習慣問診表が作成され区民健康診査受診者

3991 人(20～69 歳)を対象に調査がなされた．HPI はこれらの生活習慣や生活満足度にお

ける項目を組み合わせ，調査対象者や状況に応じて得点化することができるとされている．

各項目をダミー変数として扱い，0 点もしくは 1 点に得点化し，合計点を数値化する．「①

身体運動，スポーツを定期的に行う，②過度の飲酒をしない，③喫煙をしない，④毎朝朝

食をとる，⑤毎日平均 7～8 時間眠る，⑥栄養バランスを考えて食事する，⑦毎日平均 9
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時間以下の労働にとどめる，⑧自覚的ストレス量が多くない」の 8 項目から構成された．

Breslow と森本の尺度を統合させた調査も実施された(豊増ら, 2005)が，対象者によっては

測定項目を修正すべき点のあることが判明した． 

医療・保健分野においては，23 項目から構成される生活習慣問診表 AO 基本票も使用さ

れた．標準化された問診から健康度評価を行い，コア質問である 10 項目を点数化し

(JHPI：Japanese health practice index)，生活習慣の偏りを定量的に評価することが可能

とされる．平成 10 年，人間ドッグ学会，日本総合健診医学会，全日本病院協会，健康保

険組合連合会が参加した問診検討委員会においてその有効性が検討された． 

 運動・スポーツ実施との関連性において，標準化された尺度は現在のところ作成されて

おらず，上記以外では各研究者が独自に作成した尺度(重松ら, 2007；岩井, 1997；太湯, 

2006；工藤ら, 1999)や，県・市などの行政や研究機関などで作成された尺度などが使用さ

れている．中高齢者の健康に関連する尺度では，健康度自己評価や同輩他者比較健康感な

どの測定尺度が開発・使用された．健康行動においては，研究者や行政機関などの調査実

施機関により使用される尺度が異なることから，研究間の比較を容易にするために，標準

化された測定尺度が重要であることが推察された． 

 

4) ケーススタディによる質的研究 

横断的研究と比較して研究蓄積がほとんどみられず，石澤(2004)，樋上ら(1996)，高井

ら(2003)のわずかな報告が示されている． 

石澤(2004)は，後期高齢者を対象として，運動・スポーツ実施と日常生活動作(ADL)が

生活満足度に与える影響について聞き取り調査を実施した．運動・スポーツを活発に行っ

ている後期高齢者ほど ADL が高く，生活満足度が高いことを示唆した．また，疾病罹患

などの身体的要因や，配偶者の介護や死といった要因が運動・スポーツ実施における大き

な阻害要因となることを明らかにした． 

樋上ら (1996) は，個別面接法によるケーススタディを実施した．包括的に運動行動を

説明する仮説モデルを作成して，中高齢者の運動実施を規定する阻害要因について検討し

た．運動やスポーツに対して好意的な印象，自信，意義を持っている者，運動による心身

の健康への有効性などを認識している者，そして現時点での自己の健康状態に対して適度

な問題視(体力の衰え，太り気味，他)をしている者は，継続へと向かっていることが判明

した． 
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高井ら(2003)は，中高年者の運動キャリアの「変化するとき」に注目し，その変化を生

み出すに至った心理社会的背景を個別事例から検討した．適度な不健康感が，健康運動開

始の大きな契機となっていることを示した．今後は，運動キャリアの変化について前向き

調査法を用いて長期にわたる追跡調査を実施し，キャリア変化とその要因間の関連性，お

よびその貢献度の差異を明らかにする必要があることを述べた． 

ケーススタディでは質的研究の有効性が認められ，運動非実施者が実施者へと行動レベ

ルで変化するには，個人の認知変容が重要であることが示唆された．疾病や配偶者の介護・

死といった中高齢期に特有の状況が阻害要因とされた．適度な不健康感や健康に対する意

識が運動開始や継続の要因となっていることが示された．個人面接を実施することによる

内容の分析とその評定が重要であり，質的資料を確証するために利用可能な評定尺度が必

要になるものと推察された．さらに，適切な標本の抽出方法を考慮する重要性が示唆され

た．横断的研究と比較して研究蓄積が不足していることが明らかになった． 

 

第３項 運動・スポーツ実施の行動変容に関する理論・モデル 

 近年，先行研究の知見や経験知に集約された“エビデンス”，すなわち科学的根拠に基づ

く身体活動の支援が重視されている．社会心理学の立場では，対象者を取り巻く社会的要

因や個人の心理的要因などの身体活動に影響を及ぼす要因と，それらの要因間の関連性に

ついて研究が推し進められた．「人間の社会的行動，社会的影響過程について実証的な科学

的研究を行う学問」(社会心理学小事典, 2002)とされる社会心理学の立場は，健康に向けた

身体活動の動機づけや行動を理解するのに重要な役割を果たす．本来，個人レベルで行わ

れる身体活動の実施が，環境による影響も少なからず受けていることが明らかになるにつ

れ，対象者の社会的・心理的要因を中心に影響を及ぼす要因の分析が様々な手法で検討さ

れてきた．1940 年代には行動科学(behavioral science)という言葉が米国で正式に使われ，

社会学・心理学以外の諸科学，例えば人類学，経済学，精神医学などの知見を利用した人

間の行動を解明する学際的アプローチが試行された(社会学小事典, 2005)．行動科学の成立

を契機として行動を論理付ける数理的手法やモデルが発展し，境界領域の学問分野を生む

ことになった． 

行動科学を身体活動に応用する利点は，①理論・モデルに示されている行動の変容過程

にかかわる媒介変数を確認することで，効果的に介入プログラムの開発を進めることがで

きること，②介入プログラムの評価として，行動の変化のみを指標とするだけでなく，介
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入標的とした行動変容の媒介変数の変化も含めて評価することによって，より綿密な評価

が可能になり，計画・実行上の問題点や改善点が明らかになること，と示唆されている(岡, 

2000a)．媒介変数は行動変容に役立つ要因であり，介入がどのような効果を表すかを客観

的に示すものと考えられているが，そのメカニズムは複雑であるため解明できていない部

分も多い(Baron et al., 1986; Baranowski et al., 1998)．身体活動は遺伝，環境などによる

影響も考慮しなければならないため，媒介変数だけで身体活動を完全に予測することは困

難である．しかし，行動科学的アプローチを身体活動に適用することで人間の行動変容過

程をより客観的に説明し，予測可能性を高める利点がある．さらに，これらの行動科学的

アプローチを含む社会心理学観点から構築された理論・モデルを用いることは，身体活動

の行動変容を説明する妥当性を高めることになる． 

身体活動の行動変容における媒介変数を特定する理論は見つかっておらず，いくつかの

理論・モデルを組み合わせる必要性が示唆されていることから(竹中, 2005)，先行研究で適

用された行動科学理論・モデルの適用に関する知見を整理し，課題・問題点を明らかにす

る．「個人」の身体活動における行動変容に着目し，影響を及ぼす変数，すなわち決定因を

確認するため，社会的認知理論，合理的行為理論・計画的行動理論，トランスセオレティ

カル・モデル，プリシード・プロシードモデルについて検討する． 

1) 社会的認知理論 (social cognitive theory : SCT) 

Bandura(1977) によって提唱された社会的認知理論は，身体活動などの健康行動全般に

最も広く応用されてきた理論であり，「人(内的要因)」「環境(環境事象)」「行動(行動特性)」

の相互作用が人の行動に影響を及ぼす決定論の原則を基本とする．彼は，後に多くの理論・

モデルの基礎となった学習理論では触れられなかった，人間の「認知」が関与する複雑な

社会的行動を説明した． 

この理論では，人間が持つ予期機能の役割が重視され，行動変化の予測において極めて

重要な 2 つの予期，すなわち効力予期 (efficacy expectancy)と結果予期 (outcome 

expectancy)が想定された．反応が効果的に始発されるためには，十分に高められた結果予

期と，その反応が自分にはどの程度遂行できるかという効力予期が高められなくてはなら

ないものとされた(図 1－1)． 
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図 1－1. 効力予期と結果予期の関係 

                                     出典：祐宗省三ら(1985) 

 

この効力予期は，行動遂行に対する自信や見込み感を意味し，「セルフ・エフィカシー

(self-efficacy : 自己効力感)」と言われる．「ある状況において必要な行動を効果的に遂行

できるという確信」(社会心理学小事典, 2002) と定義された．セルフ・エフィカシーは 4

つの原則的な情報源，すなわち，①遂行行動の達成，②代理的体験，③言語的説得，④生

理的及び情動的喚起により強化されることが明らかになっている．しかし，身体活動の適

用に関しては，いずれの情報源が最も効果的であり，どのような内容がそれぞれの情報源

として適切であるかといった研究は十分に進められてはいない(竹中ら, 2002)．原因として，

身体活動へのアドヒアランスにおけるセルフ・エフィカシーの役割が，明確にモデル化さ

れてこなかった背景があるといわれる(竹中, 2002)． 

セルフ・エフィカシーは，子どもから高齢者までのあらゆる年代において，身体活動・

運動の規定要因，および介入標的として最も注目すべき概念であることが Sallis 

&Owen(1999) によって示唆されている．すなわち，運動に置き換えると，どのくらいの

頻度でやれるか，どのくらい続けられるか，楽しくやれるかなどといったことについての

自信とされ，「運動セルフ・エフィカシー(exercise self-efficacy)」と呼ばれる(杉原, 1997)．

この概念は多くの心理学者のコンセンサスを得ており，幾つかの心理学的モデルの中でも

運動行動を説明するにあたって最も有力な理論であるとされ，欧米を中心とした研究によ

って有効な知見が得られた(Williams et al., 1992; McAuley et al., 1999)．セルフ・エフィ

カシーの向上は，意図された行動の遂行を強化し，対象者の行動変容を促す重要な意味を

持つ．後述する運動ステージ(運動・スポーツ実施における行動変容ステージ)に対して非

常に影響力の強い要因であることが示されており，対象者のレディネス(準備性)に応じた

 

人              行動              結果 

  

効    力   予    期       結 果 予 期 
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効果的な介入に有効とされている．一方で，運動ステージが向上すると運動セルフ・エフ

ィカシーが高まるとの報告も見られることから，運動セルフ・エフィカシーと運動ステー

ジは互いに影響を及ぼす相互関係にある可能性が高い．運動セルフ・エフィカシーは，運

動習慣獲得や運動の継続(adherence)に影響を及ぼす重要な予測要因と考えられている(下

光ら, 1999; Hallam et al., 1998; McAuley et al., 1993)． 

 

2) 合理的行為理論・計画的行動理論 (theory of reasoned action / theory of planned  

behavior) 

合理的行為理論と計画的行動理論はある特定の行動を実行するかどうかを決定する要

因として，個人の動機要因に関する構成概念に焦点をあてる．人口統計学的要因や環境を

含むその他すべての要因はこれらの概念を通じて作用しており，実行可能性を個々の要因

によって説明できるものではないと仮定されている． 

 合理的行為理論は，意図された行動に対する個人の動機要因を説明する重要な理論とさ

れ，信念(行動信念と規範的信念)，態度，意図，行動の関係から構成される(Ajzen et al., 

1980)．人が行動する上で最も重要な決定要因が「行動意図」であり，個々の行動意図の

直接的な決定要因は，行動に対する「態度」とその行動に関連する「主観的規範」である

と想定された．これらの仮説は身体活動やスポーツトレーニング領域で検証され，行動意

図の高い予測力が示されている(Husenblas et al., 1997; Hagger et al., 2002)．さらに主観

的規範は行動意図に対して弱い影響力であるが，一方，態度は意図に対して広範な影響が

あることが明らかにされた.しかしながら，行動意図は個人の完全な意思的統制に基づくこ

とが前提とされていることから，他の要因による影響を統制できない場合には，行動意図

の予測力が弱化する可能性がある． 

 個人の完全な意思的統制は非現実的であることから，意図によるコントロールが不完全

な人の行動を予測するために，行動コントロール感(主観的行動統制感)を付加した計画的

行動理論が新たに提唱された(Ajzen, 1985)．この行動コントロール感は統制に対する一般

的な知覚を表し，Bandura(1977) のセルフ・エフィカシー(自己効力感)としばし比較され

る．自己効力感の構成概念は重要な結果を生み出すために必要とされる意思行動を遂行す

ることについての自信を意味するが，統制ビリーフとそれらのビリーフの主観的影響力に

よって支えられている．統制ビリーフは行動の遂行を促進，あるいは抑制する要因の主観

的存在を意味する(Ajzen, 1991)．この行動コントロール感は，態度や主観的規範と共に行
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動意図に影響を与える．同時に行動統制の知覚が現実的である時には，特に行動を直接予

測するものと想定された． 

 計画的行動理論は，身体活動領域において合理的行為理論や健康信念モデル，予防動機

づけ理論よりも意思行動を予測，説明する点で優れている(Quine et al., 1998)．メタ分析

やナラティブレビュー研究では，行動意図に対する主観的行動統制感の一貫した影響が認

められ，この影響は質問紙の形式や社会的望ましさによって影響を受けないことが明らか

になった(Armitage et al., 1999)．しかし一方で，行動に対する主観的行動統制感の直接的

な影響は，行動意図に対する主観的行動統制感の影響と比較して小さい(Armitage et al., 

2001)ことや，ビリーフに基づいた行動統制の尺度が用いられたり，統制の知覚が現実的

ではなかったりする時には，統計的に有意ではない(Notani, 1998)といった研究知見もみ

られる．           

 

3) トランスセオレティカル・モデル (transtheoretical model : TTM) (図 1－2) 

TTM は Prochaska and DiClemente(1983) によって提唱された心理療法の統合モデル

であり，もとは喫煙などの不健康な習慣的行動における変容過程を説明するために用いら

れていた．近年ではダイエットや身体活動の増進といった健康行動への適用についても注

目を集めている．行動変容ステージ，セルフ・エフィカシー，意思決定のバランス，変容

プロセスの４要素から構成される包括的モデルで，行動変容の各ステージに応じた介入の

研究蓄積が見られるなど，実践的かつ有用性の高いモデルとされている(図 1－2)．また費

用対効果に優れた手段であることから，欧米を中心に短期間で急速に発展した．米国では，

プロジェクト・アクティブと題し，介入の根拠として座位中心の行動変容に TTM が使用

されている．EU では各国のデータが集められ，総合的に評価した研究も実施された(Varo 

et al.,2003)． 
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図 1－2. トランスセオレティカル・モデル(transtheoretical model : TTM) 

出典：Patricia M. Burbank et al.(2005) 

 

 

TTM を応用する最大の利点は，対象者のレディネス(準備性)に応じた個別的・効果的な

介入プログラムの計画・実行が可能になることである．成功度が高いことから欧米を中心

として精力的に研究が行われ，地域，職域，医療・福祉分野など多くの分野で活用されて

いる．特に行動変容ステージは対象者のレディネス(準備性)に時間的次元を加え，TTM の

構成要素以外の理論・モデルと統合する手法もとられる．我が国では 2008 年度開始した

特定健康診査・特定保健指導の評価指標として行動変容ステージが採用されたが，包括的

な検証など TTM に関する研究蓄積は未だ十分とは言えず，今後のさらなる研究が期待さ

れている． 

TTM の中心的構成要素である行動変容ステージは，過去および現在における行動とそ

の行動に対する動機づけのレディネス(準備性)を示す概念として，身体活動への適用に関

する研究が数多く行われた(Cardinal, 1997; Wyse et al., 1995; Marcus et al., 1993; 

Marcus et al., 1992a)．定期的な運動習慣への移行段階を無関心期，関心期，準備期，実
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行期，維持期の５つのステージであらわす(図 1－3)．定期的な運動・スポーツ実施を「１

回最低 20 分以上の運動・スポーツを週３回以上実施していること」と定義した上で，個

人の行動変容ステージを分類する．男性では維持期の者が多いのに対して，女性では準備

期の者が多いとされる(Wyse et al., 1995)． 

 

 

 

 

図 4 運動・スポーツ実施における行動変容ステージの測定指標項目 

出典：Marcus ら 54); 長ヶ原 57) 

 

                          

図 1－3. 運動ステージと測定指標項目 

出典：Marcus et al.(1992a); 長ヶ原(1999) 

 

この測定尺度は，定期的な運動実施に至るまでのプロセスを示す分類指標として使用さ

れ，欧米を中心とする諸外国の介入研究で応用されている．カナダ在住日系人を対象とし

た調査では日本語版の信頼性と妥当性が検証され，日本人にも適用可能な測定尺度が開発

された(岡,2003a; 長ヶ原, 1999)．しかし，厚生労働省における運動習慣者は，「1 回 30 分

以上，週 2 日以上，1 年以上継続している者」と定義されており，スポーツ振興基本計画

では，週 1 日以上の運動実施者の増加を目標としている．このことは，日本人を対象に TTM

を適用した研究の解釈には十分な検討を要することを意味する．さらに，定期的でない運

動・スポーツを実施している準備期は，ステージとして定義することが理論的に適切では

ないとも言われる．行動変容ステージに関しては，批判も含め，多くの知見がみられる． 

TTM を構成するもう 1 つの重要概念であるセルフ・エフィカシー(自己効力感)は，

Bandura(1977) が提唱した社会的認知理論の中で「ある状況において必要な行動を効果的

に遂行できるという確信」(社会心理学小事典, 2002) と定義される．セルフ・エフィカシ

ーを測定する尺度は研究によって異なるものの，行動変容ステージが後期段階のものほど

セルフ・エフィカシーを高く評価する傾向にあることは，多くの研究者の一致した見解で

ある．セルフ・エフィカシーの向上は意図された行動の遂行を強化し，対象者の行動変容

無関心期：現在，運動・スポーツをしておらず，今後 6 ヶ月以内に始めるつもりもない． 

関心期  ：現在，運動・スポーツをしていないが，今後 6 ヶ月以内に始めようと思っている． 

準備期  ：現在，運動・スポーツをしているが，定期的注)ではない． 

実行期  ：定期的注)な運動・スポーツを過去 6 ヶ月以内に始めた． 

維持期  ：定期的注)な運動・スポーツを 6 ヶ月以上継続して行っている． 

 

注)「定期的」とは 1 回最低 20 分以上の運動・スポーツを 

週 3 回以上実施していることを意味する． 
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を促す重要な意味を持つ．特に，運動セルフ・エフィカシーは，運動習慣獲得の重要な予

測要因とされることから，他の諸要因との関連性についての研究も期待される．岡(2003b) 

は，中年者における行動変容ステージと運動セルフ・エフィカシーの関係を調査し，ステ

ージが向上するにつれて直線的なパターンで変化することを示した． 

わが国の研究蓄積は横断的調査が中心であり，行動変容ステージと運動セルフ・エフィ

カシーとの相互関係は明らかにされていない．セルフ・エフィカシーは身体活動実施の規

定要因であると同時に，身体活動実施により向上することが示唆されている(McAuley et 

al., 2000)．岡(2000b)は，縦断的調査からこれらの相互関係を明確にすることが重要であ

ると述べている．さらに，ステージの移行における決定要因を見極める基礎的研究の重要

性も示唆された． 

意思決定のバランスは，Janis & Mann(1977) の意思決定理論から用いられ，身体活動

することのデメリットに対してメリットはどれほどあると感じているかを示す概念である．

一般的に，意思決定のバランスの違いは行動変容ステージの違いと一致する傾向にあり，

無関心期にいる人は身体活動の変化に対するデメリットが多いと考え，維持期の人はデメ

リットよりもメリットが多いと考える(Marcus et al., 1992b)．日本人を対象とした測定尺

度の開発に関しては，信頼性及び妥当性が確認された研究がいくつかみられる(岡, 2003c)． 

また，一般的に変容ステージが進行するに従って，行動修正のために異なるプロセスを

用いることが明らかにされている(Gorely et al.,1995; Marcus et al., 1992b)．変容プロセ

スは，身体活動の行動変容を予測する 10 のプロセスから構成される．行動変容ステージ

の変化には認知的・行動的なプロセスの関与が示され，介入時にはそれぞれのステージに

おいて適用するプロセスが異なる．一般的に初期段階にあるものは，1.意識の高揚，2.ド

ラマティックリリーフ，3.自己再評価，4.環境的再評価，5.社会的解放からなる認知的プ

ロセスを用いるとされ，後期段階にあるものは，6.反対条件づけ，7.援助関係，8.強化マ

ネジメント，9.自己解放，10.刺激コントロールからなる行動的なプロセスを多用すると考

えられている． 

認知的プロセスの使用は，無関心期から関心期にかけて増加し，準備期では変化せず，

準備期から実行期で増加し，そして維持期で減少する傾向がみられる．それに対して，行

動的プロセスの使用は，無関心期から実行期まで増加し，そして安定するとされる．さら

にプロセスの使用は，運動を採択する人で増加し，逆戻りする人では減少する．そして，

活動的もしくは不活動のままとどまっている集団では，変化しないことが明らかになって
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いる．プロセスについての一連の研究では，どのプロセスが各々の変容ステージが変化す

るために重要であるかを検討していない．身体活動への適用に関する変容プロセスは，わ

が国の研究において未だ解明できていない部分が多い．さらに TTM の長所と限界におけ

る評価は次の点が示唆されている(Patricia et al., 2005)． 

 

TTM の長所： 

1．テイラー(個別)化された介入であること 

 個人のレディネス(準備性)に応じて，それぞれに応じた効果的な介入が可能ある． 

2．意思が弱いとしても効果があがること 

 行動変容ステージがいずれの段階にあったとしても，適切なプロセスを科学的に適用す

ることで行動変容を説明し，手段を提供することが可能とされる．例えば，禁煙は 1 回の

イベントではなく，むしろ循環的で絶えず変化する過程を表していることが明白である． 

3．広い視野を持つこと 

 TTM は，幅広い健康行動に適用が可能である．獲得行動とされる運動行動にも適用で

きることが示された． 

4．現場の人たちに役に立つこと 

 研究者と同様，現場で働くどのような人にも使用できることが明らかである．さらに，

問題行動の変化を最大限成功裡に行わせることが可能なため，臨床的介入と公衆衛生的介

入を組み合わせた能力を持っている． 

5．他の介入と比較して成功度が高いこと 

 TTM を他の介入と比較した研究では高い成功度が示された．Rossi(1994) は，行動変容

ステージに合わせた介入が，アクション指向型プログラム(一律に変化させることを目的と

したプログラム)と比べて，2～3 倍も変化を起こさせやすいことを示唆した．さらに，ア

クション指向型プログラムの参加者が 1～5%であるのに対して，行動変容ステージに合わ

せた介入では 80%もの参加率であったことを報告した． 
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TTM の限界： 

1．行動変容ステージは，最も良く行動変容を表しているのか 

 Joseph et al.(1999) は，行動変容ステージが行動変容のために最も適切であるかどうか

について疑問を呈している．Hedeker et al.(1999) は，行動変容ステージの境界(移行期)

についても，彼らが分けるステージとは別に独自で特徴を説明できる確証を示した．また，

行動変容ステージの準備期は，ステージとして定義することが理論的に適切ではないとの

指摘があり，わが国の運動習慣者(週 2 日以上，1 回 30 分以上，1 年以上継続する者，厚

生労働省)の定義を考慮すると，行動変容ステージの準備期についてはさらなる検討の余地

がある． 

2．TTM の適用 

 厳密な分析がないまま，TTM の構成概念を改変しているとの批判がみられる(Joseph et 

al., 1999)．改変は，新しい行動の中に TTM の実用性を持たせる最初のステップである一

方で，改変した尺度の信頼性や妥当性に関して科学的に厳密な検証が必要となる．TTM が，

極めて肯定的な結果を示し続けてきた一方で，現場の人たちや研究者は，完全には検証さ

れてこなかった行動的領域にこのモデルを適用する限界に気づく必要がある． 

3．逆戻り 

 行動変容ステージの逆戻りに関するメカニズムについては，さらなる研究が必要である．

質的研究に着手することが有効であると示唆される． 

4．完全なモデルの検証 

 多くの構成概念を一体化して検証したのは Gorely & Gordon(1995) をはじめ，わずかな

研究しかみられない．より多くの情報が収集され，行動変容のプロセス，意志のバランス，

行動変容ステージ，セルフ・エフィカシーを包括してモデルが検証されれば，TTM の予

測能力の正確性が改善される． 

5．原理的見地の一致 

 理論的立場から TTM を厳密に分析すると，原理的に矛盾する治療システムを組み合わ

せていることに注意する必要がある．行動変容プロセスは，行動と経験からなるプロセス

を組み合わせており，本来，意思決定モデル(認知モデル)として成り立っているモデルの

中に，これらの組み合わせが統合された形をとる．しかし，最適な成果を考えた場合，理

論と原理が合致する程度に関係なく，クライアントのためにすべてうまく働けばよいと考

えるのも 1 つの立場であると考えられる． 
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6．適用が行き届いてなかったグループ 

 Burbank et al.(2000) は，TTM を運動行動に適用することに関する記述の中で，人口

の増加傾向が続いている高齢者に関する研究はわずかしかないことを指摘した．さらに，

ハイリスクな住民(女性，青少年，高齢者，アフリカ系米国人，ラテン系米国人)に適合で

きることを保証するためにさらなる研究が必要となる． 

出典：Patricia M. Burbank et al.(2005) より一部修正・加筆 

 

 

TTM 研究では，行動変容ステージと他の理論・モデルにおける概念の関連性を検討し

た研究も精力的に実施されている．Laforge et al.(1999) は，行動変容ステージと健康関

連 QOL の関連について調査した．結果，全体的な健康感や活力などの因子において実行

期，維持期が無関心期，関心期，準備期よりも有意に評価が高かったとされる．また，ソ

ーシャル・サポートや運動への態度・知識も運動行動変容の段階に関与する重要な変数で

あることが明らかにされた．Corneya(1995) は，行動変容ステージを用いて計画的行動理

論の構成概念を評価し，中程度の強い相関がみられたことを報告した．Maria(2008) は，

計画的行動理論の構成概念から行動変容ステージ，運動行動，健康関連 QOL へといたる

仮説を想定し，障害者を調査対象としてモデルの検証を行った． 

TTM の課題として，特定の構成概念や構成概念間の関係性が多く検証されてきた．し

かし，多くの概念を一体化して研究されたものはわずかである．さらに変容ステージと変

容プロセスの関係も明白なエビデンスは得られていない．モデルの構成要素間の因果関係

を明らかにするための縦断的研究や，同一対象者においてモデルのすべての要素間を包括

的に調べた研究はわずかしかなく，今後積極的に検討されるべき研究課題であることが示

唆された(岡, 2000b)．ターゲットとなる活動の基準が明確でなく，TTM の構成要素を測

定するための尺度の信頼性と妥当性の確認が不十分であることが述べられた．これらの問

題を解決した上で，行動変容ステージに関する段階移行の決定要因を見極めること，さら

に，逆戻り現象にどのような要因が影響を及ぼしているのかを明らかにする基礎的研究の

必要性が示唆された．わが国では，TTM 理論に関する研究はまだ緒についたばかりであ

る．包括的な TTM の検証については，現段階でなされていない．      
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4) プリシード・プロシードモデル(precede-proceed model) 

プリシード・プロシードモデルは，Green & Kreuter (1991)によって開発されたヘルス

プロモーション活動展開のためのモデルである．QOL の向上を最終的な目標として，企画

から実行，評価に至るまでの過程を 9 段階で評価する．複数の理論やモデルを組み合わせ

様々な状況に対応ができることから，ヘルスプロモーションの政策的支援を行うにあたり

米国で有用なモデルと言われる．わが国では東京都をはじめとする行政の施策などに適用

されている． 

プリシード (PRECEDE : predisposing reinforcing and enabling constructs in 

educational／environmental diagnosis and evaluation)は，人々の健康状態を把握し，介

入目標を設定するための前提・実現・強化要因を明確にする計画の段階である．また，プ

ロシード(PROCEED : policy, regulatory and organizational constructs in educational 

and environmental development)は，実際に政策を展開し，実行・評価する段階である．

論理的で，個人のライフスタイル以外の広い視点を考慮しながら計画策定に結び付けられ

ることは利点であるが，モデル適応の段階に「住民参加」は組み込まれていない．よって，

目標設定においては広く住民の意見を聞く，あるいは客観的な住民の実態を反映した調査

結果を用いて，それぞれに影響を及ぼす要因を明らかにすることが重要となる． 

健康に対する住民の行動やライフスタイル，周囲の環境は，3 つの要因すなわち「前提

要因」「実現要因」「強化要因」から影響を受けており，これらの要因が人々に行動変容を

もたらすものと考えられている．前提要因は，対象者の健康に関する知識，価値観，態度

などを意味し，実際に行動を生起するための心理的要因をあらわす．実現要因は，組織や

施設，プログラムなど実際に行動を実行する上で必要とされる物理的な資源や機会といっ

た環境的条件を意味する．強化要因は，家族や友人，職場の理解や協力といった人的支援，

さらに爽快感，成功感などの身体的な便益とされる．身体活動に関する規定要因はこれら

3 つの要因に分類することができるが(長ヶ原, 2003)，先行研究の多くが横断的調査による

ものであり，縦断的調査や質的調査を用いて明らかにされた研究は現段階で少ない．よっ

て予測要因は明らかにされつつあるが，要因間の因果関係が示される説明力を示すことは

困難である． 

 以上，個人の身体活動における行動変容に影響を及ぼす変数とヘルスプロモーション計

画立案に有用とされる代表的な理論・モデルについて整理・検討した．他に，Learning 

Theories, Health Belief Model, Relapse Prevention Model, Social Support, Ecological 
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Approaches などが，individual, interpersonal, environmental を想定したヘルスプロモ

ーションモデルとして米国で推奨されている(USDHHS, 1996)．さらに，自己決定理論や

達成目標理論といった動機づけに関する研究分野からの理論も注目される．また，理論的

に裏づけされた研究モデルではないが，健康関連行動において変化を起こさせるために使

用する一連の手続き(包括的介入)として有効性が高いことから，ソーシャルマーケティン

グ(ＳＭ理論)が分析枠組みとして使用されている(竹中, 2007)．しかしながら，行動科学理

論・モデル適用に関する研究蓄積は，諸外国の研究と比較して基礎的研究，応用的研究と

も不足しており，継続的な研究の実証が求められている． 

 

第４項 研究方法について 

 社会科学の研究領域における方法論についてはいくつかの分類がみられるが，従来，「実

証」－「理論」の立場で議論されることが多かった．Remenyi et al.(1998)によると，科

学的知識は，論理と観察の両面に基づいてなされなければならず，方法論はこれらの両方

について言及すべきであるとされる．研究のための戦略，すなわち研究方法は，①リサー

チ・クエスチョン，②研究者が利用可能な費用・予算，③研究にかけられる時間と終了期

日，④研究者のスキル，の 4 つの観点から決定する．これらの観点を考慮しながら，実行

可能なアプローチを選択することが重要である． 

 多くの学位論文では，リスク回避の観点，理解や実行が容易であること，などから実証

研究の立場をとることが多く，理論研究はあまりポピュラーなアプローチとはされていな

い．しかしながら，実際的に両者を完全に区別することは困難であり，双方のアプローチ

は相互に関連し合っている．つまり，実証的研究は基本的に理論に根ざしており，特定の

理論的立場をとらずに意味のある実証研究をすることは困難であることから，理論的枠組

みに基づいて実証的研究をすすめることが学位論文に推奨される． 

 実証的研究において，Creswell(2003)は，量的研究，質的研究，そしてミックス法(mixed 

methods)を提唱した．ミックス法は，もともと triangulation や混合研究法(Creswell et al., 

2010)とも呼ばれてきた経緯があり，近年の質的研究への関心が高まるにつれ注目されつ

つある探求の形態である．従来の量的なアプローチ法では，実験研究及び標本から母集団

を一般化するためになされる調査研究(Babbie, 1990)が主に行われてきた．変数が事前に

決定され，統計学的分析を行い，理論を検証し，評価することが目的となる．一方，1990

年代を通じて確立された質的なアプローチ法では，ケーススタディ，エスノグラフィー，
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グラウンデッド・セオリー，事例研究，ナラティブ・アプローチなどの多様な方法が用い

られた．オープンエンドの質問によりインタビューや観察，文書類のデータを用いてテキ

ストとイメージの分析を行う．この質的アプローチでは，理論を演繹的に用いる量的アプ

ローチと異なり，理論は帰納的に利用される．質的研究の目的は，特定の社会状況，役割，

相互作用などについて理解することとされている(Locke et al., 1987)．そして，両者のデ

ータ収集と関連したミックス法による研究方法では，オープンエンドとクローズドエンド

の両質問形式を用いて，多元的なデータを獲得することが可能であり，統計学的分析とテ

キスト分析がなされる．量的及び質的研究が順次的あるいは並行的に進められ，多元的に

データを収集し，分析を行うことが特徴であり，とりわけ社会科学や行動科学における研

究法としてその正当性の認識が高まりつつある(Tashakkori et al., 2003)． 

特に，近年におけるわが国の運動・スポーツの研究領域においては，量的研究と比較し

て研究蓄積の少ない質的研究の有効性が認められている．社会科学の観点から捉えた中高

齢者の運動・スポーツ研究では，個人面接法や集団面接法などのインタビューを用いたケ

ーススタディ(樋上ら, 1996; Chogahara, 1998; 高井ら, 2003; 石澤, 2004; 常行ら, 2015)

が用いられた．質的手法を用いた研究成果は，人間の運動・スポーツ行動における詳細な

情報をもたらし，統計的手法だけ補いきれない因果関係をも示唆する．Patton(1990)は，

研究対象者の内面，すなわち“Insider’s view”を理解し，対象者へ接近する必要性を述べ

た．Bevan (2008)は，70 歳以上の高齢者を対象にインタビューを用いた質的研究を行い，

高齢期における Insider ’s view を明らかにした．やまだ(2002)は，質的データからモデル

を構成する方法について示した．西條(2003, 2007, 2008)は，客観主義に依拠する数量的ア

プローチと，社会構築主義に依拠する質的アプローチを包括する認識論的基盤を示し，質

的研究を行うにあたり，一事例でも一般化を可能にする枠組みや科学的の担保の仕方につ

いて述べている．しかしながら，一般化が困難であること，客観性に乏しいこと，などの

理由から質的アプローチに限定した研究の妥当性に対しては批判も多く，量的・質的なア

プローチを合わせて行う多面的分析が学際的なフィールドで支持されている．渡辺ほか

(2001)は，高齢者の水中運動に関する身体的・心理的効果を明らかにするため，「混合研究

法(ミックス法)」と言われる Creswell et al.(2010)の研究手法を用いて分析を行い，運動・

スポーツの研究領域において高い評価を得ている． 
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第５項 先行研究のまとめ 

 以上，健康施策と身体活動支援，中高齢者の運動・スポーツ実施と健康づくり，行動変

容に関する理論・モデル，研究方法の観点から先行研究を概観した．これらの結果から得

られた知見を以下に統括する． 

 まず，健康政策の国際的な流れとして，エビデンスに基づくシステマティックな計画策

定が必須であり，わが国の健康政策でも，身体活動増進における行動変容を重視した運動

施策が 1 次予防の観点から推進されている．特に，トランスセオレティカル・モデルをは

じめとする行動科学理論・モデルを適用した介入が注目されており，ライフステージに着

目した身体活動の行動変容と関連要因におけるメカニズムの解明が急務の課題である． 

 従来の運動・スポーツの規定要因研究では，運動の「採択」あるいは「継続」の視点か

ら研究がなされてきた．しかしながら，採択してから長期間継続するに至るまでの過程に

は，いくつかの認知的及び行動的な過程のあることが示された．運動・スポーツ実施にお

ける「継続」とは，常に一定の状態を指すものではなく，可変的な段階を孕んでいるもの

である．運動・スポーツ実施における行動の「変容」に着目した研究も必要であろう． 

 個人の身体活動における行動変容は，人間の認知や態度，行動など多岐に渡る要因が相

互に影響を及ぼしている．各要因の予測力あるいは影響力の実証とともに，身体活動の行

動変容に関する説明力を示すことが介入実施に有用な示唆を与える．つまり，「なぜ」「ど

のように」行動変容が起こったのかについて，緻密な分析に基づく客観的な指標と具体的

な方策を見出すことが，今後の身体活動支援に期待されている．身体活動増進に関する研

究の今後の課題としては，質的研究を用いて行動変容のプロセス(過程)を明らかにするこ

と，特定の世代や性差を意識した実証的研究を蓄積することが重要であろう．よって本研

究では，質的・量的アプローチのハイブリットである「混合研究法(ミックス法)」(Creswell 

et al, 2010)を援用して研究をすすめる．日本人に適用可能な身体活動支援のシステム構築

において，科学的手法に基づき，学際的にアプローチするものである． 
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第３節 研究意義 

 

 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(2012 年 1 月推計)」によると，2035

年は 33.4%，2060 年は 39.9%と高齢者比率は急激に高まり，深刻な高齢化がすすむわが

国の現状が明らかになった．増大する社会保障費を主因として，中高齢者における健康寿

命の延伸，QOL の維持向上等を目的とした，健康づくりのための運動・スポーツに関する

調査研究に一層注目が集められている．しかしながら，これらの身体活動による効果や便

益と比較して，身体活動をいかに維持・促進させるのかといった視点でなされた研究蓄積

は未だ浅く，近年ようやく緒に就いたところである．従来の研究の多くは，運動実施者と

非実施者という二分法により関連要因を明らかにしてきた．今後は，個人や集団の運動・

スポーツ行動がいかに変容し習慣化するのかといった科学的視点と，多面的な研究手法が，

身体活動を支援する上で有効と考えられる． 

 スポーツ立国戦略(2010)では，「ライフステージに応じたスポーツ機会の創造」が第 1

の重点戦略とされ，成人の週１回以上のスポーツ実施者が 3 人に 2 人，さらに週 3 回以上

のスポーツ実施者が 3 人に 1 人という生涯スポーツ社会の実現が明示された．合理的かつ

有用性の高い身体活動支援システムを構築するには，ライフステージや性差，運動実施状

況，ニーズといった対象者の個別性や集団の特性を把握することが必要不可欠である．健

康づくり施策において，介入対象となるグループあるいは個人に行動科学理論・モデルを

適用する試みが世界的規模で普及しており，わが国でも，トランスセオレティカル・モデ

ル(Prochaska et al., 1983)，プレシード・プロシード(Green and Kreuter, 1991)などの理

論が健康行動に一部適用されている．特に，メタボリックシンドロームをはじめとする生

活習慣病の罹患が危惧される中年者と高齢者における身体活動増進は，緊急かつ重要な課

題である． 

 中高齢期のライフステージは，「人生の一生にみられる重要な出来事や，加齢にともなう

生活行動の特徴を反映した段階」(山口, 2007)と定義される．このうち，中年期を指す具体

的時点について学術的なコンセンサスは得られておらず，運動・スポーツの研究領域にお

いても他の世代と比較して十分な研究知見が得られていない．しかしながら，中年期は，

加齢による身体的・精神的変化が大きい時期と考えられており，「中年期危機」といった言

葉に象徴されるように社会的なリスクファクターが多い．中年男性における肥満は年々増

加傾向にあり，40 歳代，50 歳代のうち 30％以上は肥満者である．中年者の運動・スポー
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ツの実施レベルは低く，特に中年女性の運動非実施者における運動促進への取り組みが期

待される．さらに，現在の高齢者においては，ADL の低下に伴う機能低下や引きこもりと

いった脆弱性も，地域社会を含めた課題の１つとされている．超高齢社会における示唆を

得るためには，現在の高齢者だけでなく中年者に関する知見が必要(山口ら, 1996)と示唆さ

れている．特定の時代における社会的・文化的背景は，身体活動といった人間行動に影響

を及ぼしていることが推察される．中年者と高齢者といった世代の特性やライフスタイル

を把握した比較研究は，今後より一層期待されるであろう． 

 以上のことから，本研究においては，行動科学理論・モデルの 1 つである TTM を理論

的枠組みに用いて，高齢期とその前段階である中年期のライフステージに着目して，中高

齢者の身体活動とセルフ・エフィカシー及び影響要因に関する研究をすすめる．研究方法

については量的分析を用いて実証的に研究をすすめるが，研究蓄積の少ない中年期の運

動・スポーツ実施に関する要因については，質的アプローチも併用して多面的に分析を行

う．事象の中で，多様な要因を発見し，影響力の強い要因を探求するには，内的妥当性と

外的妥当性の両面から検証する研究手法，つまり質的研究と量的研究を融合したミックス

法(Creswell，2003)による検証が有効であると考えられる． 
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第４節 研究目的 

 

 本研究では，行動変容理論・モデルの 1 つである TTM のうち，運動・スポーツ実施の

行動変容ステージと運動セルフ・エフィカシーに着目した．まず，高齢者における運動・

スポーツ実施の行動変容ステージからみた健康要因と社会心理的要因を明らかにする．次

に，行動変容ステージと運動セルフ・エフィカシーに影響を及ぼす要因からなる仮説モデ

ルを検証し，高齢者の運動行動における要因構造を男女別に示す．また，高齢者モデルを

中年者向けモデルに修正し，性別ごとに検証した上で，行動変容ステージと運動セルフ・

エフィカシーに影響を及ぼす要因構造を示す．中年者についての研究蓄積が少ないことか

ら併せてケーススタディを行い，各ステージに影響を及ぼす要因を質的手法からも明らか

にする． 

本研究の目的は，高齢期と中年期の各ライフステージにおける影響要因を検証し，行動

変容理論からみた中高齢者の身体活動とセルフ・エフィカシーについて明らかにすること

である． 
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第５節 本論文の構成 

 

 本論文では，第 1 章に続き，第 2 章と第 3 章において，高齢者を対象とした運動ステー

ジと運動セルフ・エフィカシーに関する研究結果を報告する．第 4 章と第 5 章では，中年

者を対象とした運動ステージと運動セルフ・エフィカシーに関する研究結果を報告する．

本研究の対象者は，高齢者大学生やスポーツクラブ会員等，運動ステージの変化を経験し

た中高齢者を中心とする．以上の章を踏まえ，第 6 章において統括する． 

 第 2 章では，定量的アプローチにより，高齢者の運動ステージに関連する健康要因と社

会心理的要因を分析した．この章は，「Health and socio-psychological factors related to 

the stages of exercise behavior change in Japanese older adults」のタイトルで，Journal 

of Asiania Sport For All (9) (Yasuko Tsuneyuki, Yasuo Yamaguchi, Kazuo Takaori, 

2010) に掲載されたものに加筆，修正をしたものである． 

 第 3 章では，高齢者の運動ステージと運動セルフ・エフィカシーに影響を及ぼす要因に

ついて，仮説モデルを用いて健康要因と社会心理的要因を量的に分析した．この章は，「高

齢者の運動ステージと運動セルフ・エフィカシーに影響を及ぼす要因に関する研究」のタ

イトルで，体育学研究 56 巻第 2 号(常行・山口・高折，2010)に掲載されたものに加筆，

修正をしたものである． 

 第 4 章では，中年者の運動ステージと運動セルフ・エフィカシーに影響を及ぼす要因を

分析し，仮説モデルを用いて中年者の運動・スポーツ実施における行動変容の影響要因に

ついて定量的分析を行った．この章は，「大学生保護者の運動・スポーツ実施における行動

変容ステージと運動セルフ・エフィカシーに影響を及ぼす要因－中年期のライフステージ

に着目して－」のタイトルで，大学体育学第 12 号(常行・山口，2015)に掲載されたもの

に加筆，修正をしたものである． 

 第 5 章では，質的なアプローチを用いてケーススタディを行い，中年者の運動・スポー

ツ実施の行動変容ステージを規定する要因を明らかにした．この章は，「中年期における運

動・スポーツ実施の行動変容ステージに影響を及ぼす要因の質的研究」のタイトルで，ス

ポーツ産業学研究第 25 巻 1 号(常行・谷・山口，2015)に掲載されたものに加筆，修正し

たものである． 
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第 1 章では，1)健康政策と身体活動支援，2)中高齢者の運動・スポーツ実施と健康づく

り，3)行動変容に関する理論・モデル，4)研究方法，の視座から先行研究と研究手法を検

討した．本章では，高齢者大学に通学する学生を対象に運動ステージと関連要因を分析し，

高齢者の身体活動の特徴について把握する． 

 

第 1 節 研究の背景と目的 

 

近年では，行動科学に基づく身体活動増進が，日本の運動・スポーツ領域において注目

を浴びている(竹中, 2009; 山口, 2007; 青木, 2005; 岡, 2000; 北田ら; 1997)．トランスセ

オレティカルモデル(TTM)は，厚生労働省により実施された「特定健康診査・特定保健指

導」における運動レベルの測定に適用されている． 

運動行動に適用されてきた有用なモデルの 1 つに，TTM(Prochaska and DiClemente, 

1983)がある．このモデルは否定的行動(例えば，喫煙など)を停止させるために発展してき

たのだが，運動行動のような肯定的行動(例えば，Marcus et al.,1992; Nigg and Courneya, 

1998)を継続するためにも適用されてきた．TTM は，個人がそれぞれのライフスタイルを

変えることによるプロセスを理解するために，広く適用されてきた．レディネス(準備性)

は，特定の行動に適応され，維持するために異なることが知られている．TTM は，以下

の鍵となる構成概念という点において，より良く理解されるだろう：(a)行動変容のステー

ジ，(b)セルフ・エフィカシー，(c)意思決定のバランス，(d)変容プロセス．主要な構成概

念は，行動変容のステージである．それは，無関心期，関心期，準備期，実行期，維持期

から構成される．定期的な運動に適用する場合，ステージは最も初期のステージ(無関心期)

から後期のステージ(維持期)の範囲にある．ある研究者たちは，人々が，行動変容ステー

ジにより運動レベルごとに分類されうること，そして，TTM が座位中心の人々をより活

動的にさせることに貢献することを指摘した(武田ら, 2003; 下光ら, 1999)．しかしながら，

運動行動変容ステージを日本の高齢者に適用する時の要因については，ほとんど知られて

いない． 

高齢者の身体活動に関連した要因については，いくつかの顕著な研究が，日本の先行研

究で示されている．高井ら(2003)は，健康状態の良くない状態が，人々が運動を開始する

動機づけになっている点を示唆した．石澤(2002)は，定期的に運動をしている高齢者は，

日常生活において長い距離を歩く傾向にあることを指摘した．不活動な人々は，健康行動
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に満足していなかった．運動指導インストラクターや運動仲間といった人的支援は，運動

の動機づけに影響を及ぼしていた(西田ら, 2000; 中山ら, 2004)．心理的要因に関して，セ

ルフ・エフィカシーは，運動行動の変容ステージに関連している最も有意な変数であった

(岡, 1999; Sallis et al., 1999; Marcus et al., 1992)．セルフ・エフィカシーは，ある結果へ

到達するために獲得された行動を形成する確信として定義されている(Bandura, 1997)．

言い換えれば，運動やスポーツに対するセルフ・エフィカシーは，運動の継続・採択の予

測になり得る．それは，しばしば，「運動セルフ・エフィカシー」(杉原, 1997) と呼ばれる．

心理的要因における他の項目について言えば，結果予期やフロー経験は，運動・スポーツ

実施に関連する有意な変数としてみなされた(杉原, 1995; 樋上, 1996; 山口, 1994)． 

これらの変数は，身体活動への介入を開発させるために必要となる支援のための重要な

データを供給することができた．しかしながら，調査対象は，行動あるいは認知レベルで

情報を与えるいくつかの詳細なグループには分けられなかった．青木(2005)は，日本の高

齢者における運動行動のステージに関連する要因を調査した．社会心理的要因(運動セル

フ・エフィカシー，認知された運動の便益，認知された運動の障壁，ADL，家族による否

定的なソーシャルサポート，友人からの肯定的なソーシャルサポート)が，研究において明

らかにされた．各ステージにおける特性は，一元配置分散分析(ANOVA)により分析された．

ADL とソーシャルサポート(家族や友人たち)は，すべての変数の中で極めて重要な要素で

あった． 

本研究では，TTM における運動・スポーツ実施の行動変容ステージを用いて，健康要

因と社会心理的要因を検証した．本研究の目的は，日本の高齢者における運動・スポーツ

実施の行動変容ステージに関連する健康要因と社会心理的要因を明らかにすることであっ

た． 

第２節 研究方法   

                

第１項 調査対象と手順 

本研究では，横断的デザインが用いられた．調査対象(n=518)は，高齢者大学に通学す

る 60－84 歳の学生(平均年齢=67.5±4.7)であった．高齢者大学は公的(市，行政，省庁な

ど)，そして，民間の組織により構造化されたカリキュラムでしばしば設立される．本研究

の調査対象は，大阪市における 3 つの高齢者大学から構成された．これらのすべては，公

的組織(大阪府，大阪市，社会保険機構など)により組織化されていた． 

学生は，入学試験を受けずに，様々なプログラム(例えば，外国語，運動・スポーツ，音
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楽など)を学習することができる．設立の目的は，高齢者に学習を継続するための機会を供

給することである．学生は，学費を支払わなければならず，修了までの 1－3 年間通学す

ることになる．それゆえ，受講者は，プログラムに対して金銭を支払う余裕があり，ADL(日

常生活動作)が高い傾向にある．彼らは，生涯学習の知識を持ち，地域社会においてリーダ

ーとなることが期待される． 

調査は，2007 年 7 月から 9 月にかけて実施された．質問紙は，大阪市にある静かな教

室の状態の中で，研究者から学生に配布された．インフォームドコンセントと倫理的手順

は，行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律に従って行われた．学生は，その場

で質問紙に回答し，7－12 分で完了した．それらは，終了後，研究者によって回収された．

412 のデータ(男性 195, 女性 217)が本研究で分析され，回収率は 79.5%であった． 

 

第２項 尺度と分析方法 

 表 2－1 に，変数と尺度を示す．変数は，(a)個人的属性，(b)運動行動の変容ステージ，

(c)健康要因，(d)社会心理的要因から構成された(杉原ら, 1995; 兵庫県, 2006; Prochaska et 

al., 1983; Marcus et al., 1992; 長ヶ原, 1999; 岡, 2003; 谷口ら, 1993; LaRue et al., 1979; 

中山, 2002)． 
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表 2－1. 変数と尺度 

 

 

 

 個人的属性は，性別，年齢，身長，体重，家族構成から構成された．運動行動の変容ス

テージは 5 つのステージ，すなわち，無関心期，関心期，準備期，実行期，維持期から構

成された(Prochaska et al., 1983; Marcus et al., 1992)．運動行動の変容ステージは，過去

と現在の運動行動，あるいは，誘因に対しての準備性を示している．それは，運動・スポ

ーツ実施が開始してから継続に至るまでの過程を示している．日本人の対象者における妥

当性と信頼性については，検証されている(長ヶ原, 1999)．回答者は，5 つあるステージか

ら 1 つのステージを選択する．定期的な運動・スポーツについては，「1 回あたり 20 分以

上，1 週間につき 3 日以上」と定義された．ACSM(American College of Sports Medicine)

と AHA(American Heart Association)による基本的な推奨では，65 歳以上の成人(もしく

は，関節炎のような慢性病を抱える 50-64 歳)に対して，2007 年にガイドラインが示され

ている．その推奨では，「1 日あたり 30 分，1 週間に 5 日，中強度の運動を行う」，または

「1 日あたり 20 分，1 週間に 3 日，高強度の運動を行う」ことが必要とされた．高齢者の

健康増進に着目すれば，この頻度は，本研究で使用するにあたり妥当である． 

 定期的な運動・スポーツに対して定義された 5 つのステージは，以下のとおりである． 

変数名 操作定義 尺度

 運動ステージ 運動・スポーツ実施における行動変容ステージ 1. 現在、運動・スポーツをしておらず、今後6ヶ月以内に

    始めるつもりもない

2. 現在、運動・スポーツをしていないが、今後6ヶ月以内に

　  始めようと思っている

3. 現在、運動・スポーツをしているが、定期的ではない

4. 定期的な運動・スポーツを過去6ヶ月以内に始めた

5. 定期的な運動・スポーツを6ヶ月以上継続して行っている

 運動セルフ・ 定期的に運動することに対して4項目からなる 1. 全くそう思わない　2. あまりそう思わない 3. どちらでもない

  エフィカシー 自信の程度 4. 少しそう思う  5. かなりそう思う

 歩行数 1日あたりの平均歩行数 "2000歩未満" ～  "10000歩以上" の6カテゴリー

 健康行動 日常生活で実践している14項目からなる "実践している"　"実践していない" の2カテゴリー

健康行動

 健康状態の 同じ年齢の同性の人と比較した場合における 1. 劣っている　2. 少し劣っている　3. どちらでもない

  自己認知 健康度自己評価 4. 少し優れている　5. 優れている

 結果予期 定期的な運動・スポーツ実施から受ける影響 1. 非常にそう思う　2. かなりそう思う　3. 少しそう思う

について、10項目からなるポジティブな予想と 4. 全く思わない

3項目からなるネガティブな予想

 人的支援 運動・スポーツ場面において4項目からなる 1. あてはまらない　2. あまりあてはまらない　3.どちらでもない

周囲の人の支援 4. 少しあてはまる　5.あてはまる

 フロー体験 中年期に参加した運動・スポーツ実施の 1. 全く感じなかった　2. 少し感じた　3. かなり感じた

満足感や楽しさ 4. 非常に感じた

 性別 対象者の性別 男性=1  女性=0

 年齢 対象者の年齢 調査時の満年齢

 身長 対象者の身長 調査時の身長

 体重 対象者の体重 調査時の体重

 家族構成 対象者の家族構成 1. 1人世帯　2. 夫婦だけ(1世代)

3. 自分(たち)と子ども、または親と自分(たち)(2世代)

4. 親と子と孫(3世代)   5. その他
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1. 無関心期：現在，運動・スポーツをしておらず，今後 6 ヶ月以内に始めるつもりもない 

2. 関心期：現在，運動・スポーツをしていないが，今後 6 ヶ月以内に始めようと思ってい

る 

3. 準備期：現在，運動・スポーツをしているが，定期的ではない 

4. 実行期：定期的な運動・スポーツを過去 6 ヶ月以内に始めた 

5. 維持期：定期的な運動・スポーツを 6 ヶ月以上継続して行っている 

健康要因は，歩行数，健康状態の自己認知，健康行動から構成した．回答者は，それぞ

れの歩行レベルを見積もった(1=2000 歩未満，6=10000 歩以上)(兵庫県, 2006)．健康状態

の自己評定は，同じ年齢の同性の人と比較した場合の健康状態を意味した(LaRue ら,1979，

谷口ら,1992)．回答者は，健康状態のレベルについて評価した(1=劣っている，5=優れてい

る)．健康行動は，日常生活における栄養，睡眠，ストレスといった 14 項目から構成され

た．回答者は，「はい」もしくは「いいえ」で回答し，それぞれの得点は分析において合成

変数とされた(満点は 14 点)． 

社会的要因は，人的支援から構成された(中山ら，2002)．人的支援は，運動指導者，家

族，友人，運動仲間を意味した．それぞれの項目については，1(あてはまらない)から 5(あ

てはまる)までの範囲の 5 段階リッカート尺度で評価された．α 係数(内的整合性)による信

頼性は，.843 と高かった．それぞれの得点は，分析において総和された(満点は 20 点)． 

心理的要因は，運動セルフ・エフィカシー，結果予期，フロー経験から構成された．運

動セルフ・エフィカシーは，肉体的疲労，精神的ストレス，時間のなさ，悪天候といった

4 項目で構成された(Marcus et al., 1992; 岡, 2003)．それぞれの項目は，1(まったくそう

思わない)から 5(かなりそう思う)までの 5 段階リッカート尺度で評価された．α 係数(内的

整合性)による信頼性は，.920 と高かった．それぞれの得点は，分析において総和された(満

点は 20 点)．結果予期は，定期的な運動・スポーツ実施に対して，10 の肯定的な予測(例

えば，健康になる等)と 3 の否定的な予測(例えば，忙しくなる等)から構成される(杉原ら，

1995)．それぞれの項目は，1(まったく思わない)から 4(非常にそう思う)まで 4 段階のリッ

カート尺度で評価された．否定的な得点は，分析において肯定的な得点から差し引かれた

(満点は 37 点)． 

運動や趣味における包括的な楽しさや満足感は，「フロー」と呼ばれている

(Csikszentmihalyi, 1975)．それは，ある活動に没頭し，何事に対しても注意を払ってい

ない状態と定義されている．人々は，多くの楽しさや満足感があることから，フロー経験
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に多くの時間とエネルギーを費やすことができると感じる．それはまた，スポーツ領域に

おいて，個人の能力と周囲のレベルとの間にあるバランスが保たれた状態の深い心理状態

を指す．様々な尺度(例えば，日常生活におけるマイナーな活動，または，ロックダンス)

が開発された(Csikszentmihayi, 1975)．本研究における「フロー経験」は，先行研究に従

い，50 歳の時点における運動・スポーツ実施における楽しさや満足感の感情を意味した(杉

原ら, 1995)．それは，1(まったく感じなかった)から 4(非常に感じた)までの 4 段階リッカ

ート尺度で評価された．4 段階尺度と 5 段階尺度は，等間隔尺度としてみなされた．デー

タは，SPSS11.5J を用いて，シェッフェ法による F 検定で分析された． 

 

第３節 結 果 

 

第１項 調査対象者の属性 

 調査対象者の属性については，表 2－2 に示している．対象者のうち，半数以上は女性

であった．平均年齢は 67.5±4.7 歳であった．調査対象のうち，およそ 70%が 60 歳代に

該当した．1 人暮らしの対象者は，サンプル全体の 16.7%であった．男性対象者の 4.6%が，

1 人暮らしであった．女性対象者の 27.6%が，1 人暮らしであった．対象者の 52%は，維

持期のステージであった．19.1%は，無関心期と関心期から構成されており，これらの対

象者は，定期的に運動を実施していなかった．準備期は 21.9%であり，実行期は 17.9%で

あった．運動行動の変容ステージにおける，男女の有意な違いは認められかった． 
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表 2－2. 調査対象者の属性 

 

 

 

第２項 運動行動の変容ステージとの関連 

 表 2－3 に，運動行動の変容ステージによる健康要因と社会心理的要因の違いを示して

いる．すべての変数(歩数，健康状態の認知，健康行動，人的支援，運動セルフ・エフィカ

シー，結果予期，フロー経験)において，0.1%水準で有意な違いがあった．F 値については，

運動セルフ・エフィカシーにおいて最も高く，次に，人的支援において高い値が示された．

健康状態の自己認知については，これらの変数のうち最も低かった． 

 

表 2－3. 運動行動の変容ステージによる健康と社会心理的要因 

 

  

 

項目及びカテゴリー 男性 n (%) 女性 n (%) 合計 ｎ (%) p

1. 性別 195 (47.3) 217 (52.7) 412 (100)

2. 年齢

    60歳代 124 (63.6) 162 (74.7) 286 (69.4)

    70歳代 68 (34.9) 49 (22.6) 117 (28.4)

    80歳代 3 (1.5) 6 (2.8) 9 (2.2)

3. BMI

    やせ(18.5未満) 5 (2.6) 13 (6.0) 18 (4.4)

    普通(18.5以上25未満) 157 (81.8) 168 (77.8) 325 (79.7)

    肥満(25以上) 30 (15.6) 35 (16.2) 65 (15.9)

4. 家族構成

    1人世帯 9 (4.6) 59 (27.6) 68 (16.7)

    夫婦だけ(1世代) 116 (59.8) 99 (46.3) 215 (52.7)

    自分(たち) と子ども, または親と自分(たち) (2世代) 64 (33.0) 46 (21.5) 110 (27.0)

    親と子と孫(3世代), またはその他 5 (2.6) 10 (4.7) 15 (3.7)

5. 健康状態の自己認知

    無関心期 29 (15.8) 38 (19.8) 67 (17.9)

    関心期 6 (3.3) 11 (5.7) 17 (4.5)

    準備期 42 (23.0) 40 (20.8) 82 (21.9)

    実行期 4 (2.2) 10 (5.2) 14 (3.7)

    維持期 102 (55.7) 93 (48.4) 195 (52.0)

.018

(d.f.=2)

n.s.

(d.f.=2)

.000

(d.f.=3)

n.s.

(d.f.=4)

    F値 p

 健康要因 歩行数 9.648 p<.001

健康状態の自己認知 7.718 p<.001

健康行動 11.826 p<.001

 社会的要因 人的支援 18.460 p<.001

 心理的要因 運動セルフ・フィカシー 24.902 p<.001

結果予期 12.789 p<.001

フロー経験 15.434 p<.001
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図 2－1 は，歩行数と運動行動の変容ステージにおける関連を示している．維持期ステ

ージが最も高く，無関心期ステージが最も低かった．関心期ステージは，維持期の次に高

かった．運動をしていないが，開始予定である回答者は，日常生活で長い距離を歩く傾向

にあった． 

 

  図 2－1. 歩行数と運動行動の変容ステージにおける関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*** 
** 

無関心期   関心期   準備期   実行期   維持期 

**p<.01 ***p<.001 
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図 2－2 は，健康状態の自己認知と運動行動の変容ステージにおける関連を示している．

維持期ステージが最も高く，関心期ステージが最も低かった．定期的に運動を継続してい

る回答者は，自らの健康状態を良好であると認識していた．しかしながら一方で，運動し

ておらず，運動・スポーツを始める予定の回答者は，自らの健康状態を劣っていると認識

していた． 

 

図 2－2. 健康状態の自己認知と運動行動の変容ステージにおける関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

** 
** 

無関心期   関心期   準備期   実行期   維持期 

**p<.01 
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図 2－3 は，健康行動と運動行動の変容ステージにおける関連を示している．維持期ス

テージが最も高く，無関心期ステージは最も低かった．健康行動は，ステージが上がるに

つれて高い値を示した．高いステージにいる人々ほど，健康行動に留意していた．4 つの

項目，すなわち「運動やスポーツをする」「毎日，体重測定のような健康チェックをする」

「規則正しい生活をする」「健康づくりのイベントや活動に参加する」において，1%水準

で有意な違いが示された．「食生活や栄養バランスに気をつける」は，5%水準で有意な違

いが示された． 

 

     

 

      図 2－3. 健康行動と運動行動の変容ステージにおける関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

**p<.01 ***p<.001 

5

5.5

6

6.5

7

7.5

8

8.5 *** 
** 

無関心期   関心期   準備期   実行期   維持期 
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 図 2－4 は，人的支援と運動行動の変容ステージにおける関連を示している．維持期ス

テージが最も高かったのだが，無関心期ステージは，健康行動と同様に最も低かった．人

的支援は，運動行動の変容ステージが上がるにつれて高くなった．高いステージにいる人々

は，多くの人的支援を受けていた．さらに，4 つの項目(例えば，運動指導者，家族，友人，

運動仲間)が，行動変容ステージと比較され，すべての項目において 0.1%水準で有意な違

いが認められた． 

 

 

       図 2－4. 人的支援と運動行動の変容ステージにおける関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無関心期   関心期   準備期   実行期   維持期 

*p<.05  **p<.01 ***p<.001 
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 図 2－5 は，運動セルフ・エフィカシーと運動行動の変容ステージにおける関連を示し

ている．維持期ステージが最も高く，無関心期ステージが最も低かった．運動セルフ・エ

フィカシーは，ステージが向上するにつれ，次第に高くなる傾向にあった．ステージが向

上すると，運動する場合の見込み感が，有意に強くなる傾向であった．高いステージにい

る人々は，運動・スポーツ実施に対して多くの見込み感を持っていた． 

 

 

図 2－5 運動セルフ・エフィカシーと運動行動の変容ステージにおける関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*p<.05  **p<.01 ***p<.001 

無関心期   関心期   準備期   実行期   維持期 
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図 2－6 は，結果予期と運動行動の変容ステージにおける関連を示している．結果予期

は，運動行動の変容ステージが向上するにつれ高くなる傾向にあり，準備期ステージは実

行期ステージよりも高くなっていた．ステージが高くなるにつれ，運動・スポーツに対す

る予測は，有意に高くなる傾向がみられた．高いステージにいる人々は，運動することに

対して良い予測を抱いていた．さらに，結果予期は 13 項目から構成されており，それぞ

れの項目が運動行動のステージで比較された．2 つの項目，すなわち「生活が充実してく

る」「恥をかくことになる」において，有意な違いが示された．5 つの項目，すなわち「健

康になれる」「若々しくなる」「ストレスの発散ができる」「自分に自信ができる」「日常生

活の中に疲れを残す」は，1%水準で有意な違いがみられた．3 つの項目，すなわち「スタ

イルが良くなる」「運動やスポーツが上手になれる」「忙しくなる」については，5%水準で

有意な違いがあった． 

 

 

図 2－6 結果予期と運動行動の変容ステージにおける関連 

 

 

 

 

 

 

無関心期   関心期   準備期   実行期   維持期 

*p<.05  ***p<.001 
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 図 2－7 は，フロー経験と運動行動の変容ステージにおける関連を示している．維持期

ステージが最も高く，準備期ステージは次に高かった．維持期と準備期のステージにいる

人々は，過去の運動・スポーツ実施において良い経験をしていた．彼らは，運動・スポー

ツから高い満足感や楽しさを享受していた． 

 

図 2－7. フロー経験と運動行動の変容ステージにおける関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無関心期   関心期   準備期   実行期   維持期 

*p<.05  ***p<.001 
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 表 2－4 は，運動行動の変容ステージからみた健康と社会心理的要因の特徴を示してい

る．横軸は，歩数，健康状態の自己認知，健康行動，人的支援，運動セルフ・エフィカシ

ー，結果予期，フロー経験を示している．縦軸は，各運動行動の変容ステージを指してい

る．記号は，それぞれのステージに基づく得点をあらわす(◎=非常に高い，○=高い，△=

中くらい，▼=低い，×=非常に低い)．5 段階の尺度は，各変数の順位ランクにより決定さ

れた．ステージごとにみると，維持期のステージが最も高かった．無関心期のステージは，

歩数，健康行動，人的支援，運動セルフ・エフィカシー，結果予期，フロー経験において

最も低かった．関心期ステージは，健康状態の自己認知において最も低かった．さらに，

健康行動，人的支援，運動セルフ・エフィカシーは，運動行動の変容ステージと深く関連

していた．それらは，ステージが向上するにつれて次第に高くなる傾向にあった．健康と

社会心理的要因は，運動行動の変容ステージと十分な関連性が示された． 

 

 

表 2－4. 運動行動の変容ステージからみた健康と社会心理的要因の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

歩行数
健康状態の
自己認知

健康行動 人的支援
運動セルフ・
エフィカシー

結果予期 フロー経験

無関心期 ▼ ○ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼

関心期 ○ ▼ ▽ ▽ ▽ ▽ ▼

準備期 ▽ ○ ▽ ○ ○ ○ ○

実行期 ▽ ○ ○ ○ ○ ▽ ▽

維持期 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

                                                                                        　　▼：非常に低い  ▽：低い  ○：高い  ◎：非常に高い
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第４節 論 議 

 

 生活習慣病のリスクに晒されている人々は，より活動的でいる必要がある．高齢者の運

動における背景を理解するために有効な方法は，TTM における運動行動の変容ステージ

を適用することである．さらに，高齢者の運動・スポーツ実施に関連した健康と社会心理

的要因が着目された．したがって，本研究の目的は，日本の高齢者における運動行動の変

容ステージに関連した健康と社会心理的要因を明らかにすることであった．運動行動の変

容ステージに応じて，有意な違いが健康と社会心理的要因に認められた． 

 健康行動，人的支援，運動セルフ・エフィカシーは，運動行動の変容ステージと有意に

関連していた．それらは，ステージの向上とともに次第に高くなる傾向にあった．運動セ

ルフ・エフィカシーは，先行研究において，有意に運動行動の変容ステージと関連してい

ることが明らかである(岡ら, 1999; 下光ら, 1999; Marcus et al., 1992)．健康行動と人的支

援は，高齢者において相関関係にある変数とも考えられる．これらの変数は，運動行動の

変容ステージを識別するのに効果的である．すなわち，健康行動と人的支援は，運動セル

フ・エフィカシーの場合でも，同様に，運動行動を予測し得ることが示唆される． 

 ステージごとにみると，維持期ステージは，すべての変数(歩数，健康状態の自己認知，

健康行動，セルフ・エフィカシー，結果予期，フロー経験)で最も高かった．定期的に運動

を継続している人々は，健康と社会心理的要因において高い得点を獲得した．しかしなが

ら一方で，無関心期ステージは，歩数，健康行動，人的支援，運動セルフ・エフィカシー，

結果予期，フロー経験において最も低かった．このことは，定期的に運動しない人々にお

いて，これらの変数が不足していることを意味する．健康状態の自己認知に関して言えば，

関心期ステージにいる人々は，無関心期ステージにいる人々よりも，自分たちの健康状態

を劣っているとみなしている．この点については，劣っている健康状態が運動を開始する

動機づけとなることを示唆した先行研究の結果を支持している(高井ら, 2003)． 

 健康と社会心理的要因は，運動行動の変容ステージと密接に関連していた．これらの要

因と，行動的，そして，認知的レベルを含む運動の準備性との間には，密接なつながりが

あることが推察される．高齢者の運動・スポーツ実施を支援する人々は，運動に対しての

準備性と関連要因を理解しなければならない．特に，関心期ステージにある要因は，座位

中心の人々をより活動的にするために考慮すべきである．関心期ステージの人々は，日常

生活で歩行する傾向がみられるが，自分の健康状態を劣っていると感じている．さらに，
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それらの人々は，中年期において運動・スポーツに対して良い経験をしていなかった．こ

れらの問題を解決することは，喫緊の課題とすべきである． 

 議論について確証を得るには，本研究においていくつかの限界がある．第 1 に，本研究

は横断的研究である．それゆえ，個人が前進したり，後進したり，あるいは長期に渡り同

じステージに止まるかどうかについて確認することができない．今後は，ステージの移行

を最終的に規定する縦断的研究が必要となろう．第 2 に，尺度の誤りは，しばしば主観的

に報告された尺度から導き出される(Sallis & Owen, 1998)．正しい記録を維持するために

は，歩数計やいくつかの用具が正確に現象を理解するために必要となる．第 3 に，身体的

に活動的な人々は，しばしば前向きな特性がある(Langlieos et al., 2000)．高齢者大学に

通学する学生が，本研究の調査対象であった．本研究の結果を一般化するには，限界があ

る．本研究の結果を一般化するために，ランダムサンプリングも推奨される． 

 以上の結果，本研究では，日本の高齢者における運動行動の変容ステージと健康及び社

会心理的要因との間に関連が示された．歩数，健康状態の自己認知，健康行動は，健康要

因の基本的な構造を明らかにするために用いられた．人的支援は，社会的要因に設定され

た．セルフ・エフィカシー，結果予期，フロー経験は，心理的要因の基本的な構造を明ら

かにするために使用された．ステージでは，維持期ステージが最も高かった．健康行動，

人的支援，運動セルフ・エフィカシーは，運動行動の変容ステージと深く関連していた．

健康と社会心理的要因は，運動行動の変容ステージと十分に関連が認められた．個人のス

テージにおける違いを考慮した計画と戦略が，高齢者の運動・スポーツ実施のレベルを向

上させるために極めて重要と考えられる．科学的知見に基づく一層の情報が，より広範な

領域で必要とされるだろう． 
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第３章 

 

高齢者の運動ステージと運動セルフ・エフィカシーに 

影響を及ぼす要因に関する研究  
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 第 2 章においては，高齢者における健康要因と社会心理的要因に焦点を当て，運動ステ

ージからみた各要因の傾向を定量的分析から明らかにした．本章では，同じく高齢者を対

象に，運動ステージと運動セルフ・エフィカシー及び健康・社会心理的要因からなる仮説

モデルの検証を行い，高齢者の身体活動を明らかにする． 

 

第 1 節 研究の背景と目的 

 

21 世紀における国民健康づくり運動(健康日本 21)に端を発した我が国の第３次国民健

康づくり対策は，１次予防の観点から運動施策の推進を重視し，家庭や職場，学校，地域

社会を包含する健康づくり支援のための環境整備を目標としている(厚生労働省, 2000)． 

2008 年 4 月には健康日本 21 改訂が施行され，健康づくり運動の期間延長や，休日・休暇

の活用の促進，ライフステージや性差等に応じた健康増進の取り組みなどが計画策定に掲

げられた(厚生労働省, 2008)．運動の推進における重要な事項として，国民の生活習慣と生

活習慣病との相関関係等に関する調査研究の推進などが明示されており，中高齢者のライ

フステージに応じた身体活動支援が急務の課題として選定された．特に，身体・精神・社

会的機能の低下が著しい高齢期においては，ADL(Activities of Daily Living：日常生活動

作)の維持に止まらず，QOL(Quality of Life：生活の質)の向上を含めた生きがいを創造す

るための運動・スポーツが果たす役割は大きく(山口ほか, 1996)，マスターズ甲子園をはじ

めとする社会的アクションリサーチ(Social Action Research)が，高齢者スポーツ，ひいて

は，地域を活性化する社会的効果を持つことに期待が寄せられている(長ヶ原, 2007)． 

ところで，“エビデンス(科学的根拠)”に基づく身体活動支援は，先進国における重要課題

の一つであり，国際的なスポーツ・フォー・オールの普及・推進組織の TAFISA(The 

Association For International Sport for All)が提唱する身体活動支援モデルの“Triple AC 

Program”では，トランスセオレティカル・モデル(Prochaska and DiClemente, 1983)，

プレシード・プロシードモデル(Green and Kreuter, 1991)などが適用された．わが国でも

不活動な人々の行動変容に主眼が置かれ，行動科学理論・モデルを運動行動に適用した研

究知見が蓄積されつつある(北田ほか, 1997; 下光ほか, 1999; 竹中, 2002; 岡, 2003a; 谷

ほか, 2007; 青木,2008)． 

トランスセオレティカル・モデル(Transtheoretical Model, 以下，「TTM」と略す)は，

1) 変容ステージ(stages of change)，2) セルフ・エフィカシー(self-efficacy)，3) 意思決定
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のバランス(decisional balance)，4) 変容プロセス(processes of change)から構成された統

合モデルであり，中核概念である変容ステージは，2008 年 4 月に開始された特定健康診

査・特定保健指導における対象者の介入指標に適用されている．運動・スポーツ実施にお

ける変容ステージ(以下，「運動ステージ」と略す)は，定期的な運動・スポーツ実施に至る

までの変容過程を，無関心期または前熟考期(Precontemplation)・関心期または熟考期

(Contemplation)・準備期(Preparation)・実行期(Action)・維持期(Maintenance)の５段階

で区分し，対象者の準備性(readiness)を評価する．欧米の介入研究を除いた先行研究のう

ち，この運動ステージに対する影響力を検討した研究は少なく，計画的行動理論

(Ajzen,1985) の「意図」「態度」「行動のコントロール感」から運動ステージへの有意なパ

スを検証した Courneya(1995)，さらに在宅高齢者を対象にプリントメディアを使用した

青木(2008)，大学生の運動・スポーツ実施における行動変容を目的とした荒井ほか(2009)

などの実践的研究が僅かにみられ，個人の運動・スポーツ行動に影響を及ぼす仮説モデル

の構築はほとんどなされていない．研究の多くは，特定の構成概念に焦点を当てながら研

究対象を捉えてきたこともあり，個人を取り巻く諸要因を包括的に検討する必要性は高い

と考えられる． 

また，運動ステージは，Bandura(1977)が提唱した社会的認知理論のセルフ・エフィカ

シー(自己効力感)との高い関連性が示唆されており，運動ステージが後期になるほどセル

フ・エフィカシーの高まる傾向が認められている(Williams and Campbell, 1992; Gorely 

and Gordon, 1995; McAuley et al.,1999)．セルフ・エフィカシーは，ある状況において必

要な行動を効果的に遂行できるという確信(社会心理学小辞典, 2002)とされ，「効力予期」

と「結果予期」の 2 つの下位概念から成り立っている．効力予期は，ある結果を生み出す

ために必要な行動をどの程度うまくできるかという予期を指し，結果予期は，ある行動が

どのような結果を生み出すかという予期をあらわす．Bandura は，特に前者の効力予期を

重視し，個人が感じる「遂行可能感」，すなわち，自分自身がやりたいと思っていることの

実現可能性に関する知識や，自分にはこのようなことがここまでできるのだという考えを，

セルフ・エフィカシーと定めた．運動・スポーツ実施におけるセルフ・エフィカシーは，

どのくらいの頻度でやれるか，どのくらい続けられるか，楽しくやれるかなどについての

自信とされ，「運動セルフ・エフィカシー」と呼ばれる(杉原, 1997)．この概念は，心理学

的モデルの中でも運動行動を説明する有力な理論であると考えられており，運動習慣獲得

や運動継続における重要な予測要因とされる(McAuley et al., 1993; Hallam and Petosa, 
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1998; Sallis and Owen, 1999)．わが国でも，運動ステージとの因果関係について未だ明ら

かではないものの，高い関連性が指摘されている(下光ほか，1999; 岡，2003a; Tsuneyuki 

et al.,2010)． 

このように，行動科学的アプローチに基づく身体活動支援は欧米の研究に追随する形で

わが国に浸透してきたが，運動の継続(adherence)と採択(adoption)に関する要因研究は，

社会科学や心理学などの研究領域で従来から行われてきた．中高齢者の運動・スポーツ実

施に関連が高い要因として，フロー (運動・スポーツの楽しさ経験)や結果予期などの心理

的変数が主要な先行研究で示されている(山口・山口 , 1994; 杉原ほか ,1995; 樋上ほ

か ,1996)．行為に没入しているときに人が感じる包括的な感覚とされるフロー

(Csikszentmihalyi,1975)は，運動・スポーツ実施に対する満足感や楽しさの経験を意味し，

運動実施者は運動非実施者と比較して，過去の運動・スポーツ活動において高い満足感や

楽しさを感じている(山口ほか，2007)．この運動・スポーツに対する満足感や楽しさは，

“enjoyment”“pleasure”などの変数で運動・スポーツ活動への影響力が検討されてきた

(Chogahara and Yamaguchi,1998; Stevens et al.,1999)． 

また，社会的な影響要因としては，運動実施の動機づけを従属変数とした分析で運動仲

間と推奨，運動への価値観が 60 歳代にみられたとする西田ほか(2000)，運動実施者は指

導者から受ける支援が高いことを示した中山・川西 (2004)の研究など，中高齢者の運動・

スポーツ実施に関して人的支援による高い影響力が認められた．谷口・古谷(1993)は，先

行研究を概観した上で，日常生活に支障のない身体活動性を有する中高齢者においては，

心理的・社会的要因が特に重要であることを示唆した． 

さらに，健康状態や体力などの健康に関連する要因が，加齢による変化の大きい中高齢

者の運動実施に影響を及ぼす変数として示されている(杉原ほか, 1995; 財団法人健康・体

力づくり事業財団, 1998; 西田ほか, 2000)．適度な不健康感が運動開始の契機となり，中

高年者における動機づけの初発機能として働くことが指摘された(高井ほか, 2003)．石澤ほ

か(2002) は，定期的な運動・スポーツを行う高齢者は歩行状況が良好であり，不活発な高

齢者は余暇満足度における健康保持増進が低いことを示唆した．しかし，現段階で高齢者

の健康づくりと運動・スポーツ実施の関連性を検討した研究蓄積は未だ十分とは言えず，

特に行動レベルで捉えた健康要因については今後の研究が期待される． 

以上のように，中高齢者の運動・スポーツ実施に関する要因研究は 1990 年代半ばから

精力的になされてきたが，実際の介入アプローチにおいては，性別や運動実施頻度，ニー
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ズなどの個別性を検討する必要がある(岡, 2003b; 厚生労働省, 2007a; 天野, 2007; SSF 笹

川スポーツ財団,2008)．運動実施の実現要因(促進要因)は，男女とも「時間」が大きな理

由であったが，さらに男性では，「お金」「休日」，女性では「仲間」「機会」などが挙げら

れた．また，阻害要因では男性が「疾病」「介護・世話」「消極性」となっている一方で，

女性は「家事」「出費」などが示され，男女に特化した阻害要因のあることが示唆された(財

団法人健康・体力づくり事業財団,2009)．重松ほか(2007) は，高齢者を運動実施頻度別に

グループ化し，その特徴と課題について検討した上で，グループに応じた介入方法がある

ことを示している．しかしながら，対象者の個別性に着目し，先行研究の知見から構築さ

れた体系的な分析枠組みは，現段階でほとんどみられない． 

本研究では，高齢者の運動・スポーツ実施における影響要因に着目して，先行研究から

仮説モデルを構築した．運動ステージと運動セルフ・エフィカシーに影響を及ぼす健康要

因と社会心理的要因を男女別に分析する．本研究の目的は，高齢者の運動ステージと運動

セルフ・エフィカシーに影響を及ぼす要因を明らかにし，健康要因と社会心理的要因から

構築された仮説モデルを検証することである． 

 

第２節 研究方法 

   

第１項 調査対象と方法 

調査対象者の選定は有意抽出法を用いた．財団法人大阪府地域福祉推進財団が主催する

シルバーアドバイザー養成講座受講生 224 名，財団法人厚生年金事業振興団が主催する四

ツ橋大学受講生 99 名，財団法人大阪市教育振興公社が指定管理者となり大阪市教育委員

会が主催するいちょう大学受講生 195 名からなる 60 歳以上の高齢者合計 518 名が，本研

究の調査対象者である．本研究では対象者の対等性を考慮し，いずれも公益性が高く，設

立趣旨・目的に共通性を有している大阪府下の高齢者大学に調査を依頼した注 1)． 

大阪府の 1 人当たりの老人医療費(102 万 6689 円)は全国で 4 番目に高く，全国平均額(86

万 9604 円)と比較すると約 18%高い状況にあることが示されている(厚生労働省, 2007b)．

さらに医療制度改革を受け，メタボリックシンドローム予防と改善のための目標が大阪府

健康増進計画で新たに設定されるなど，高齢者の健康づくりに積極的な施策を推進してい

る(大阪府健康医療部, 2008)． 

2007 年 7 月－9 月，大阪府社会福祉会館，大阪厚生年金会館，大阪市立城北市民学習セ

ンターにおいて集合法による自己記入式の質問紙調査を実施した．主催団体の各担当者，
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会場の職員，調査対象者に対して調査内容及び倫理規定に関する説明をした後，調査票を

配布し回収した．有効回収数は 412 票(男性 195 票，女性 217 票)で，回収率は 79.5％であ

った． 

 

第２項 調査内容 

本研究では，財団法人健康・体力づくり事業財団と兵庫県県民政策部の調査報告書及び

先行研究を参考に，個人的属性，運動ステージ，運動セルフ・エフィカシー，健康要因，

社会心理的要因からなる 44 項目の調査票を作成した(財団法人健康・体力づくり事業財団, 

1998; 兵庫県県民政策部,2006; Marcus et al.,1992; 岡,2003a; 長ヶ原,1999; LaRue et 

al.,1979; 谷口・古谷,1993; 中山ほか, 2002)．健康要因は，歩行数，健康行動，健康状態

の自己認知から構成し，社会心理的要因は，結果予期，人的支援，運動・スポーツの楽し

さ経験から構成した． 

1) 個人的属性：一般的に用いられる人口統計学的要因である年齢，性別，家族構成，

BMI(Body Mass Index)算出に必要となる身長・体重からなる合計 5 項目を設定した． 

2) 運動ステージ：Prochaska and DiClemente(1983)，Marcus et al.(1992)が開発し，長

ヶ原(1999)によって日本語版の信頼性と妥当性が検証された尺度を適用した．本尺度は，

日本の高齢者において山口ほか(2000)の調査研究で使用されている．１回最低 20 分以上

の運動・スポーツを週 3 回以上実施していることを「定期的」と定義した上で，現在の運

動・スポーツの実施状況について「現在，運動・スポーツをしておらず，今後 6 ヶ月以内

に始めるつもりもない(無関心期)」「現在，運動・スポーツをしていないが，今後 6 ヶ月以

内に始めようと思っている(関心期)」「現在，運動・スポーツをしているが，定期的ではな

い(準備期)」「定期的な運動・スポーツを過去 6 ヶ月以内に始めた(実行期)」「定期的な運動・

スポーツを 6 ヶ月以上継続して行っている(維持期)」までの 5 段階尺度で評定し，それぞ

れ「１」～「5」点を与え，等間隔尺度を構成するものとした． 

3) 運動セルフ・エフィカシー：Marcus et al.(1992) が開発し，岡(2003a)によって日本語

版の信頼性と妥当性が検証された 4 項目からなる尺度を採用した．この尺度は，定期的に

運動することに対する自己効力感を測定する項目で構成されている．本研究では，内的整

合性による尺度の信頼性を評価する α 係数(cronbach’s α) が .920 と，安定した数値を示

した．「少し疲れているときでも，運動する自信がある(肉体的疲労)」「あまり気分がのら

ないときでも，運動する自信がある(精神的ストレス)」「忙しくて時間がないときでも，運
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動する自信がある(時間のなさ)」「あまり天気がよくないときでも，運動する自信がある(悪

天候)」の各項目について，「全くそう思わない」から「かなりそう思う」の 5 段階尺度で

評定し，それぞれ「1」点～「5」点を与え，等間隔尺度を構成するものとした．分析にお

いては，4 項目の総和(満点は 20 点)による合成変数とした． 

4) 歩行数：兵庫県県民意識調査の尺度を適用した(兵庫県県民政策部, 2006)．1 日あたり

の平均歩行数について「2000 歩未満」から「10000 歩以上」までの 6 段階尺度で評定し，

それぞれ「1」～「6」点を与え，等間隔尺度を構成するものとした． 

5) 健康行動：兵庫県県民意識調査の尺度を適用し，普段の生活で実践している 14 項目の

健康行動を尋ねた(兵庫県県民政策部, 2006)．「食生活や栄養バランスに気をつける」「運動

やスポーツをする」「家事や仕事，通勤，通学の際にできるだけ体を動かしている」「睡眠

や休養をよくとる」「ストレスをためないようにする」「長時間，仕事をしないようにする」

「毎日，体重測定などの健康チェックをする」「酒を控える」「タバコを吸わない」「身体を

清潔にする」「部屋や台所をこまめに清掃する」「規則正しい生活をする」「健康づくりのイ

ベントや活動に参加する」「その他」の各項目について「実践している」「実践していない」

の 2 段階尺度で評定し，それぞれ「1」点もしくは「0」点を与えた．分析においては，14

項目の総和(満点は 14 点)による合成変数とした． 

6) 健康状態の自己認知：LaRue et al. (1979)が開発し，谷口・古谷(1993)が適用した尺度

を参考に設定した．「同じ年齢の同性の人と比較した場合の健康状態」について「劣ってい

る」から「優れている」までの 5 段階尺度で評定し，それぞれ「1」～「5」点を与え，等

間隔尺度を構成するものとした． 

7) 結果予期：財団法人健康・体力づくり事業財団が，中年期における運動・スポーツの阻

害要因に関する調査研究において適用した尺度を採用した(財団法人健康・体力づくり事業

財団,1998)．定期的な運動・スポーツ実施から受ける影響についてポジティブな 10 項目と

ネガティブな 3 項目について，「非常にそう思う」から「全く思わない」までの 4 段階尺

度で評定し，等間隔尺度を構成するものとした．分析においては，ポジティブな 10 項目

について「非常にそう思う(4 点)」から「全く思わない(1 点)」，ネガティブな 3 項目につ

いて「非常にそう思う(1 点)」から「全く思わない(4 点)」として得点化し，結果予期の総

和(満点は 52 点)による合成変数とした． 

8) 人的支援：中山ほか(2002)が開発し，信頼性と妥当性が検証された尺度を適用した．こ

の尺度は，運動・スポーツ場面におけるフォーマルな支援(指導者)とインフォーマルな支
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援(家族・友人・仲間)から構成されており，本研究では内的整合性による尺度の信頼性を

評価する α 係数(cronbach’s α)が .843 と安定した数値を示した．「運動・スポーツをする

際，適切な指導者がいてくれる」「自分が運動・スポーツ活動に参加するために家族が支援

してくれる」「自分が運動・スポーツ活動に参加するために友人が支援してくれる」「身近

に，自分を運動・スポーツに誘ってくれる仲間がいる」の各項目について「あてはまらな

い」から「あてはまる」までの 5 段階尺度で評定し，それぞれ「1」～｢5｣点を与え，等間

隔尺度を構成するものとした．分析においては，4 項目の総和(満点は 20 点)による合成変

数とした． 

9) 運動・スポーツの楽しさ経験：財団法人健康・体力づくり事業財団が，中年期における

運動・スポーツの阻害要因に関する調査研究で適用した尺度を採用した(財団法人健康・体

力づくり事業財団,1998)．本研究では，「中年期(50～52 歳)に参加した運動・スポーツに対

する満足感や楽しさ」をたずね，「全く感じなかった」から「非常に感じた」の 4 段階尺

度で評定した．それぞれ｢1｣～｢4｣点を与え，等間隔尺度を構成するものとした． 

 

第３項 仮説モデルと分析方法 

本研究では，財団法人健康・体力づくり事業財団(1998)，兵庫県県民政策部(2006)，

Marcus et al.(1992)，岡(2003a)，長ヶ原(1999)，LaRue et al.(1979)，谷口・古谷(1993)， 

中山ほか(2002)などを参考に仮説モデル構築の基礎資料とした．従属変数として運動ステ

ージ，そして媒介変数として運動セルフ・エフィカシーを設定した．運動ステージは，対

象者の準備性(readiness)を評価することで行動の変容過程を説明し，合理的な介入に有効

とされる．また，運動・スポーツ実施に対する自己効力感を意味する運動セルフ・エフィ

カシーは，運動ステージとの高い関連性が示唆されるなど，運動継続を予測する変数とし

て一定のコンセンサスが得られている．わが国の運動ステージと運動セルフ・エフィカシ

ーに関する研究では，北田ほか(1997)，下光ほか(1999)，岡(2003a)，青木(2008)をはじめ，

関連要因が次第に明らかにされつつある． 

運動セルフ・エフィカシーを媒介として運動ステージに影響を及ぼす要因は，健康要因

と社会心理的要因から構成した．健康要因は，歩行数，健康行動，健康状態の自己認知を

適用し，社会心理的要因は，結果予期，人的支援，運動・スポーツの楽しさ経験を採用し

た．中高齢者の運動・スポーツ活動における規定要因研究は長ヶ原(2003)に詳しく示され

ているが，本研究では，定期的な運動・スポーツ実施者は歩行状況が良好であることから，
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歩行数を予測変数に加えた(石澤ほか, 2002)．結果予期とは，ある行動をした場合，自分に

とってどんな結果が起こるかについての予測を指すが，運動・スポーツ実施者において高

い傾向が示されている(樋上ほか, 1996)． 

さらに，「安全性，効果，楽しさ」は，生涯スポーツを実施する上で必要不可欠の要素(池

上, 1984)であり，高い満足感や楽しさを経験した者は，その後のライフステージにおいて

も運動・スポーツを継続する可能性が高いとされる(山口, 1988)．長期間の運動・スポーツ

実施により生理学的な効果や仲間との交流・ふれあい，生きがいが生まれることから，「楽

しさ，満足感(fun, satisfaction)」→「継続(adherence)」→「効果：健康，生きがい，ふ

れあい(fitness, well-being, communication)」といったフィードバック・プロセスが提示

されている(山口, 1994)．このように，過去の運動・スポーツにおける質的経験は，現在の

運動・スポーツ関連要因に影響を及ぼすことから，「運動・スポーツの楽しさ経験」が運動・

スポーツライフのスタート地点になるものと想定した． 

以上の議論から，本研究では図 3－1 のような仮説モデルを構築した．すなわち，運動・

スポーツの楽しさ経験は現在の健康要因と社会心理的要因に影響を及ぼし，それらの要因

が運動セルフ・エフィカシーを高め，さらに運動ステージへと影響を及ぼすという因果関

係を示している． 

 

 

図 3－1. 仮説モデル 

運動・スポーツ

の楽しさ経験 

人的支援 

結果予期 

健康状態の 

自己認知 

健康行動 

歩行数 

運動セルフ・ 

エフィカシー 
運動ステージ 
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データ分析は，まず対象者の属性について単純集計及びクロス集計を行い，調査対象者

の特性や傾向を明らかにした．4 段階ないし 5 段階の評定尺度を用いた項目に関しては，

等間隔尺度を構成していると仮定し，「1」～「4」点または「1」～「5」点の得点を与え

て数量化した．2 段階の評定尺度を用いた項目に関しては，ダミー変数を用いて数量化し

た．さらに，ピアソンの積率相関係数を用いてすべての変数間で相関マトリックスを作成

し，独立性と内部相関を検証した．次いで，運動・スポーツの楽しさ経験を独立変数に設

定し，歩行数，健康行動，健康状態の自己認知，結果予期，人的支援を従属変数とした回

帰分析を行った．最後に，運動セルフ・エフィカシーと運動ステージを従属変数とした重

回帰分析(ステップワイズ法 stepwise method)を用いてパス解析を行い，性別ごとに仮説

モデルを検証した注 2)．統計解析は SPSS11.5J for windows を使用し，すべての項目にお

いて危険率 5%を有意水準とした． 

 

第３節 結 果 

 

第１項 調査対象者の属性 

本研究における対象者の属性を表 3－1に示した．本研究における有効対象者(n=412)は，

男性 195 名(47.3%)，女性 217 名(52.7%) でり，平均年齢は 67.5±4.7 歳であった．最高

年齢は男性が 80 歳，女性が 84 歳であり，年代別にみると 60 歳代が 286 名(69.4%)，70

歳代が 117 名(28.4%)，80 歳代が 9 名(2.2%)と，60 歳代が 7 割近くを占めた．BMI の平

均は 22.7±2.7，標準(18.5 以上 25.0 未満)が 325 名(79.7％)と約 8 割を占めた．家族構成

は，夫婦だけ(1 世代)の世帯が 215 名(52.7%)と半数以上を占め，次いで子供もしくは親と

同居する(２世代)の世帯が 110 名(27.0%)，１人世帯が 68 名(16.7％)であった．家族構成に

おいては，性別により違いが認められた． 
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表 3－1. 対象者の属性 

 

 

 

第２項 運動ステージと運動セルフ・エフィカシー 

運動ステージと運動セルフ・エフィカシーについて表 3－2 に示した．運動ステージに

ついては，「維持期(定期的な運動・スポーツを 6 ヶ月以上継続して行っている)」にあるの

が 195 名(52.0%)と最も多く，全体の半数以上を占めた．次いで，「準備期(現在，運動・ス

ポーツをしているが，定期的ではない)」が 82 名(21.9%)，「無関心期(現在，運動・スポー

ツをしておらず，今後 6 ヶ月以内に始めるつもりもない)」が 67 名(17.9%)，「関心期(現在，

運動・スポーツをしていないが，今後 6 ヶ月以内に始めようと思っている)」が 17 名(4.5%)，

「実行期(定期的な運動・スポーツを過去 6 ヶ月以内に始めた)」が 14 名(3.7%)であった．

性別による統計的な有意差は示されなかった．  

運動セルフ・エフィカシーにおいては，4 項目(肉体的疲労・精神的ストレス・時間のな

さ・悪天候)を合計した平均得点(満点は 20 点)は 12.3±4.5 点であった．得点は 4～20 点

の間に分布しており，12 点が最も多く 46 名(12.3%)，次いで 16 点が 43 名(11.5%)，8 点

が 37 名(9.9%)であった． 運動ステージと同様に，性別による統計的な有意差は，各尺度

項目及び合計得点において認められなかった．  

 

 

 

項目及びカテゴリー 男性  n (%) 女性  n (%) 合計n (%) P値

性別 195 (47.3) 217 (52.7) 412 (100)

年齢

　60～64歳 43（22.1） 74（34.1） 117（28.4）

　65～69歳 81（41.5） 88（40.6） 169（41.0）

　70～74歳 52（26.7） 36（16.6） 88（21.4）

　75～79歳 16（8.2） 13（6.0） 29（7.0）

　80歳～ 3（1.5） 6（2.8） 9（2.2）

BMI

　痩せ　(18.5未満） 5 (2.6) 13 (6.0) 18 (4.4)

　普通　(18.5以上25.0未満） 157 (81.8) 168 (77.8) 325 (79.7)

　肥満　(25.0以上） 30 (15.6) 35 (16.2) 65 (15.9)

家族構成

　１人世帯 9 (4.6) 59 (27.6) 68 (16.7)

　夫婦だけ(１世代) 116 (59.8) 99 (46.3) 215 (52.7)

　自分(たち)と子ども、または親と自分(たち)(２世代) 64 (33.0) 46 (21.5) 110 (27.0)

    その他 5 (2.6) 10 (4.7) 15 (3.7)

.021

n.s.

.000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※ 調査用紙に未記入のものは、欠損値として処理
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表 3－2. 運動ステージと運動セルフ・エフィカシー  

 

                    

 

第３項 変数間の相関分析 

表 3－3 は，本研究の仮説モデルで取り上げた変数間の相関マトリックスを示している．

従属変数である「運動ステージ」に対する全変数との相関では，男性が運動セルフ・エフ

ィカシー(.492)，女性が人的支援(.498)において最も高い値が示された．次いで，男性では

人的支援(.396)，歩行数(.333)，健康行動(.329)，健康状態の自己認知(.321)，運動・スポー

ツの楽しさ経験(.321)，結果予期(.268)と，すべての変数が有意に高い関連性を示した．一

方，女性は人的支援に次いで，運動セルフ・エフィカシー(.454)，運動・スポーツの楽し

さ経験(.391)，健康行動(.361)，歩行数(.215)，健康状態の自己認知(.196)の順に有意に高い

値が示され，結果予期のみ有意な関連性は認められなかった．媒介変数である「運動セル

項目及びカテゴリー 男性  n (%) 女性  n (%) 合計n (%) P値

運動ステージ

　無関心期 29 (15.8) 38 (19.8) 67 (17.9)

　関心期 6 (3.3) 11 (5.7) 17 (4.5)

　準備期 42 (23.0) 40 (20.8) 82 (21.9)

　実行期 4 (2.2) 10 (5.2) 14 (3.7)

　維持期 102 (55.7) 93 (48.4) 195 (52.0)

運動セルフ・エフィカシー

　【肉体的疲労】

　かなりそう思う 30 (16.1) 25 (12.4) 55 (14.2)

　少しそう思う 56 (30.1) 58 (28.7) 114 (29.4)

　どちらでもない 47 (25.3) 40 (19.8) 87 (22.4)

　あまりそう思わない 38 (20.4) 45 (22.3) 83 (21.4)

　全くそう思わない 15 (8.1) 34 (16.8) 49 (12.6)

　【精神的ストレス】

　かなりそう思う 23 (12.4) 24 (12.1) 47 (12.2)

　少しそう思う 60 (32.3) 51 (25.6) 111 (28.8)

　どちらでもない 42 (22.6) 50 (25.1) 92 (23.9)

　あまりそう思わない 46 (24.7) 40 (20.1) 86 (22.3)

　全くそう思わない 15 (8.1) 34 (17.1) 49 (12.7)

　【時間のなさ】

　かなりそう思う 21 (11.6) 22 (11.1) 43 (11.3)

　少しそう思う 50 (27.6) 44 (22.2) 94 (24.8)

　どちらでもない 46 (25.4) 49 (24.7) 95 (25.1)

　あまりそう思わない 45 (24.9) 41 (20.7) 86 (22.7)

　全くそう思わない 19 (10.5) 42 (21.2) 61 (16.1)

　【悪天候】

　かなりそう思う 25 (13.7) 32 (16.0) 57 (14.9)

　少しそう思う 61 (33.3) 56 (28.0) 117 (30.5)

　どちらでもない 39 (21.3) 44 (22.0) 83 (21.7)

　あまりそう思わない 43 (23.5) 34 (17.0) 77 (20.1)

　全くそう思わない 15 (8.2) 34 (17.0) 49 (12.8)

n.s.

n.s.

n.s.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※ 調査用紙に未記入のものは、欠損値として処理

n.s.

n.s.
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フ・エフィカシー」に対しては，男性は健康状態の自己認知(.342)が最も高く，次いで人

的支援(.291)，運動・スポーツの楽しさ経験(.273)，結果予期(.267)，歩行数(.260)，健康行

動(.187)と，すべての変数において高い関連性が認められた．女性は人的支援(.557)が最も

高く，次いで運動・スポーツの楽しさ経験(.449)，健康状態の自己認知(.405)，歩行数(.290)，

健康行動(.271)，結果予期(.238)と，男性と同様にすべての変数において高い関連性が認め

られた．さらに，「運動・スポーツの楽しさ経験」に着目すると，男性で人的支援(.388)，

結果予期(.340)，運動ステージ(.321)，健康状態の自己認知(.295)，運動セルフ・エフィカ

シー(.273)，健康行動(.195)と，歩行数以外の変数で統計的に有意な値が示された．女性で

は運動セルフ・エフィカシー(.449)，運動ステージ(.391)，人的支援(.378)，健康状態の自

己認知(.241)，歩行数(.176)と，健康行動と結果予期を除いた変数において有意な値が示さ

れた． 

仮説モデルにおけるすべての独立変数間の内部相関では，男性が運動ステージと運動セ

ルフ・エフィカシーの.492，女性は運動セルフ・エフィカシーと人的支援の.557 と最も高

い相関係数が示されている．しかしながら，重回帰分析において多重共線性の問題を引き

起こすような値ではないと考えられることから，そのまま分析を続けた． 

  

 

表 3－3. 変数間の相関マトリックス 

 

   

運動

ステージ
.454 ※※※ .215 ※※ .361 ※※※ .196 ※※ .158 .498 ※※※ .391 ※※※

運動セルフ・

エフィカシー
.492 ※※※ .290 ※※※ .271 ※※※ .405 ※※※ .238 ※※ .557 ※※※ .449 ※※※

歩行数 .333 ※※※ .260 ※※ .207 ※※ .259 ※※※ -.010 .207 ※※ .176 ※

健康行動 .329 ※※※ .187 ※ .196 ※※ .208 ※※ .164 ※ .297 ※※※ .146

健康状態の

自己認知
.321 ※※※ .342 ※※※ .155 ※ .227 ※※ .243 ※※ .245 ※※ .241 ※※

結果予期 .268 ※※ .267 ※※ .105 .268 ※※ .228 ※※ .314 ※※※ .154

人的支援 .396 ※※※ .291 ※※※ .139 .293 ※※※ .343 ※※※ .242 ※※ .378 ※※※

フロー体験 .321 ※※※ .273 ※※ .071 .195 ※ .295 ※※※ .340 ※※※ .388 ※※※

健康状態の

自己認知 結果予期 人的支援 フロー体験

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　男性：下段　女性：上段

運動ステージ

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　　　　　                                　　　　　　　　　          *p <.05   **p <.01   ***p <.001

運動セルフ・

 エフィカシー 歩行数 健康行動
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第４項 仮説モデルの検証 

分析の最後のステップは，パス解析による仮説モデルの検証である．本研究において重

回帰分析は，ステップワイズ法(stepwise method)を採用した．ステップワイズ法は，重回

帰分析における変数選択のための逐次選択法のことを指し(実用統計用語辞典, 2004)，独立

変数の中で従属変数に対して統計的に有意なものだけが選択される手法とされている(古

谷野ほか, 1987)．探索的分析を行うことにより不適切な項目を統計的に除外することから，

本研究における仮説モデルを検証するにあたり妥当な分析手法であると考えられる．仮説

モデルの検証により，従属変数に対する独立変数や媒介変数の影響力あるいは予測力が示

されるなど，運動ステージ及び運動セルフ・エフィカシーを規定する要因構造が明らかに

なる． 

図 3－2 は，男性の対象者における仮説モデルの検証結果を示している．運動・スポー

ツの楽しさ経験から人的支援に対して最も強い影響力が示され，単回帰係数は .388 であ

った．さらに，結果予期(.340)，健康状態の自己認知(.295)，健康行動(.195)の変数にも有

意な影響が認められたが，歩行数に関して有意な影響は示されなかった．媒介変数である

運動セルフ・エフィカシーに対しては，健康状態の自己認知(.317)，歩行数(.232)，運動・

スポーツの楽しさ経験(.186)が有意に影響を及ぼしており，これらの変数が，運動セルフ・

エフィカシーを媒介としながら運動ステージに対して間接効果を持つことがわかる．健康

行動，結果予期，人的支援については，運動セルフ・エフィカシーへの有意なパスは示さ

れなかった．また，従属変数である運動ステージに対しては，運動セルフ・エフィカシー

(.535)が極めて高い影響力を示し，人的支援(.255)も有意に影響を及ぼしていることが明ら

かになった．しかし，歩行数，健康行動，健康状態の自己認知，結果予期は，いずれも運

動ステージと正の相関関係であったにもかかわらず，有意なパスが得られていない．この

ことから，疑似相関であった可能性が推察される．重回帰分析の結果，運動セルフ・エフ

ィカシーを説明する精度は，決定係数(R2).239で全分散の 23.9%が説明されている．また，

運動ステージにおける決定係数(R2)は.420 で，全分散の 42.0%が説明された． 
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図 3－2. 仮説モデルの検証(男性) 

 

 

図 3－3 は，女性の仮説モデル検証結果を示している．女性は，男性と同様に運動・ス

ポーツの楽しさ経験から人的支援(.378)への最も高い値が示されており，健康状態の自己

認知(.241)，歩行数(.176)に対しても有意に影響を及ぼしていた．健康行動と結果予期に対

しては，有意な影響は認められなかった．媒介変数である運動セルフ・エフィカシーに対

しては，人的支援(.311)，健康状態の自己認知(.286)，歩行数(.175)，運動・スポーツの楽

しさ経験(.173)が影響力を示したが，健康行動と結果予期による有意なパスは認められな

かった．また，従属変数である運動ステージに対しては，人的支援(.354)と健康行動(.265)

による影響が認められた．歩行数，健康状態の自己認知，運動セルフ・エフィカシーは，

運動ステージと正の相関関係がみられたが，運動ステージに対して直接的な影響力は示さ

れておらず，疑似相関の可能性が示唆される．本研究では，女性の対象者のみ健康行動に

よる運動ステージへの影響が認められた．重回帰分析の結果，運動セルフ・エフィカシー

を説明する精度は，決定係数(R2).425 で，全分散の 42.5%が説明されている．また，運動

ステージにおける決定係数(R2)は.239 で，全分散の 23.9%が説明された． 

 

.535*** 
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運動・スポーツ
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健康状態の 

自己認知 

健康行動 

運動セルフ・ 

エフィカシー 

 

運動ステージ 

人的支援 

R2=.239 R2=.420 
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.071 
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図 3－3. 仮説モデルの検証(女性) 

 

 

 

第４節 考 察 

 

対象者の属性では，BMI に関して性差は示されなかったものの，年齢と家族構成に有意

な違いがみられた．男性の年齢では 65-69 歳が 81 名(41.5%)と最も多く，次いで 70-74 歳

の 52 名(26.7%)，60-64 歳の 43 名(22.1%)であった．女性では 65-69 歳が 88 名(40.6%)と

最も多く，次いで 60-64 歳の 74 名(34.1%)，70-74 歳の 36 名(16.6%)であった．女性と比

較した場合における 60-64 歳男性のサンプルが低い背景には，定年年齢の引き上げなどを

理由に，完全に離職することが減少傾向にあることなどが一因であると考えられる．また，

男性は，1 人世帯が 9 名(4.6%)であるのに対し，女性は 59 名(27.6%)と顕著に高い傾向が

示されている．これは，安永ほか(2002)も指摘しているように，高齢者の 1 人世帯に特徴

的な家族形態であることが背景に挙げられる(厚生労働省, 2010)．さらに，社会から孤立し

がちな高齢者のみの世帯員が積極的に人との接触を求めて高齢者大学に参加していること

や，あるいは主体的に自分の高齢期を充実させて過ごしたいと考える高齢者が子供夫婦と

の同居を望まない(山口ほか,1993)などの事情を反映していると考えられる． 

.173* 

.265** 

.311*** 

.176* 

.354*** 

.175* 

.286** 

.378*** 

 

 

.241** 運動・スポーツ
の楽しさ経験 

健康行動 

運動セルフ・ 

エフィカシー 

 

運動ステージ 

人的支援 

R2=.425 R2=.239 

歩行数 

.146 

健康状態の 
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 次に，運動ステージに着目すると，後期ステージが占める割合は，下光ほか(1999)，岡

(2003a)，青木(2005)の研究と比較して高い結果が示され，本研究の対象者のうち約半数が

定期的な運動・スポーツを 6 ヵ月以上実施していることが明らかになった．平成 21 年度

体力・スポーツに関する世論調査(内閣府, 2009)で，この１年間に行った運動やスポーツが

あるのかを尋ねたところ，「運動やスポーツはしなかった」と答えた者の割合は 60 歳代が

27.0％，70 歳代が 39.9％となっている．本研究の対象者が，無関心期と関心期を合わせ

て 22.4%であることを踏まえると，運動非実施者の割合は一般の高齢者と比較して低い傾

向にあることがわかる． 

また，維持期においては男性が 102 名(55.7%)であるのに対して女性は 93 名(48.4%)で

あり，統計的な有意差はみられないものの，男性は女性よりも運動・スポーツを習慣化し

ている傾向が認められた．一方，無関心期では男性が 29 名(15.8%)であるのに対して女性

は 38 名(19.8%)であり，「現在，運動・スポーツをしておらず，今後 6 ヵ月以内に始める

つもりもない」段階では，男性と比較して女性の多い傾向が明らかになった．維持期と無

関心期におけるこれらの傾向は，青木(2005)，岡(2003a)，Kearney et al.(1999)の調査結

果とも共通する点であり，岡(2003a)が指摘するように，今後の介入方策を検討する上で性

差を考慮することの重要性は高いと考えられる． 

男性は，一般的に女性よりも運動セルフ・エフィカシーの高い傾向が報告されているが

(McAuley et al., 1999)，本研究では，財団法人健康・体力づくり事業財団の調査結果(2007)

と同様に，運動セルフ・エフィカシーを構成するすべての尺度項目と合計得点において性

別による有意差は示されなかった．セルフ・エフィカシーに影響を及ぼす重要な資源とし

て「過去の遂行経験」を示した Bandura(1977) に従えば，本研究の対象者において，過

去の運動・スポーツ実施において楽しさや満足感といった肯定的な経験を有することが男

女ともに支持されたことは妥当な結果であると考えられる． 

仮説モデルの検証結果からは，高齢男性において，中年期に感じた運動・スポーツの満

足感や楽しさの体験が健康状態の認知を媒介として，あるいは直接的に運動・スポーツに

対する自己効力感を高めていることがわかる．歩行数は過去の体験から影響を受けていな

いものの，現在の自己効力感を高めるものとして示唆された．さらに，運動・スポーツに

おける自己効力感は，周囲の支援と合わせて男性の運動ステージを規定している大きな要

因であることも明らかになった．運動セルフ・エフィカシーと運動ステージの説明率は，

多面的な人間行動の因果関係を分析していることを考慮すれば，どちらも高い数値の範疇
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にあると言えよう．男性の対象者においては，従来の先行研究 (McAuley et al., 1993; 

Hallam and Petosa, 1998; Sallis and Owen, 1999) と同様に，運動セルフ・エフィカシー

が運動継続や運動習慣獲得の予測変数になり得る結果が示された．高齢女性においては，

中年期に感じた運動・スポーツの満足感や楽しさの経験が人的支援や健康状態，歩行数を

媒介として，あるいは直接的に現在の運動・スポーツに対する自己効力感に影響を及ぼし

ていた．また，運動・スポーツの満足感や楽しさの経験は，人的支援を媒介としながら現

在の運動ステージにも間接的に影響を及ぼしていることが明らかになった．日常の健康行

動は過去の運動・スポーツにおける楽しさや満足感による影響は認められないものの，現

在の運動ステージに対して，直接的に有意な影響を及ぼしていることも明らかになった．

男性と同様に，多面的な人間行動の因果関係を分析していることを考慮すれば，運動セル

フ・エフィカシーと運動ステージの説明率は，どちらも高い数値である． 女性の対象者に

おいては，仮説モデルで前提としていた，媒介変数の運動セルフ・エフィカシーから運動

ステージへの影響は認められなかった．運動・スポーツにおける自己効力感よりも周囲の

人的支援や日常の健康行動が，より強い影響力を示したためと推察される．Wankel and 

Sefton(1994) は，活動的な者ほどバランスのとれた食生活を行い，喫煙行動とは負の相関

関係にあるとして健康行動と身体活動の関連性を指摘したが，成人を対象とした大規模研

究では，身体活動は他の健康行動と関連のないことが示されている(De Bourdeaudhuij 

and Van Oost, 1999)．本研究では，女性の対象者において健康行動による運動ステージへ

の影響が認められた． 

以上，仮説モデルの検証から，運動ステージと運動セルフ・エフィカシーに影響を及ぼ

す要因には，顕著な性差が認められたと考えられる．さらに，過去の運動・スポーツに対

する満足感や楽しさの経験は，健康要因と社会心理的要因に影響を及ぼし，ひいては現在

の運動・スポーツに対する自己効力感や行動変容のステージを規定する高い影響力を持つ

ことが男女に関係なく示唆される．本研究における仮説モデルは，男性の対象者において

ほぼ実証されたと考えられる．高齢期のライフステージに着目し，運動・スポーツ実施の

行動変容に関連する要因研究において，本研究は以下のような研究視点を投げかけている． 

まず，運動ステージに影響を及ぼす要因には性差が認められたが，男女に共通して示され

た変数は人的支援であり，指導者，家族，友人，仲間など社会的要因の有効性が改めて確

認された．健康増進施設の増加あるいは健康運動指導士認定制度の改正などを踏まえると，

運動指導者に対する要望や期待はより一層高くなることが推察される．また，2008 年度か
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ら義務化された特定健康診査及び特定保健指導の実施に伴い，医師・保健師等が行う身体

活動支援の充実は，今まで以上に要求されるであろう．しかし一方で，医療保険従事者が

与える阻害行動は，その発生頻度が少ないにもかかわらず，促進行動以上のインパクトを

高齢者の身体活動実施に及ぼすとされるように(Chogahara, 1999)，支援の在り方も今後

重要となる．これらのフォーマルな人的支援が，家族・友人といったインフォーマルな支

援と同様に高齢者の運動・スポーツ実施に強い影響を及ぼす可能性に留意して，社会にお

けるサポート体制を整備していく必要性が示された． 

また，運動ステージに対する運動セルフ・エフィカシーの影響力にも顕著な性差が示さ

れ，高い関連性が指摘されていた先行研究の結果は，本研究の男性の対象者において支持

された．北田ほか(1997)は運動継続・中断パターンを類型化した上で，運動・スポーツ実

施に関連する要因のうち運動セルフ・エフィカシーが，最も強い影響力を持つことを示し

ている．本研究では，運動ステージと運動セルフ・エフィカシーの相関係数は男女とも有

意な正の値であったが，仮説モデルの検証において，運動ステージに対する運動セルフ・

エフィカシーの有意なパスが示されたのは男性のみである．女性における影響力が認めら

れなかったのは，周囲の支援や日常の健康づくり行動による影響が運動・スポーツに対す

る自己効力感といった心理的要因を上回る規定力で，運動行動に対してより強い影響を及

ぼしたためと推察される．高齢女性においては，運動・スポーツそのものが目的というよ

りも，食事や睡眠などを含めた包括的な健康づくり行動の一環として運動・スポーツを実

施している可能性が，本研究の結果から示唆される． 

さらに，歩行数と健康状態の自己認知は，男女とも有意に運動セルフ・エフィカシーを

高めることが明らかになった．日常の歩行数が多く，同年代と比較して良好な健康状態で

あると認知できる状態を維持することが，運動・スポーツに対する自己効力感を高めるた

めに必要である．厚生労働省が健康の維持・増進に推奨する身体活動には，歩行や床そう

じ，子供と遊ぶ，介護などといった日常の生活活動が含まれており，この中には普通歩行(平

地，67m／分，幼い子ども・犬を連れて，買い物など)，歩行(平地 81m／分，通勤時など)，

やや速歩(平地，やや速めに＝94m／分)，速歩(平地，95～100m／分程度)といった詳細な

歩行状況が区分されている．歩行を中心とした生活活動，ひいては身体活動全般の向上が

運動・スポーツに対する心理的状況を強化し，運動・スポーツを習慣化させる可能性を高

めると推察できる．特に，運動非実施者においては，運動・スポーツよりもハードルが低

い生活活動から行動を起こし，段階を踏みながら目標数値に到達するスモールステップが
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重要であると考えられる． 

最後に，過去の運動・スポーツに対する満足感や楽しさの経験は，現在の諸要因を媒介

として運動ステージや運動セルフ・エフィカシーに対して間接的に影響を及ぼすことが明

らかになった．高い満足感や楽しさを経験した者はその後のライフステージにおいても運

動・スポーツを継続する可能性が高い(山口, 1988)とされた先行研究は，本研究の対象者で

ある現在の高齢者においても支持された．「過去のスポーツ参加における満足感や楽しさの

経験は，現在のスポーツ実施の継続要因である」とする仮説は，小学校と中学校時代に棄

却されたが，高校時代，青年期，成人期，中年期にかけて支持されている(山口, 1996)．過

去のライフステージにおいて「いつ」「どのように」「なぜ」運動・スポーツ実施の転換期

を迎えたのかといった質的な情報は，対象者の行動変容を理解するのに有用であると推察

される．生涯スポーツ社会の実現に向け，ライフステージに応じたスポーツ機会の創造に

おいては，前段階である中年期のライフステージにおける特性を把握し，十分な楽しさを

得られる運動・スポーツ機会を提供することが必要であろう． 

 本研究は高齢者大学受講生を調査対象としたことから，地域在住高齢者への一般化には

限界がある．また，歩行数は調査対象者の主観による概算であり，過去の運動・スポーツ

の楽しさ経験については回想を基に分析していることから，バイアスが生じている可能性

は否定できない．さらに，横断的研究であることから運動ステージがどのような状況で変

化していくのかについては本研究から示されない．調査対象者における生活状況や身体状

況の変化を考慮した運動ステージの移行に関する要因を明らかにするための質的研究と，

中長期的な視座に立った縦断的研究も必要である．さらに，無作為抽出による大規模調査

も期待される．今後はライフステージに着目した学際的な研究知見の積み上げと，個別性

に対応し得る実証的な応用研究が一層重要になる．  

 

第５節 まとめ 

 

本研究では，高齢者の運動ステージと運動セルフ・エフィカシーに影響を及ぼす要因を

明らかにし，健康要因と社会心理的要因から構築された仮説モデルを検証することを目的

に，2007 年 7 月－9 月大阪府の高齢者大学に通学する 60 歳以上の男女 518 名を対象とし

た集合法による自己記入式の質問紙調査を実施した．その結果，高齢者の運動ステージと

運動セルフ・エフィカシーに影響を及ぼす要因構造において明らかに性差が認められた．
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男性は，運動セルフ・エフィカシーを媒介とした運動ステージへの影響要因に関する仮説

モデルの妥当性がほぼ実証されたが，女性は諸要因から運動ステージへの直接効果のみが

示され，運動セルフ・エフィカシーによる影響力は認められなかった．運動ステージの説

明率も，男性と比較して女性は低い結果が示されたことから，女性の運動ステージと運動

セルフ・エフィカシーを規定する要因構造についてはさらなる検討が必要である．また，

中年期に感じた運動・スポーツの楽しさ経験は，高齢期のライフステージに対して直接的

あるいは間接的に影響を及ぼす重要な変数であることが実証された．運動・スポーツ実施

における行動変容を解明するには，性差や運動実施頻度などの個別性と世代の特性に着目

した質的アプローチが今後の課題として挙げられる． 

 

注 1) 高齢者大学は，地方自治体や財団法人，民間団体などにより開設・運営される高齢

者の生きがい・仲間づくり・生涯学習の場とされる．1969 年，兵庫県で創設された“いな

み野学園”を草分け的存在として年々増加傾向にあり，語学やパソコン，スポーツなどの

講座が体系的なカリキュラムで用意されている．受講生は規定の授業料を支払い，修了ま

で 1－3 年程度通学して主体的に学習する．そのため健康状態や経済状況は良好であり，

ADL(日常生活動作)は比較的高いと考えられる．一般の高齢者と比較して学習意欲が高く，

やや活動的な特性があると言えよう．なお，財団法人大阪府地域福祉推進財団主催のシル

バーアドバイザー養成講座は 2009 年 4 月 NPO 法人大阪府高齢者大学校が主催団体とな

り，財団法人厚生年金事業振興団主催の四ツ橋大学は 2010 年 3 月に廃校された． 

注 2) 近年では，共分散構造分析(構造方程式モデリング)を用いて仮説モデルの適合度を示

す研究が散見される．しかしながら，本研究では運動ステージと運動セルフ・エフィカシ

ーに対する要因の「影響力」を明らかにすることを第一の目的としていること，共分散構

造分析を用いることを前提に適合度を測定するための潜在変数が考慮された仮説モデルを

設定していないこと，などの理由からパス解析を用いて仮説モデルを検証した． 

 

付 記 

本研究の一部は，日本体育学会第 59 回大会(早稲田大学,2008)において発表した内容に，

学会での討議をふまえて加筆修正したものである． 
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 第 3 章においては，高齢者を対象に，運動ステージと運動セルフ・エフィカシー及び健

康・社会心理的要因からなる仮説モデルの検証を行い，高齢者の身体活動を明らかにした．

本章では，中年者を対象とした仮説モデルを検証し，定量的分析から中年期のライフステ

ージにおける身体活動と影響要因を明らかにする． 

 

第１節 研究の背景と目的 

 

少子高齢社会の課題解決に向け，大学による地域貢献への積極的な取り組みが重視され

ている(文部科学省, 2012)．運動・スポーツ領域では，地域社会の活性化や健康づくりを目

的とする事業が年々増加傾向にあり，総合型地域スポーツクラブやサービスラーニング等

のプログラムを通じて，大学生による運動指導やスポーツボランティア活動等が普及しつ

つある(辻田ら, 2012)．地域や家庭における運動場面を想定した際，大学生は貴重な人的支

援となる可能性が示唆されるが，これらに関する報告は増山(2014)，赤沢ら(2013)等の研

究蓄積がごく僅かにみられるのみである．運動実施における人的支援の方法として，家族

や友人が一緒に運動すること，励ます・褒める等が具体的に示されているが(竹中, 2005)，

対象者を取り巻く社会的背景や心理的状況等について不明な点は多い．大学生が運動・ス

ポーツを支援する場合，運動指導の専門家が介在する職域や地域よりも身近な家庭の領域

が取り組みやすく，体育の授業で学んだ成果を主体的に実践できる場であることが推察さ

れる．対象者の傾向を把握し，次の段階として具体的な支援方法を学び，最終的には大学

生自らが家族に対して運動・スポーツを日常的に支援していく可能性が期待できる．これ

らの試みにより，大学生以外にも大学生の家族を含めた運動・身体活動増強に大学体育が

貢献し得る可能性が示唆される．すなわち，対象者における世代の特性を踏まえた研究知

見の蓄積は，「する」「みる」のみならず，「ささえる」立場として，大学生が運動・スポー

ツ増進に貢献するための活動展開に有効であると考えられる． 

運動・スポーツ活動を進めるにあたり，各ライフステージに応じた調査研究の有効性が

指摘されているが(文部科学省, 2012)，現在，運動実施の必要性が高い肥満者の割合は，

40 歳代男性(36.6%)，50 歳代男性(31.6%)と中年男性が最も多い(厚生労働省，2012)．ま

た，運動習慣者はすべての年代で男性と比較して女性が少ない傾向にあるが，特に 40 歳

代女性の運動習慣者は 18.0%と，中高年のうち最も低い値が示された(厚生労働省，2012)．

各世代や性別に特有の影響要因や決定因子を導くことが重要な戦略になる点は既に指摘さ
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れているが(USDHHS, 2014)，特に中年期のライフステージに着目した研究蓄積は，山口

ら(2007)，財団法人健康体力づくり事業財団(1998)と，他の世代よりも少ない傾向にある． 

ところで近年では，個人や集団における身体活動の増進を目的として，社会的認知理論

(Bandura, 1977)，生態学モデル(Sallis et al., 2006)を始めとする行動科学理論・モデルの

適 用 が 進 め ら れ て い る ． 中 で も Prochaska & DiClemente(1983) が 提 唱 し た

Transtheoretical Model (TTM)に関して，わが国では下光ら(1999)，岡(2003)をはじめと

する研究が一定の成果を挙げてきた．TTM は，国内外の医療・保健・スポーツ等におけ

る多領域で適用されており，中核概念である行動変容ステージ(stage of change : SC)と別

の構成概念であるセルフ・エフィカシー(self-efficacy : SE)については，一連の膨大な研究

蓄積から密接な関連性が示された(Marcus et al., 1992)．SC は動機づけの準備性を意味し，

定期的な運動・スポーツ実施に至るまでの段階を，無関心期から維持期までのステージで

示す分類指標である．SE は，ある状況において必要な行動を効果的に遂行できるという

確信(Bandura, 1977)を指し，運動・スポーツ場面では「どのくらいの頻度でやれるか」「ど

のくらい続けられるか」などの見込み感と言われ，運動セルフ・エフィカシーとも言われ

る(杉原，1997)．SE は運動習慣獲得や運動継続における重要な予測要因とされ，SE が高

まるにつれ SC が向上する点については，Sallis & Owen(1999)，Ayotte et al.(2010)等の

研究知見から一貫した結果が得られている．SE を強化する 4 つの情報源については，1)

統制体験(enactive mastery experiences)，2)代理的体験(vicarious experiences)，3)言語

的説得(verbal persuation)，4)生理的及び感情的状態(physiologic and affective states) が

有用であると示唆されているが，いずれが最も効果的であるか，さらに具体的な内容に関

して十分に検証されていない点が指摘されている(竹中・上地, 2002)．すなわち，SE が行

動を予測する重要な変数であることは明らかにされたものの，SE に影響を及ぼす要因や

SE が持つ役割については未だ不明な点が多く，今後の重要な研究課題と考えられる．さ

らに，SC あるいは SE と特定の変数との関連性を検証した知見は豊富にある一方で，対象

者を取り巻く諸要因を一定の包括的な枠組みの中で検証した研究は，Yamaguchi(1984)，

北田ら(1997)，Resnick(2001)等が僅かにみられるのみである． 

高齢者を対象とした研究では，過去の運動・スポーツ実施における楽しさ経験を起点と

して SC と SE に影響を及ぼす健康要因と社会心理的要因が仮説モデルにより検証されて

いる(常行ら, 2011a)．その結果，SC と SE に影響を及ぼす要因構造において明らかな性差

が示され，人的支援による SC への有意な影響力が明らかにされた．SE から SC へは男性
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において有意な影響が示されたが，女性で影響力は認められなかった．また，SE に影響

を及ぼす変数には，過去に感じた運動・スポーツの楽しさ経験や現在の歩行数，健康状態

の自己認知が示された．よって本研究では，常行ら(2011a)の研究を援用し，中年期特有の

変数で設定された大学生保護者の仮説モデルを検証することで，SC と SE に影響を及ぼす

健康要因と社会心理的要因を明らかにする．大学体育の授業を通して得た知識や実践を家

庭での運動支援へ適用することにより，大学生自身の健康教育に止まらず，大学内外にお

ける人々の運動実施の機会拡大にも繋がる点が期待できる．大学生が「ささえる」立場(山

口, 2004)として体育を能動的に実践することは，学生自身がスポーツへ社会化されるだけ

でなく，重要な他者に対するスポーツへの社会化の担い手となる可能性を持っている(山口, 

1996)．本研究の成果は，大学生が能動的に体育を実践するために必要となる新たな知見

をもたらす．運動行動に影響を及ぼす要因は性別や年代によって異なることから，本研究

では，特に中年期のライフステージに着目して性別ごとに検証する．大学生による家庭で

の運動支援を本研究では想定していることから，中年期に該当する大学生保護者を調査対

象者として選定した．本研究の目的は，大学生保護者の中年期におけるライフステージに

着目し，健康要因と社会心理的要因からなる仮説モデルの検証を行い，SC と SE に影響を

及ぼす要因を明らかにすることである． 

 

第２節 研究方法 

 

第１項 調査対象及び期間  

対象者は，大阪府下の私立大学に通学する大学生の保護者 382 名である．中年期の定義

は未だ確立されていないが，40 代から 50 代(内閣府,1998)，40 歳から 60 歳前後(八代,1997)

とされていることから 40－59 歳を本研究の調査対象とした．2011 年 12 月から 2012 年 1

月，一般教養科目である体育履修者に対して調査目的と内容及び倫理規定に関する説明を

した後に調査票を配布，調査への回答に同意した保護者が直接記入した．回収数は 382票，

そのうち年齢が 39 歳以下もしくは 60 歳以上の調査票と，未回答が全項目の 1/4 を超えた

調査票を除く 366 票(95.8%)を分析の対象とした． 

中年期の運動・スポーツ実施に影響を及ぼす要因については，現段階で研究蓄積が十分と

言えないことから，仮説モデル及び調査項目を設定するにあたり事前に予備調査を実施し

た．2010 年 11 月から 2011 年 9 月にかけて 40－59 歳の男性 18 名(無関心期 3 名，関心期
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2 名，準備期 6 名，実行期 2 名，維持期 5 名)と女性 22 名(無関心期 6 名，関心期 1 名，準

備期 4 名，実行期 3 名，維持期 8 名)を対象に個人面接法を用いた半構造化インタビュー

と参与観察を行い，SC と SE に影響を及ぼす要因の変数を抽出した(常行ら, 2011b)．この

予備調査結果と併せて，スポーツ社会学を専門とする研究者と中年者を対象とした運動指

導歴 15 年の健康運動指導士でトライアンギュレーションを実施し，個人的属性，SC，SE，

健康要因，社会心理的要因からなる仮説モデルを構築し，調査項目 52 項目を設定した.  

 

第２項 仮説モデル 

個人の運動行動を理解するには，包括的かつ学際的な変数が考慮された仮説モデルの検

証が適切であると報告されている(Smith & Macaulay, 1980)．本研究では，SC と SE に

対する影響力の有無や強弱を一定の包括的な枠組みの中で明らかにするため，先行研究

(Bandura, 1977; Prochaska & DiClemente, 1983; 岡, 2003; Marcus et al., 1992; Sallis 

& Owen, 1999;  Ayotte et al., 2010; 北田ら, 1997; 兵庫県県民政策部, 2006; LaRue et 

al., 1979; 谷口・古谷, 1993; 財団法人健康・体力づくり事業財団, 1998; 中山ら, 2002; 山

口ら, 1996; 山口ら, 2007; 長ヶ原, 1999)と予備調査結果(常行ら, 2011b)を基に，中年期の

SC と SE に影響を及ぼす要因の仮説モデルを構築した(図 4－1)．従属変数として SC，媒

介変数に SE が設定された．SE を媒介として SC に影響を及ぼす要因は，生活習慣病，健

康行動，健康状態の自己認知からなる健康要因と，結果予期，人的支援，こづかい，自由

時間，労働時間からなる社会心理的要因が適用された． 

過去の運動・スポーツ実施において高い満足感や楽しさを経験した者がその後のライフ

ステージにおいて規則的に運動・スポーツを継続する可能性が高いとされた仮説は，東京

都民調査(杉原ら, 1995)等の研究で実証されている．「楽しさ，満足感(fun, satisfaction)」

→「継続 (adherence)」→「効果：健康，生きがい，ふれあい (fitness, well-being, 

communication)」といったフィードバックプロセス(山口, 1994)においても同様の示唆が

得られた(山口, 1988)．身体活動の先行経験は，現在のスポーツ参与に対して直接的あるい

は間接的に影響を及ぼすことから，運動・スポーツライフのスタート地点として過去の運

動・スポーツ経験が先行要因に設定された．また，中年期の運動・スポーツ実施に関連し

て健康状態や体力といった健康要因が示されており，運動を含む日常の健康づくり行動を

習慣化することが運動への自己効力感を高める結果も認められた(西田ら, 2000; 常行ら, 

2011b)．男性対象者においても，体重減少や心臓発作・脳卒中等の生活習慣病予防が身体
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活動増強・維持の主要な規定因子であることが明らかにされている(Eaton et al., 1993)．

中年者を対象とした山口ら(2007)の調査では，結果予期について 13 項目のうち 11 項目で

非実施群よりも運動実施群の高い傾向が示され，運動・スポーツの阻害理由として「時間

がない」と回答した結果が最も多く，自由時間や労働時間による影響が推察された．さら

に，運動指導者，医師，家族，仲間等の人的支援と運動実施における関連が認められ，収

入による身体活動量の違いについては欧米の研究知見で明らかにされている(西田ら, 

2000; 中山・川西, 2004; Stephens & Caspersen, 1994)．また，下光ら(1999)は SE が運

動習慣形成に貢献することを示し，北田ら(1997)は中高年者の運動実施に対する SE の強

い影響力を明らかにした．すなわち，中年期の運動・スポーツ実施は，生活習慣病や健康

状態，健康行動を含めた健康要因と，時間，収入，人的支援といった社会的要因，結果予

期や SE 等の心理的要因から受ける多大な影響が認められている． 

以上の議論を踏まえ，過去の運動・スポーツ経験といった先行要因を起点として，健康

要因と社会心理的要因を媒介としながら現在の SC に影響を及ぼす一連の流れを分析枠組

みに設定し，仮説モデルを構築した．すなわち，過去の運動・スポーツの楽しさ経験は，

現在の健康要因と社会心理的要因に影響を及ぼし，SE を媒介としながらさらに現在の SC

へ影響を及ぼす因果関係を示している． 

 

          

     

 図 4－1. 中年者の運動・スポーツ実施における行動ステージ(SC)と 

運動セルフ・エフィカシー(SE)に影響を及ぼす要因の仮説モデル 

 

SCSE

生活習慣病

健康行動

健康状態の
自己認知

結果予期

人的支援

こづかい

自由時間

労働時間

運動・スポーツ
の楽しさ経験
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第３項 調査内容 

調査内容のうち，健康要因は，生活習慣病，健康行動，健康状態の自己認知から構成し，

社会心理的要因は，結果予期，人的支援，こづかい，自由時間，労働時間，運動・スポー

ツの楽しさ経験から構成した． 

1) 個人的属性 一般的に用いられる人口統計学的要因(年齢，性別，職業，家族構成) と，

BMI 算出に必要となる身長・体重からなる合計 6 項目を設定した． 

2) 運動・スポーツ実施における行動変容ステージ(SC) Prochaska & DiClemente(1983)

が開発し，Marcus et al.(1992)が運動行動に適用した尺度を採用した．１回最低 20 分

以上の運動・スポーツを週 3 回以上実施していることを「定期的」と定義した上で，現

在の運動・スポーツの実施状況について「現在，運動・スポーツをしておらず，今後 6

ヶ月以内に始めるつもりもない(無関心期)」「現在，運動・スポーツをしていないが，今

後 6 ヶ月以内に始めようと思っている(関心期)」「現在，運動・スポーツをしているが，

定期的ではない(準備期)」「定期的な運動・スポーツを過去 6 ヶ月以内に始めた(実行期)」

「定期的な運動・スポーツを 6 ヶ月以上継続して行っている(維持期)」までの 5 段階尺

度で評定した．なお，SC の尺度は質的データであるが，運動行動への適用について妥

当性を判断する評価速度が無関心期から維持期へと増加する傾向がみられ，近年の SC

に関連する量的研究において 1 つの質問と 5 件法からなる尺度が正確な SC を区分する

基準として普及している．Reed et al.(1997)が示したように，本研究では，①頻度，時

間，強度を含む，運動の明確な定義づけがなされていること，②個人が正確なステージ

を理解できるような測定基準があること，③正誤方式，または 5 択方式のアルゴリズム

であること，の条件を満たした尺度を適用した．日本人への適用については，カナダ在

住日系人を対象に日本語版の信頼性と妥当性が検証されている(長ヶ原, 1999)．本研究で

はそれぞれ 1－5 点を与え，等間隔尺度を構成するものとした． 

3) 運動セルフ・エフィカシー(SE) Marcus et al.(1992)が開発し，岡(2003)によって日本

語版の信頼性と妥当性が検証された 4 項目からなる尺度を採用した．この尺度は，定期

的に運動することに対する見込み感や自己効力感を測定する項目で構成されている．本

研究では，内的整合性による尺度の信頼性を評価する α 係数(cronbach’s α) が .898 と，

安定した数値を示した．「少し疲れているときでも，運動する自信がある(肉体的疲労)」

「あまり気分がのらないときでも，運動する自信がある(精神的ストレス)」「忙しくて時
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間がないときでも，運動する自信がある(時間のなさ)」「あまり天気がよくないときでも，

運動する自信がある(悪天候)」の各項目について，「全くそう思わない」から「かなりそ

う思う」の 5 段階尺度で評定し，それぞれ 1－5 点を与え，等間隔尺度を構成するもの

とした．分析においては，4 項目の総和(満点は 20 点)による合成変数とした． 

4) 生活習慣病 兵庫県県民政策部(2006)の尺度を適用し，肥満・高血圧・高血糖・高脂血

症の 4 項目からなる生活習慣病について尋ねた．「指摘も治療も受けていない」「指摘さ

れた」「現在治療中である」の 3 段階尺度で評定し，それぞれ 1－3 点を与え，等間隔尺

度を構成するものとした． 

5) 健康行動 兵庫県県民政策部(2006)の尺度を適用し，日常生活で実践している 14 項目

の健康行動を尋ねた．「食生活や栄養バランスに気をつける」「運動やスポーツをする」

「家事や仕事，通勤，通学の際にできるだけ体を動かしている」「睡眠や休養をよくと

る」「ストレスをためないようにする」「長時間，仕事をしないようにする」「毎日，体

重測定などの健康チェックをする」「酒を控える」「タバコを吸わない」「身体を清潔に

する」「部屋や台所をこまめに清掃する」「規則正しい生活をする」「健康づくりのイベ

ントや活動に参加する」「その他」の各項目について「実践している」「実践していない」

の 2 段階尺度で評定し，それぞれ 1 点もしくは 0 点を与えた．分析においては，14 項

目の総和(満点は 14 点)による合成変数とした． 

6) 健康状態の自己認知 LaRue et al.(1979)が開発し，谷口・古谷(1993)が適用した尺度

を参考に設定した．「同じ年齢の同性の人と比較した場合の健康状態」について「劣っ

ている」から「優れている」までの 5 段階尺度で評定し，それぞれ 1－5 点を与え，等

間隔尺度を構成するものとした． 

7) 結果予期 財団法人健康・体力づくり事業財団(1998)が適用した尺度を採用した．定期

的な運動・スポーツ実施から受ける影響についてポジティブな 10 項目とネガティブな 3

項目について，「非常にそう思う」から「全く思わない」までの 4 段階尺度で評定し，

等間隔尺度を構成するものとした．分析については，ポジティブな 10 項目について「非

常にそう思う(4 点)」から「全く思わない(1 点)」，ネガティブな 3 項目について「非常

にそう思う(1 点)」から「全く思わない(4 点)」として財団法人健康・体力づくり事業財

団(1998)と同様の方法で得点化し，結果予期の総和(満点は52点)による合成変数とした． 

8) 人的支援 中山ら(2002)が開発し，信頼性と妥当性が検証された尺度を適用した．この

尺度は，運動・スポーツ場面におけるフォーマルな支援(指導者)とインフォーマルな支



101 

 

援(家族・友人・仲間)から構成されており，本研究では，内的整合性による尺度の信頼

性を評価する α 係数(cronbach’s α) が.804 であった．「運動・スポーツをする際，適切

な指導者がいてくれる」「自分が運動・スポーツ活動に参加するために家族が支援して

くれる」「自分が運動・スポーツ活動に参加するために友人が支援してくれる」「身近に，

自分を運動・スポーツに誘ってくれる仲間がいる」の各項目について「あてはまらない」

から「あてはまる」までの 5 段階尺度で評定し，それぞれ 1－5 点を与え，等間隔尺度

を構成するものとした．分析においては，4 項目の総和(満点は 20 点)による合成変数と

した． 

9) こづかい 経済的指標の目安となる「収入」に関する正確な回答はわが国で得られにく

い(山口ら, 1996)ことから，1 ヵ月あたりのこづかいを尋ねた．1 万円未満から 10 万円

以上までの 8 段階尺度で評定し，それぞれ 1－8 点を与え，等間隔尺度を構成するもの

とした． 

10) 自由時間 平日と休日の自由時間の合計を尋ねた． 

11) 労働時間 1 週間あたりの労働時間(残業含む)を尋ねた． 

12) 運動・スポーツの楽しさ経験 財団法人健康・体力づくり事業財団(1998)の尺度を適

用し，成人期(30 歳頃)に参加した運動・スポーツに対する満足感や楽しさを尋ね，「全

く感じなかった」から「非常に感じた」の 4 段階尺度で評定した．それぞれ 1－4 点を

与え，等間隔尺度を構成するものとした． 

 

第４項 データ分析  

まず対象者の属性について単純集計及びクロス集計を行い，調査対象者の特性や傾向を

明らかにした．年代と BMI 及び運動ステージの分布についてはχ2検定を行い，性差を検

討した．4 段階ないし 5 段階の評定尺度を用いた項目に関しては，等間隔尺度を構成する

と仮定し，1－4 点または 1－5 点の得点を与えて数量化した．2 段階の評定尺度を用いた

項目に関しては，ダミー変数を用いて数量化した．さらに，ピアソンの積率相関係数を用

いてすべての変数間で相関マトリックスを作成し，独立性と内部相関を検証した．次いで，

運動・スポーツの楽しさ経験を独立変数に設定し，生活習慣病，健康行動，健康状態の自

己認知，結果予期，人的支援，こづかい，自由時間，労働時間を従属変数とした単回帰分

析を行った．最後に，SE と SC を従属変数とした重回帰分析(ステップワイズ法：stepwise 

method)を用いてパス解析を行い，性別ごとに仮説モデルを検証した．ステップワイズ法
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は変数選択のための逐次選択法(実用統計用語辞典, 2004)を指し，独立変数の中で従属変数

に対して統計的に有意なものだけが選択される手法(古谷野ら, 1987)である．探索的分析を

行うことで不適切な項目を統計的に除外することから，本研究における仮説モデルの検証

や要因の影響力を示すにあたり妥当な分析方法であると考えられる．統計解析は IBM 

SPSS 21.0 STATISTICS BASE を使用し，すべての項目において危険率 5%を有意水準と

した． 

 

第３節 結 果 

 

第１項 調査対象者の特性  

表 4－1 に対象者(n=366)の特性を示した．男性 165 名(45.1%)，女性 201 名(54.9%)，

平均年齢は 50.2±3.7 歳(男性 51.6±3.8 歳，女性 49.1±3.2 歳)であった．男性は 40 歳代 48

名(29.1%)，50 歳代 117 名(70.9%)，女性は 40 歳代 118 名(58.7%)，50 歳代 83 名(41.3%)

であった．BMI の平均値は 22.3±3.6(男性 23.6±3.3，女性 21.2±3.6)であり，女性 163 名

(85.8％)が標準(18.5 以上 25.0 未満)に該当した一方で男性は 113 名(68.9%)に留まり，肥満

者は男性 46 名(28.0％)，女性 9 名(4.7％)であった．職業は，男性において会社員が 103

名(63.2%)と最も多く，次いで自営業 36 名(22.1%)，公務員 17 名(10.4%)であった．女性

はパート職が 82 名(40.8%)と最も多く，次いで主婦 53 名(26.4%)，会社員 36 名(17.9%)

であった．家族構成は，自分(たち)と子ども，または親と自分(たち)の 2 世代が 282 名

(77.3%)と最も多く，次いで親と子と孫の 3 世代 46 名(12.6%)，夫婦だけの 1 世代 25 名

(6.8%)と続き，男女で有意な違いはみられなかった．年代と BMI については性差が認めら

れた． 
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表 4－1. 調査対象者の属性 

 

 

 

第２項 ＳＣとＳＥ  

表4－2にSCの分布を示した．調査対象者のうち無関心期が 142名(40.8%)と最も多く，

次いで，維持期 68 名(19.5％)，準備期 75 名(21.6%)，関心期 59 名(17.0%)であり，実行期

が最も少なく 4 名(1.1％)であった．男性は，無関心期が 55 名(34.8%)と最も多く，次いで

準備期 43 名(27.2%)，維持期 36 名(22.8%)，関心期 23 名(14.6%)，実行期 1 名(0.6％)であ

った．女性は無関心期が 87 名(45.8%)と最も多く，次いで関心期 36 名(18.9%)，準備期と

維持期がそれぞれ 32 名(16.8%)，実行期 3 名(1.6％)であった．SC の分布においては男女

で有意な違いが認められた．また，SE について，肉体的疲労・精神的ストレス・時間の

なさ・悪天候の 4 項目を合計した平均得点(満点は 20 点)は，10.3±4.3 点であった．得点は

4－20 点の間に分布しており，男性は 10.8±4.2 点，女性は 10.0±4.4 点と有意な性差はみ

られなかった． 

 

 

 

 

 

 1. 性別 165 45.1 201 54.9 366 100.0

 2. 年代

40歳代 48 29.1 118 58.7 166 45.4 32.1 1.0

50歳代 117 70.9 83 41.3 200 54.6

 3. BMI

やせ（18.5未満） 5 3.0 18 9.5 23 6.5 39.6 2.0

標準（18.5以上25.0未満） 113 68.9 163 85.8 276 78.0

肥満（25.0以上） 46 28.0 9 4.7 55 15.5

 4. 職業

会社員 103 63.2 36 17.9 139 38.2

自営業 36 22.1 14 7.0 50 13.7

公務員 17 10.4 9 4.5 26 7.1

パート職 1 0.6 82 40.8 83 22.8

主婦 0 0.0 53 26.4 53 14.6

無職 2 1.2 0 0.0 2 0.5

その他 4 2.5 7 3.5 11 3.0

 5. 家族構成

1人世帯 7 4.3 4 2.0 11 3.0

夫婦だけ（1世代） 13 7.9 12 6.0 25 6.8

自分（たち）と子ども，または
親と自分（たち）（2世代）

126 76.8 156 77.6 282 77.3

親と子と孫（3世代） 18 11.0 28 13.9 46 12.6

その他 0 0.0 1 0.5 1 0.3

　　　　　                　　　　　　　　　            　　    男性  　　　　　　  女性　　　   　　　全体

　　　　  　　　　　　　　　　　　　　               　(n=165)                      (n=201)                        (n=366)

            項目及びカテゴリー　 　         　            　　n　        (%)　　        n　   　 (%)　            n　 　  (%)　　  χ2値　     d.f.     χ2検定による有意差

             　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                 　             　※ 調査票に未記入のものは，欠損値として処理     ***p<.001

***

***
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     表 4－2. 運動・スポーツ実施における行動変容ステージ(SC)の分布 

 

 

 

第３項 変数間の相関分析  

表 4－3 に変数間の相関マトリックスを示した．従属変数である SC と全変数との相関で

は，男性.556，女性.661 と SE が最も高い値を示した．媒介変数である SE に対しては，

男性は結果予期(.521)，女性は人的支援(.511)が最も高い値を示した．運動・スポーツの楽

しさ経験に対して男性は人的支援(.350)，女性は SE(.385)が有意な値であった．全ての独

立変数間の内部相関において最も高い相関係数は，SC と SE の男性.556，女性.661 であ

るが，重回帰分析において多重共線性の問題を引き起こす値ではないと考えられる． 

 

表 4－3. 変数間の相関マトリックス 

 

 

 

 

第４項 仮説モデルの検証  

図 4－2 に男性対象者における仮説モデルの検証結果を示した．運動・スポーツの楽し

無関心期 55 34.8 87 45.8 142 40.8 10.1 4.0 *

関心期 23 14.6 36 18.9 59 17.0

準備期 43 27.2 32 16.8 75 21.6

実行期 1 0.6 3 1.6 4 1.1

維持期 36 22.8 32 16.8 68 19.5

      　　　　　　　　　　                　                     ※ 調査票に未記入のものは，欠損値として処理    *p<.05

　　               　　        男性  　　　　　 　  女性　　　   　　　全体

　　　　　　　　 　(n=158)                        (n=190)                      (n=348)

                 　       　　n　       (%)　　        n　   　 (%)　            n　  　  (%)　　  χ2値　     d.f.    χ2検定による有意差

 

    SC .661 *** .047 .339 *** .481 *** .354 *** .507 *** .017 .160 * －.128 .268 ***

    SE .556 *** －.035 .247 ** .421 *** .314 *** .511 *** －.010 .075 －.004 .385 ***

　生活習慣病 －.180 * －.231 ** －.016 －.220 ** －.061 .004 －.057 －.055 －.167 * －.019

　健康行動 .345 *** .268 ** －.073 .233 ** .153 * .312 *** －.061 －.047 －.085 .062

　健康状態の
　自己認知

.330 *** .391 *** －.305 *** .314 *** .284 *** .330 *** －.066 .045 .066 .297 ***

　結果予期 .385 *** .521 *** －.200 * .358 *** .366 *** .415 *** .110 .181 * .012 .225 **

　人的支援 .386 *** .390 *** －.063 .232 ** .226 ** .314 *** .071 .098 .021 .346 ***

　こづかい .062 .023 .003 .050 .000 .118 .124 .196 ** .187 * －.153 *

　自由時間 －.005 －.014 .078 .053 .105 .047 .153 .285 *** －.037 －.061

　労働時間 －.185 * .078 .011 －.123 .061 .031 －.049 －.038 －.150 .034

　運動・スポーツ
　の楽しさ経験

.259 ** .292 *** －.108 .065 .138 .210 ** .350 *** －.018 .031 －.163 *

こづかい 自由時間 労働時間
 運動・スポーツ

 の楽しさ経験
SC

                                                                                                                                                                                                                        男性：左下部分　女性：右上部分    *
p<.05        

**
p<.01       

***
p.<001

SE 生活習慣病 健康行動
　健康状態の
　自己認知

結果予期 人的支援
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さ経験から人的支援に対して最も強い影響力が示され，単回帰係数は.350 であった．さら

に，結果予期(.210)，SE(.144)に対しても有意な値を示したが，健康行動と健康状態の自

己認知について有意な影響力は認められなかった．媒介変数である SE に対しては，結果

予期(.366)，健康状態の自己認知(.196)，人的支援(.182)，運動・スポーツの楽しさ経験(.144)

の順に有意な値が示された．生活習慣病，健康行動，こづかい，自由時間，労働時間によ

る直接的な影響はみられなかった．従属変数である SC に対しては，SE(.538)が最も高い

値を示し，労働時間(－.205) によるマイナスの影響，健康行動(.181)によるプラスの影響

も有意であった．しかし，生活習慣病，健康状態の自己認知，結果予期，人的支援につい

ては，いずれも SC との相関が示されているが有意なパスは得られなかった．中年男性は，

成人期に感じた運動・スポーツの楽しさ経験が SE に対して直接的な影響力を示し，さら

に現在の人的支援や結果予期を媒介としながら SE に対して間接的な影響を示した．また，

SE は現在の健康状態からも影響を受けながら SC に最も強力な影響を与えた．SC は SE

以外にも，労働時間による阻害の影響や健康行動から有意な影響を及ぼされていた．重回

帰分析の結果，SE を説明する精度は，決定係数(R2).372 で全分散の 37.2%が説明された．

また，SC の決定係数(R2)は.410 で，全分散の 41.0%が説明された．                     

 

 

図 4－2. 運動・スポーツ実施の行動変容ステージ(SC)と運動セルフ・エフィカシー(SE)  

    に影響を及ぼす要因の仮説モデルの検証(男性)  
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図 4－3 に女性対象者における仮説モデルの検証結果を示した．女性も男性と同様に，

運動・スポーツの楽しさ経験から人的支援(.346)へ最も高い値が示された．SE(.300)，健

康状態の自己認知(.297)，結果予期(.225)に対しても有意な値が示されたが，健康行動につ

いては有意な影響はみられなかった．媒介変数である SE に対しては，人的支援(.366)が最

も強く影響し，運動・スポーツの楽しさ経験(.300)も有意な値を示した．生活習慣病，健

康行動，健康状態の自己認知，結果予期，こづかい，自由時間，労働時間による影響は認

められなかった．従属変数である SC に対しては，SE(.446)が最も高い値を示し，健康状

態の自己認知(.269)，人的支援(.188)，生活習慣病(.161)による有意な影響力も認められた．

健康行動，結果予期，自由時間については SC との相関が示されたが，SC に対しての直接

的な影響はみられなかった．中年女性は，成人期における運動・スポーツの楽しさ経験が

SE へ直接的な影響を及ぼすと共に，現在の人的支援を媒介として SE を高め，SC へ強い

影響を示した．SC は，SE 以外にも健康状態や人的支援，生活習慣病の罹患状態の順に影

響を受けることが明らかにされた．重回帰分析の結果，SE を説明する精度は決定係数

(R2).319 で，全分散の 31.9%が説明されている．SC における決定係数(R2)は.510 で全分

散の 51.0%が説明された． 

 

図 4－3. 運動・スポーツ実施の行動変容ステージ(SC)と運動セルフ・エフィカシー(SE) 

    に影響を及ぼす要因の仮説モデルの検証(女性) 
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第４節 考 察 

 

本研究では，大学生による家庭での運動支援を想定し，大学生保護者を対象とした調査

を実施した．「ささえる」立場として保護者に対してどのような人的支援を行うことが有効

であるのかといった体育実践の視点から，中年期に該当する大学生保護者の SC と SE に

影響を及ぼす要因に着目し，健康要因と社会心理的要因からなる仮説モデルを検証した．

分析の結果，SC の分布は男性 34.8%，女性 45.8%が無関心期に該当しており，岡(2003)，

北田ら(1997)と比較して，無関心期の占める割合が多い傾向にあった．男女別では，無関

心期で女性が男性よりも 11.0 ポイント高く，維持期では男性が女性よりも 6.0 ポイント上

回った．男性と比較して，中年女性の SC が低い点については，Kearney et al.(1999)の調

査結果と同様の傾向である． 

仮説モデルを検証した結果，成人期に感じた運動・スポーツの楽しさ経験は現在の健康

要因と社会心理的要因に影響を及ぼしながら SE を高め，最終的に SC へ有意に影響する

一連の流れが男女共に支持された．このことは，中年者の運動行動を促進する上で，運動

所要量と共に，楽しさや満足感といった運動・スポーツの質的側面を中長期的な視点で考

慮する重要性を意味する．山口ら(2007)は，運動実施群と非実施群について，男性 40 歳

代で運動・スポーツの楽しさ経験に差がみられなかったのに対して，女性 40 歳代・50 歳

代では有意な差が示されたことを明らかにしている．本研究の女性対象者における過去の

運動・スポーツの楽しさ経験は，男性よりも高い影響力を持っていた．特に SE に対して

の影響は，高齢男女(常行ら, 2011a)と比較して高い結果が示されている．30 歳頃の運動・

スポーツ実施において，楽しさや満足感の要素をプログラムに反映することが，中年期の

ライフステージにおける女性の運動継続には特に重要であると考えられる． 

また，SC への影響要因のうち，SE による影響は性別にかかわらず最も強く示された．

健康要因・社会的要因に関連する他の変数と比較して，より強力かつ直接的な影響力を持

つことは，SE が運動領域において使用尺度や対象者の種類にかかわらず一貫して高い信

頼性を持つことを示唆した Nigg & Courneya(1998) の結果と同様の傾向であることが推

察される．SE の適用に関しては，状況や場面，対象者に適合した尺度を用いる重要性が

指摘されている(竹中・上地, 2002)．中年期にある大学生保護者に対して，本研究で用いた

岡(2003)の SE 尺度が適用できる妥当性は高いと言えよう．さらに，日本人の SC や SE に

影響を及ぼす変数については，既になされた研究を踏まえ，今後も精査する必要があると
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考えられる． 

中年男性の SC については，SE 以外で労働時間による阻害の影響を受けており，健康行

動も重要な予測要因となることが示された．特に労働時間は，本研究で取り上げた変数の

中で唯一マイナスの影響力を示した変数である．拘束時間の長さや肉体的・精神的疲労を

伴う労働環境が，直接的に中年男性の SC に影響を与えていると推察される．スポーツ基

本計画で提示された「スポーツのためのノー残業デー」や社内報によるスポーツの広報等

(文部科学省, 2012)を，企業や各機関と連携・協働して具現化することが課題解決の糸口に

なるかもしれない．また，健康行動の実践に関して，障壁に関する認識は，有意に阻害の

影響を及ぼすことが報告されている(藤内・畑, 1994)．比較的取り組みやすい健康行動から

実践していくことが中年男性の SC 向上に重要と考えられる．さらに，SE に対する影響要

因のうち結果予期が最も強く示されたことから，中年男性の自己効力感を高める上で，運

動・スポーツに対して肯定的な結果を予測し得る具体的な方策を検討する必要性も高いと

推察される．すなわち，中年男性である保護者への運動支援としては，仕事の合間や短時

間に実施できる効果的な運動方法を提示すること，あるいは，運動実施に対して良い結果

を予測できる知識や情報を伝達することなどが，大学生が行い得る具体的な支援内容とし

て考えられる．  

中年女性の SC については，SE の他に健康状態や生活習慣病などの健康要因と人的支援

から影響を受け，このうち人的支援は SC と SE の双方に影響を与える重要な変数である

ことが明らかにされた．人的支援による SC と SE への影響力は，高齢女性でも顕著に示

されている(常行ら, 2011a)．また，ソーシャルサポートの有無は中高年女性の身体活動に

影響の高い変数であることが報告されており(Vaughn, 2009)，本研究でも同様の結果が示

された．中年男性では SE のみに対して影響が認められたことから，人的支援は，男性よ

りも特に中高年女性の SC と SE に貢献する極めて有効な変数であることが推察される．

中年女性に関しては，個人で実施する運動よりも仲間や家族，指導者等と一緒に実施でき

る運動環境が自己効力感を高め，ひいては運動継続に貢献し得る可能性が高い．つまり，

中年女性である保護者への支援としては，楽しさや満足感を十分に得られる運動・スポー

ツを選択し，大学生が保護者と一緒に運動を実施することが SE や SC の向上に極めて有

効である点が推察される．運動・スポーツを個人的に開始した後の仲間づくりや，支援関

係を想定したシステム構築も有効性が期待できる． 

さらに，健康要因も中年女性の SC に直接的な影響力を示した．運動を開始する契機と
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して適度な不健康感(高井ら, 2003)が述べられた一方で，先行研究の多くは，良好な健康状

態が運動継続に貢献することを報告している(長ヶ原, 2003)．本研究もこれらの結果を反映

しており，健康状態が良好であると感じることが SC に対して影響を及ぼしていた．また

同時に，生活習慣病の指摘や治療を受けることも中年女性の SC に一定の影響力を持つ結

果が示された． 

本研究において，経済的指標として用いたこづかいが有意な値を示さなかった点につい

ては，解釈する上で注意が必要である．他の変数と比較して影響度が低かったことに加え，

散歩やウォーキング，体操など比較的費用のかからない健康運動実施者の増加(笹川スポー

ツ財団, 2012)に起因する可能性と，本研究における対象者の特性が示唆される．私立大学

の保護者 6000 名を対象とした別の調査結果(株式会社ベネッセコーポレーション, 2012)

と比較すると，正規社員・従業員の割合は男性がほぼ同じである一方で，本研究の女性対

象者の 22.4%は会社員と公務員が占め，8.6 ポイント上回った．共働きで経済的安定が得

られやすい対象者の特性も，変数の採択に影響を及ぼした理由として考えられる．しかし

ながら，大学生保護者を取り巻く状況や影響要因における性差が明らかにされたことで，

大学生による家庭での運動支援が期待できる．本研究における SC と SE の決定係数(R2)

は，運動・スポーツ参与へのパスモデルを検証した Yamaguchi(1987)と比較して低い値と

は言えないが，他の要因による影響も推察される．過去の運動・スポーツ実施における楽

しさや満足感の経験は，調査対象者の回想を基に分析したことからバイアスが生じている

可能性は否定できない．今後は，関心期や実行期の SC に着目した縦断的アプローチの必

要性が高い． 

 

第５節 結 論 

 

本研究では，大学体育における教育実践の場として大学生による家庭での運動支援を想

定し，大学生保護者を対象とした調査を実施した．具体的には，中年期に該当する大学生

保護者の SC と SE に影響を及ぼす要因に着目し，健康要因と社会心理的要因からなる仮

説モデルの検証を行った．その結果，大学生が保護者の運動・スポーツ実施を「ささえる」

立場として，能動的に体育を実践する上で有効かつ新たな知見が得られた． 

まず，過去の運動・スポーツにおける楽しさ経験は現在の健康要因と社会心理的要因に

影響を及ぼし，SE を媒介として SC へ有意に影響する一連の流れが実証された．成人期に
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参加した運動・スポーツに対する満足感や楽しさ経験は，運動の所要量と共に中年である

保護者の SC に影響を及ぼす重要な変数であると考えられる．SC に対する SE の最も強い

影響も確認された．中年男性は労働時間による阻害の影響が顕著にみられ，健康行動も有

意に影響していた．一方，中年女性では SC と SE の双方に対して人的支援の強い影響が

示され，健康状態や生活習慣病などの健康要因による影響も認められた．中年期にある大

学生保護者の SC と SE は，健康要因と社会心理的要因から複合的に影響を受けているこ

とが明らかにされた．SC の説明率は男性が 41.0%，女性が 51.0%であり，SE の説明率は

男性が 37.2%，女性が 31.9%であった．人間の複雑な運動行動を解明するには，他の要因

による影響も考慮する必要性があると言えよう．中年期のライフステージに応じた運動環

境の整備には，SE，健康要因，社会心理的要因を含め，性差を踏まえた影響要因の解明が

待たれる． 

さらに，大学生による体育実践を通した社会貢献の機会は，家庭や地域において今後も

増えることが予測される．大学保健体育の基本構想(大学体育協議会, 1973)における課題の

1 つとして示された「社会の指導者としての健康観・体育観を確立し，人間の健康と福祉

に寄与できる能力を高める」必要性は極めて高いと言える．大学体育においては，支援の

対象となる個人あるいは集団の現状と課題を理解し，適切な運動支援を能動的に実践でき

ることが授業目標・授業課題となる可能性が示唆される． 
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第 4 章においては，中年者を対象とした仮説モデルを検証し，定量的分析から中年期の

ライフステージにおける身体活動の傾向を明らかにした．本章では，中年者を対象にケー

ススタディによる定性的分析を行い，運動ステージと運動セルフ・エフィカシーに影響を

及ぼす要因を質的に明らかにする． 

 

第１節 研究の背景と目的 

 

ライフステージに応じたスポーツ機会の創造を重点戦略の１つに掲げたスポーツ立国

戦略(文部科学省, 2010) を受け，個人のライフコースあるいはライフステージの特性を考

慮した身体活動支援の必要性が健康づくりの観点から以前にも増している．このうち中年

期のライフステージは，加齢や生活環境による影響で身体的・精神的変化が大きい時期と

考えられている(岡本, 1985)．特に中年男性の肥満は喫緊の課題であり，40 歳代男性の

36.6%，50 歳代男性の 31.6%が該当するなど(厚生労働省, 2014)，運動を始めとする生活

習慣の改善が重要な課題とされる．この世代の運動実施レベルは低く，運動習慣がある 60

歳代男性 43.2％と比較すると，同レベルの 40 歳代男性は 21.2%，50 歳代男性は 27.6%と

顕著な差がみられた(厚生労働省, 2014)．中年女性も同様の傾向であり，40 歳代女性は

18.0%，50 歳代女性は 24.5%と，60 歳代女性 40.1%と比べて定期的に運動を実施する者

の割合は極めて低い(厚生労働省, 2014)．年々増加する高齢の運動実施者とは対照的に，中

年期のライフステージにおける運動実施者の割合は未だ目標値に到達していない．運動・

スポーツ実施者の増加に貢献する要因研究は数多くなされてきたが，特に中年期のライフ

ステージに着目した調査研究は，山口ら(2007)，高井ら(2003)，西田ら(2000)が僅かにみ

られるのみであり，この世代の特性に応じた支援が今後の課題とされる． 

近年では，行動科学理論・モデルに基づく運動・スポーツ実施の要因研究や介入が一般

的になりつつある．40 歳以上を対象とした特定健康診査・保健指導では，Transtheoretical 

Model (以下，TTM と略す)(Prochaska et al., 1983) の中核概念である運動・スポーツ実

施の行動変容ステージ(stage of exercise behavior change; 以下，SC と略す)が介入に適用

されている．SC は無関心期から維持期のステージで対象者を区別し，効果的かつ合理的

な介入を可能とする(Marcus et al., 1992)．しかし一方で，TTM は欧米で発展してきた経

緯があるため，日本人を対象とする臨床への適用については更なる検討が必要との指摘も

ある(竹中, 2004)．TTM の構成概念のうち「変容プロセス」については未解明の点も多く，
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TTM の包括的な検証は困難と考えられることから，現段階では，SC に関連あるいは影響

を及ぼす社会心理的要因の解明に着目してなされた研究がわが国で蓄積されつつある(下

光ら, 1999; 北田ら, 1997)． 

また，TTM の別の概念であるセルフ・エフィカシー(self-efficacy; 以下，SE と略す)は，

ある状況において必要な行動を効果的に遂行できる確信(Bandura, 1977) と定義され，SC

との密接な関連性が明らかにされた(岡, 2003; 青木, 2005)．SE が高まるにつれ SC は向上

するが，1)遂行行動の達成，2)代理的体験，3)言語的説得，4)生理的及び情動的喚起，の 4

つ以外に日本人の SE を高める情報源があるか否かについて明らかな見解は示されていな

い．SC と SE に着目した国内研究の多くは，質問紙調査を用いた横断的データを示すに止

まる．客観的指標を基に信頼性の高いデータが収集された一方で，影響要因の下位概念に

ある変数がどのような影響力を持つか，その機序や因果関係等の詳細な情報は明らかにさ

れてこなかった． 

このような課題を克服する手法として，近年では，質的手法の有効性(渡辺ら, 2001; 會

田, 2008) が確認されている．Vaughn(2009) は，中年女性 25 名を対象にエスノグラフィ

ーを用いて身体活動に影響を及ぼす要因について検証し，ストレスの軽減や生活習慣病の

管理といった内在要因と，人的支援や健康情報等の外在要因が促進機能を持ち，(育児や家

事などの)役割分担と時間の不足等が身体活動を阻害する状況を示唆した．一般化へのコン

センサスが得られていないことや妥当性・信頼性における課題がある一方で，研究方法や

データ等を複合的に併用するトライアンギュレーションの手法が研究目的へ到達する有効

な手段であることが指摘された(渡辺ら, 2001)．特に，実験研究や調査研究を行うには複雑

すぎる場合に事例研究の価値は重要性を増し，社会科学に欠かせない豊かな記述が供給さ

れる(Lincoln et al., 2002)．先行研究の蓄積が少ない中年期のライフステージでは，運動・

スポーツ実施に対しての影響要因を解明するにあたり，質的手法の適用が有効な手段であ

ると推察される． 

現在，健康施策の観点から，WHO(2010) では個人のライフコースを踏まえた社会的・

経済的要因が特に重視されている．わが国における従来の運動・スポーツ実施に関する要

因研究でも，過去の運動・スポーツ経験といった先行要因に加え，時間や収入，人的支援，

SE 等の社会心理的要因が検討されてきた(山口ら, 2007; 高井ら, 2003; 西田ら, 2000; 下

光ら, 1999; 北田ら, 1997; 青木, 2005; 長ヶ原, 2003; Yamaguchi, 1987)．よって本研究で

は，SC に影響を及ぼす要因を明らかにするために，中年者を取り巻く先行要因，社会的
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要因，心理的要因に着目した．本研究は，中年期における運動・スポーツ実施の行動変容

ステージに影響を及ぼす要因について，先行要因，社会的要因，心理的要因に着目し，質

的手法を用いて明らかにすることを目的とした． 

 

第２節 研究方法 

 

第１項 調査対象者 

大阪府と兵庫県に在住する男女 40 名(男性 18 名，女性 22 名)を調査対象者とした．中

年期について学術的なコンセンサスは現段階で得られていないが，40－50 代(内閣府, 

1998)，40－60 歳前後(八代, 1997)とされている．よって本研究では，40 歳から 59 歳を中

年期として定義した． 

 

第２項 調査方法 

本研究では，個人面接法を用いた半構造化インタビューとフィールドワークを行った．

インタビューのガイドラインは先行研究を踏まえ，スポーツ社会学を専門とする研究者と

中年者の運動指導経験歴 15 年の健康運動指導士の討議を踏まえて作成し，2010 年 10 月，

男性 2 名，女性 2 名を対象に予備調査を実施した(山口ら, 2007; 高井ら, 2003; 西田ら, 

2000; Prochaska et al., 1983; Marcus et al., 1992; 下光ら, 1999; 北田ら, 1997; Bandura, 

1997; 岡, 2003; 青木, 2005; Vaughn, 2009; 長ヶ原, 2003; 杉原ら, 1995)．調査内容及び

方法等に問題がないことを確認した後，大学の応接室，運動施設の控室等を利用して本調

査をすすめた．本調査は，2010 年 11 月から 2011 年 9 月にかけて実施された．まず筆頭

著者の勤務先で紹介された無関心期の男性から面接を開始し，インタビュー終了後に知人

を紹介してもらい，承諾を得て次のインタビューを実施した．面接は全て筆頭著者が行い，

研究の主旨とプライバシー保護に関する説明を行った後，自由意思による研究への協力に

対して調査対象者の同意を得た．場所・雰囲気等の環境づくりに配慮し，ラポールの形成

に努めた．次にフェイスシートの記入を依頼し，年齢，職業，家族構成を含む個人的属性

と SC 及び SE に関するデータを収集した．面接時間は 1 人あたり 40－60 分，面接内容は

承諾を得て IC レコーダーで録音した．調査対象者の選定は，雪だるま式対象選定方式

(snowball sampling)を採用した．このサンプリングは，対象となる母集団へのアクセスが

難しく，抽出枠がない場合に適しているとされ(Bloor et al., 2006)，各 SC のデータを収集



119 

 

する本研究の手法として妥当であると考えられた． 

また，口述されなかった実際の行動を把握し，中年者の運動・スポーツ行動における内

面の深層にアプローチするため，インタビューの補足的資料(後藤ら, 2006) としてフィー

ルドワークを行った．本研究では，インタビューから得られた言説の背後にある事実関係

を確認する上でフィールドワークが有効であると判断された事例の中から，調査対象者及

び施設の許可が得られた場所を選定し，2010 年 12 月香里グリーンテニスクラブ(大阪府枚

方市：M6, M8, M10, F8, F10)と民間スポーツクラブ A 社(大阪府大阪市：F16)，2011 年 4

月吹田市立総合運動場と千里南公園及び周辺地域(大阪府吹田市：F19)，2011 年 9 月民間

スポーツクラブ B 社(兵庫県西宮市：M13)で実施した．調査者は「参加者としての観察者」

(注 1)としてフィールドワークを行い，調査対象者の運動実施状況や周辺環境等に関する情

報を収集した．運動実施における外的環境や設備用具等はカメラで撮影し，インタビュー

の内容分析にこれらのデータを活用した． 

 

第３項 分析枠組み 

個人の運動行動を理解するために，包括的かつ学際的な分析モデルの有効性が報告され

ている(Smith et al., 1980; 樋上ら, 1996)．本研究では SC に影響を及ぼす要因で構成され

たモデルを基に分析を行った(図 5－1)．過去の運動・スポーツ実施において高い満足感や

楽しさを経験した者がその後のライフステージにおいて規則的に運動・スポーツを継続す

る可能性が高いとされた仮説は，東京都民調査(杉原ら, 1995) 等の研究で実証されている．

身体活動の先行経験は，現在のスポーツ参与に対して直接的あるいは間接的に影響を及ぼ

すことから(Yamaguchi, 1987)，運動・スポーツライフのスタート地点として過去の運動・

スポーツ経験が先行要因に設定された．また，中年期の運動・スポーツ実施に関して「時

間のなさ」「否定的態度」(山口ら, 2007) が主な阻害要因として示されている．子育て，介

護，パート勤務などの生活環境や，運動指導者，医師，家族，仲間等の人的支援，運動施

設・プログラムといった資源による影響も認められた(西田ら, 2000; 長ヶ原, 2003; 中山ら, 

2004)．下光ら(1999) は SE が運動習慣形成に貢献することを示し，北田ら(1997) は中高

年者の運動実施に対する SE の強い影響力を明らかにしている．すなわち，中年期の SC

は過去の先行要因と共に，現在の生活環境や人的支援，資源等の社会的要因と，SE を始

めとする心理的要因から強い影響を受けている状況が示唆される．以上の議論により，過

去の運動・スポーツ経験といった先行要因を起点として，社会的要因と心理的要因を媒介



120 

 

としながら現在の SC に影響を及ぼす一連の流れが認められ，分析枠組みが設定された． 

 

 

      

   

              図 5－1. 分析モデル 

 

 

第４項 調査内容 

1) 現在の運動・スポーツ実施状況：運動実施者については具体的な種目名と実施頻度，楽

しさや満足感あるいは不快経験をたずねた．非実施者については理由や背景をたずねた．

フェイスシートの SC は，Prochaska and DiClemente(1983)，Marcus et al.(1992) が開

発し，日本人への適用に関して信頼性と妥当性が検証された尺度(長ヶ原, 1999) を適用し

た．１回最低 20 分以上の運動・スポーツを週 3 回以上実施していることを「定期的」と

定義した上で，現在の運動・スポーツの実施状況について「現在，運動・スポーツをして

おらず，今後 6 ヶ月以内に始めるつもりもない(無関心期)」「現在，運動・スポーツをして

いないが，今後 6 ヶ月以内に始めようと思っている(関心期)」「現在，運動・スポーツをし

ているが，定期的ではない(準備期)」「定期的な運動・スポーツを過去 6 ヶ月以内に始めた

(実行期)」「定期的な運動・スポーツを 6 ヶ月以上継続して行っている(維持期)」までの 5

段階尺度で評定し，それぞれ 1－5 点を与え，等間隔尺度を構成するものとした． 

2) 先行要因：調査対象者が過去に実施した運動・スポーツの量的経験と，楽しさや満足感

あるいは不快経験などの質的経験について，「幼少期から学生時代」「青年期(20 歳頃)」「成

人期(30 歳頃)」の時点でたずねた．さらに，それらの経験に影響を及ぼした背景や理由に

ついてたずねた． 

3) 社会的要因：現在の仕事や家庭の生活環境，平日と休日の自由時間，こづかい，介護や

育児などの必要性，運動・スポーツ実施における周囲の人的支援，運動・スポーツ施設へ

先行要因 

社会的要因 

心理的要因 

SC 
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のアクセス，実施種目，プログラムについてたずねた． 

4) 心理的要因：心理的要因については，定期的な運動・スポーツ実施に対する SE とその

背景や理由についてたずねた．運動実施を阻害する障壁を想定した上で定期的な運動・ス

ポーツ実施に対する SE の程度を量的に評価した結果，SC が向上するにつれ SE 評価が高

くなることが明らかにされている(Marcus, 1992)．よって，本研究では，Marcus et 

al.(1992) が開発し，日本人への適用に関して信頼性と妥当性が検証された SE 評価に関す

る尺度(岡, 2003) を適用し，フェイスシートに記載した．「少し疲れているときでも，運動

する自信がある(肉体的疲労)」「あまり気分がのらないときでも，運動する自信がある(精

神的ストレス)」「忙しくて時間がないときでも，運動する自信がある(時間のなさ)」「あま

り天気がよくないときでも，運動する自信がある(悪天候)」の各項目について，「全くそう

思わない」から「かなりそう思う」の 5 段階尺度で評定し，それぞれ 1－5 点を与え，等

間隔尺度を構成するものとした．分析においては，4 項目の総和(満点は 20 点)による合成

変数とした． 

 

第５項 データ分析 

筆頭著者がすべての録音内容をテクスト化してデータファイルを作成し，ATLAS ti.7 

(http://www.atlasti.com/index.html, 2014 年 10 月 17 日アクセス可能) を利用してコーデ

ィングを行った(注 2)．内容に関しては，スポーツ社会学が専門で質的研究の実績を持つ研

究者と，地域における中年者の運動指導経験歴 15 年の健康運動指導士が分析を行った．

さらに，TTM の研究実績がある食行動の研究者とインタビュー調査及びフィールドワー

クの研究実績を持つ地理学の研究者が再度分析を行い，フィールドワークの調査結果と合

わせてカテゴリ化や言説の解釈についてトライアンギュレーションを実施した．  

 

第３節 結 果 

 

第１項 調査対象者の概要 

表 5－1 に男性対象者，表 5－2 に女性対象者の概要を示した．運動・スポーツ実施にお

ける結果予期については，肯定的に捉えている場合は「○」，否定的にとらえている場合は

「×」，どちらともいえない場合は「△」とした．人的支援と生活環境及び資源については，

恵まれている場合は「○」，恵まれていない場合は「×」，どちらともいえない場合は「△」

http://www.atlasti.com/index.html
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とした．調査対象者の平均年齢は 47.7±6.1 歳(男性 46.7±5.5 歳，女性 48.4±6.6 歳)であ

り，SC の分布は，無関心期が 9 名(男性 3 名，女性 6 名)，関心期が 3 名(男性 2 名，女性

1 名)，準備期が 10 名(男性 6 名，女性 4 名)，実行期が 5 名(男性 2 名，女性 3 名)，維持期

が 13 名(男性 5 名，女性 8 名)であった．SE の平均得点は 12.5±4.6(男性 12.9±4.9，女性

12.2±4.4)であった．各 SC における SE 得点は，無関心期 8.4±4.1，関心期 6.7±2.5，準

備期 14.0±4.2，実行期 14.0±1.9，維持期 15.0±3.3 であり，関心期と準備期の間に顕著

な得点差がみられた．男性対象者においては，特に生活環境について SC による違いが示

され，無関心期と関心期で「恵まれていない」に該当する調査対象者が多かった．一方，

女性対象者においては，人的支援で「恵まれていない」に該当したのは無関心期に多く，

維持期では全員が「恵まれている」に該当していることが明らかになった． 
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表 5－1. 男性対象者の概要 

 

 

 

 

 

 

 

SC No 年齢 職業
過去の

運動・スポーツ経験
SE

結果

予期
1)

人的

　支援
2)

生活

環境
2) 資源

2) 現在の運動・スポーツ
実施状況と背景・理由

M1 46 会社員
専門学校に通い，スポーツ

経験が豊富
4 ○ ○友人 × ×

仕事に支障が出る．時間，収入，

運動施設などが不足

M2 45 会社員
中高と柔道部．登山やゴル
フも長続きしなかった

16 △ × × ×
運動は好きでなく必要性を感じな
い．余暇は趣味に使いたい

M3 41 会社員
子供時代は太っており，運

動嫌い．中学は陸上部
10 ○ × × ○

怪我が怖い．仕事に支障が出る．

痩せたいが行動できない

M4 50 クリエイター
体育は苦手．上手な人しか
輝かないと嫌悪感

9 ○ ○医師 ○ ×
大阪マラソンを目標にランニング
実施予定．身近な施設を希望

M5 41 会社員
外遊びは好きだったが，運

動は嫌い
4 ○ ○友人 × ○

仕事と身体の調子をみて，友人の

誘いで運動を再開する

M6 41 会社員
中学はテニス部．試合にも
積極的に参加

15 ○ ○家族 × ○
週末にテニス．長時間労働で，平
日時間なし．収入はぎりぎり

M7 43 会社員
バレーは不満足だが，高校

山岳部は楽しかった
14 ○ ○子供 × ○

週1回サッカーコーチ．営業職で

平日時間なし．登山がしたい

M8 48 会社員
学生時代はテニス部．年間
20回以上試合に出場

20 ○ × × ○
週末のテニスと自宅トレーニン
グ．残業が多く，平日時間なし

M9 43 団体職員
テニス，バレー，バスケ部活

動．仲間関係が印象的
10 ○ × ○ ○

週2-3回水泳が中心．運動不足で

健康に関心．平日時間あり

M10 58 教員
ソフトボール．30代からテニ
ス．身体を動かしたい

20 ○ ○仲間 △ ○
週末テニス．施設が近い．介護．
長時間通勤．汗をかきたい

M11 55 団体職員
高校柔道，大学山岳部．友

人関係は続いている
11 ○ ○妻 △ ○

週1-2回テニス，筋力トレーニン

グ，ストレッチ．配偶者の後押し

M12 52
地方

公務員
中学バスケ，大学サッカー．
練習はきつかった

15 ○ ○妻 △ ○
週3-4回ランニング，筋力トレーニ
ングなど．体重減少に成功

M13 49 会社員
高校・大学バドミントン．運動

は苦手だった
16 ○

○理学

療法士
○ ○

週3回筋力トレーニング，水泳な

ど．ヘルニア改善が目的

M14 44 病院勤務
運動嫌い．24歳でテニス・ス
キーをはじめた

15 ○ × ○ ○
毎日自転車通勤．週1回テニスス
クール．ストレス発散を実感

M15 40 自営業
子供時代は活発だったが，

体育は苦手
17 △ × ○ ○

毎日自宅トレーニング．週1回空

手．育児で費用はかけられない

M16 43 会社員
中学バスケット部．仲間と楽

しく実施していた
9 ○ × △ △

毎日自宅トレーニングとストレッ

チ．平日時間ないが目標あり

M17 47 教員
学生時代はソフトボール

部，ラグビー部
18 ○ ○妻 ○ ○

毎日平均18000歩．かっこいいお

父さんでいたい．健康を実感

M18 55 団体職員
30代の頃，職場の野球チー
ムに所属

9 ○ ○家族 ○ ○
週3-4回ランニング．職場近辺で
実施．かっこ良く思われたい

          　　     　        　                1)○:肯定的. △:どちらともいえない. ×:否定的 　2)○:恵まれている. △:どちらともいえない. ×:恵まれていない

無関心期

関心期

準備期

実行期

維持期
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表 5－2. 女性対象者の概要 

 

 

SC No 年齢 職業
過去の

運動・スポーツ経験
SE

結果

予期
1)

人的

　支援
2)

生活

環境
2) 資源

2) 現在の運動・スポーツ

実施状況と背景・理由

F1 40
主婦

(専業)
剣道部で痛かった記憶．30
代は友人とトランポリン

10 ○ × △ ○
運動音痴で苦手意識．家事と子どもの
習い事で時間なし

F2 41
主婦

(パート)
剣道部．18-26歳までアウト
ドアで友人ができた

4 ○ × ○ △
転勤が多く，友人がいない．仕事で生
活リズムが整わない

F3 44 アルバイト
運動音痴を自覚．両親も不

得手で何も言わない
8 ○ × ○ ○

1人で行動に移せない．水泳やエアロビ

クスは長続きしなかった

F4 40
主婦

(パート)

高校は陸上部できつかっ

た．大学では体育を履修
8 ○ ○友人 ○ ○

運動したいと思わない．家事で時間な

し．歩くことで十分

F5 50
主婦

(パート)
体育は好きでバレー部．30
代後半体力低下を実感

4 ○ × △ ○
運動する自信がない．介護．余暇は趣
味や交流に使いたい

F6 44 契約社員
マラソンなど多くの運動をし
たが，出産後に激減した

12 × × × ○
仕事が不規則．運動に筋肉痛，おっくう
などのイメージがある

関心期 F7 48
主婦

(パート)

集団スポーツは嫌い．マイ

ペースで実施したい
7 ○

○夫

   母
○ ○

健康診断で痩せるよう指導を受けた．

知人の成功例に刺激

F8 53
主婦

(専業)

友人の誘いで，中高テニス

部．顧問が熱心
17 ○ ○仲間 ○ ○

週2回テニス．仕事から離れ，人間関係

や技術的に満足している

F9 58 団体職員
ヨガ，ゴルフを少し．友人・職
場の誘い

10 ○ ○夫 △ ○
週1-2回ウォーキング．5㎏痩せること
に成功した夫と一緒

F10 44 会社員
仕事で離脱．職場の誘いで
テニスとスキーを再開

15 ○
○親
仲間

○ ○
週2回テニス．独身で自由時間が多い．
会員制クラブの仲間

F11 41
主婦

(パート)

中学バスケはハードで嫌

い．高校やり投げは満足
8 ○ ○家族 ○ ○

夫の血糖値改善でウォーキング．子供

とバドミントンに楽しさを経験

F12 58 団体職員
友人の誘いで卓球，ボーリ

ング．ブームに乗った
14 ○

○母

看護師
△ ○

高齢の母と健康維持のため自宅で体

操．デスクワークが多い．

F13 44
主婦

(専業)
運動音痴．ほとんど運動し
たことがない

11 ○
○夫

保健師
○ ○

週3回ジョギング．健康診断の指導．知
人がダイエットに成功

F14 47 会社員
短大までソフトボール．ハー
ドでも楽しかった

14 ○ × ○ ○
朝晩のウォーキング．家族の事情で自
由時間が増えた．習慣化

F15 43
主婦

(パート)

肥満で運動は大嫌い．30代

に運動の楽しさを感じた
20 ○ ○夫 ○ ○

週4回ダンス．10㎏痩せて体調改善を

実感．夫も理解

F16 53
主婦

(専業)
運動は苦手．40才で腰痛．
スポーツクラブへ入会

15 ○ ○仲間 ○ ○
週3回水泳，フラダンス．元気な高齢者
が憧れ．健康を実感

F17 52
主婦

(専業)
バレエを習い，中学から大
学までテニス．満足した

19 ○ ○夫 ○ ○
毎日エアロビクス，ヨガ．専業主婦で夫
の理解．楽しさを経験

F18 54 教員
中学からバスケット．インカ
レ優勝し，現在も指導

13 ○
○夫
仲間

医師

○ ○
輝かしい思い出．夫や仲間と一緒に運
動．ランニングも実施

F19 42 会社員
クラシックバレエ．球技は苦

手．30代は育児で多忙
15 ○ ○家族 ○ ○

毎日ウォーキングと公園に設置された

器具で筋力トレーニング

F20 51
主婦

(パート)

運動経験なし．30代に体型

変化とぎっくり腰で開始
15 ○

○

指導者
○ ○

週3回エアロビクス，ヨガ，ピラティス．

爽快感．指導者の魅力

F21 59
主婦

(パート)
バレーボール，ランニング．
子供同伴で運動した

16 ○
○家族
友人

指導者

○ ○
毎日スポーツクラブに参加．爽快感や
人との交流が魅力

F22 59 アルバイト
運動音痴．20代後半のブー
ムでテニスを開始

14 ○ ○仲間 ○ ○
週3回テニス．ウォーキングを1時間程
度．アルバイトのため時間がある

              　　　　　　　　                     1)○:肯定的. △:どちらともいえない. ×:否定的 　2)○:恵まれている. △:どちらともいえない. ×:恵まれていない

無関心期

準備期

実行期

維持期
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第２項 ＳＣに影響を及ぼす要因と下位カテゴリー 

分析の結果，192 の意味単位が抽出され，現在の SC に対する影響の有無や強弱が明ら

かになった．先行要因と社会的要因及び心理的要因の各下位カテゴリーについて，3 件以

上意味単位が抽出されたものについて表 5－3 に示した．各意味単位に記述的ラベルを付

記し，共通性や差異性に着目してカテゴリ化を行った．また根拠となる言説を示し，先行

要因，社会的要因，心理的要因に属する変数が現在の SC に影響を及ぼす状況や背景を明

らかにしている． 

先行要因のうち，運動・スポーツ施設(21 件)，種目(11 件)等の資源に関する言説が最も

多く示された．社会的要因では人的支援に関するコードが最も頻出し，運動仲間(19 件)，

配偶者(14 件)，子ども(13 件)と続いた．心理的要因では楽しさ(17 件)等の結果予期に関す

る意味単位が示された．＋と－の判断基準については，インタビュー終了後に記録された

メモを基に調査対象者へ確認し，正と負の影響について見解の一致を得た． 
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表 5－3. SC に影響を及ぼす要因と下位カテゴリー 

 

 

 

第３項 代表事例を通してみたＳＣに影響を及ぼす要因の連関 

本研究の調査対象者となった全 40 事例のうち代表事例について，図 5－2 に男性，図 5

－3 に女性の事例を示す．実行期は，現在の運動・スポーツ実施状況が過去 6 ヶ月以内に

資源
施設 ＋＋＋
運動種目 ＋＋＋/－

人的支援
友人 ＋＋＋
教員 ＋
運動仲間 ＋

生活環境
仕事 －－
育児 －－

健康
怪我 ＋

肯定的感情
有能感 ＋

否定的感情
運動音痴 －

人的支援
運動仲間 ＋＋＋
配偶者 ＋＋＋
子ども ＋＋＋
家族 ＋＋
母 ＋
指導者 ＋
運動仲間の不足 －

資源
施設 ＋＋＋
プログラム ＋＋＋
周辺の環境 ＋＋
運動種目 ＋＋
プログラムの不足 －

時間
平日時間 －－－
休日時間 ＋＋

経済
こづかいの不足 －－
こづかい ＋

生活環境
スケジュール調整 ＋
仕事の調整 ＋
家事 －
介護 －
育児 －

目標
大会・試合 ＋

結果予期（＋）
楽しさ ＋＋＋
気持ちよさ ＋＋
ストレス軽減 ＋＋
汗を出す ＋＋
気分 ＋＋
満足感 ＋
達成感 ＋
飲酒への期待 ＋

健康
健康状態 ＋＋＋
肥満

＋＋＋

体型維持 ＋
体重減少 ＋
体重・体型の変化 ＋
体力低下 －－

効力予期
マイペース ＋＋
習慣化 ＋

結果予期（－）
運動意欲 －
運動音痴 －
苦手意識 －
怪我・筋肉痛 －

"友人がスキーに誘ってくれるんですけど・・・1回行くと5万円ぐらいかかるんで"（M1）
"十分ですね．ウォーキング以外の運動でしたいものは，あまりないです"（F13)

先行要因

"たまたま，ここのスポーツジムが通勤経路にあったので"(M13)
"縁あってサッカーに携わっているんで"(M7)　"種目によって体育の印象は違いますね"（F10)

"友達といつも一緒で，1人でウォーキングやるってことは絶対ないですね"（F12)
"先生と仲良かったんで，誘われて"（M2）
'"会社のテニス部が中心"(M8)

"サーフィンは疲れていってもおもしろくないですよね…翌日仕事にデメリットですよね．昔は無理してでも行ってたんですけど"（M1）
"30代はほんとに次々幼稚園行く年齢だから，公立の幼稚園だから，幼稚園まで送り迎えしっかりしないといけないし"（F11)

"ヘルニアになって，足腰や腹筋を鍛えようと思って"（M13)

"走ったらいつも１等賞．そういうのが下地になっていたのかな"(M10)

"下手くそで，できるだけ関わらないようにって"(M13)

社会的要因

"やっぱり，チームメイト．一緒に練習だけ合わすので，「何時から行きましょう」とか"（M10）
"主人がマラソン大会に出ているんですよ．5キロとか10キロの．だから，休日は一緒につきあってくれるんですよ"(F13)
"10歳と8歳の子ども．この人たちも一緒にテニスのレッスンに行ってるから"（M6）
"家族．週末土日は主人と一緒に散歩．朝歩き．主人がね，血糖値が高いって言われて運動しなさいって言われて"（F11)
"母が一緒にしていることは，モチベーションにつながっていると思います"（F12）
"やっぱり指導者が大切"（F21）
"1人では行動できないから"（F3）

"車で来たら・・・10分以内で来れますね．すごく近いです"(F22)
"エアロビクスやヨガが楽しい"（F17）
"ちょっと走ろうと思っても外にないし・・・手軽に運動する場がないです"（M4)
"ずっとテニスをやってきたから"（M8）
"帰宅が21時を過ぎるから・・・スポーツクラブに行ってみたい"（M16）

"帰宅が遅くなった時は，少しおっくうになる"(M11)
"時間がまず大きいですね"（F22)

"別に運動したくない．それをするなら他の趣味とか，他のしたいことに費やす方が・・・"（F5)
"もともと運動は苦手です"（M15）
"挑戦したい気持ちはあるんですけど，あんまり上手くできないからあきらめてしまうっていうか・・・"（F3)
"怪我をして，仕事に差し障り出るのが怖い"（M3）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                  ＋は正の影響、－は負の影響を示す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                　＋/－：3件以上の事例で抽出された意味単位（以下，同様）　　＋＋/－－：5件以上　　＋＋＋/－－－：10件以上

"仕事の調子をみて・・・"（M5）
"残業は・・・月80時間は超えますね．職場での運動を推進する動きっていうのも全くないですし"(M6)
"家事とか子どもの習い事なんかあって，時間がないです"（F1）
"ちょっと家も痴呆症の母を抱えていて．家内もしんどいから家のことも手伝わないといけないから"(M10)
"育児中なので，スポーツにお金はかけられない"（M15）

"まぁ地方のレースだったら，優勝…優勝しないまでも3位とか5位とかで入賞できたので，そういうのが大きな動機づけになった"（F18)

心理的要因

"フラダンスは，できないなりにも音楽聞きながら・・・その気になるので，楽しいです"（F16）
"ストレス解消になるし，気持ちいい"（M12）
"たぶんストレス発散とかになっているんでしょううね"（M10）
"いい汗をかきたい"（M10）
"逆に，今，子供の時になんで体育が嫌いやったのかわからないねん"（F15)
"はい，満足感はあります．テニスはみんなと楽しくできるから"（M11）
"運動してる方がすかっとするじゃないですけど，テニスやると夢中になるじゃないですか"(F22)
"いかに，毎日おいしくビール飲めるかっていうのが大きな楽しみでね"（M18)

"より健康で，若くいられるのではないかと"(M9)
"最初は，あまり減らなくて，損してるのかなとか思っていたんですけど，1ヵ月1キロぐらい少しずつ痩せています"(F13)
"身体が変わりましたし，体型ね"（F17）
"レコーディングダイエット．7キロ痩せたんですよ"（F19）
"まず，体重落ちたりとか体型が変わったりとか"（F13）
"体力が落ちてきているんで，翌日の朝とか眠たくなって"（M1）

"やっぱり，マイペースでできるから．無理せず"(M13)
"習慣になったのが，継続している大きな理由"（F14）
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移行したばかりの段階であり，関心期は，今後 6 ヶ月以内に運動・スポーツ実施を予定し

ている．無関心期，準備期，維持期など，長期間一定の SC を維持する対象者と比較して

インタビューから得られる情報量が多いことから，M12 と F7 を代表事例として抽出した． 

1) 男性 M12 の事例 (実行期 52 歳) 

妻と子ども 2 人(24 歳と 20 歳)，4 人家族の地方公務員．中学はバスケ部，大学はサッ

カー部に入った．家庭を持ち，子どもが産まれてから何も運動していなかった．子どもが

サッカーを始め，37 歳で指導者としてサッカーに携わる．「でも，立っているだけで運動

にはならないですよ．(きっかけは何ですか？) それは，子どもが少年チームに入ったから，

それだけです」と，運動不足を実感していた．40 歳代後半で肥満と高血圧を罹患し，妻の

助言でスポーツクラブに入会し，身体が軽く，肩こりが楽になった．「妻のアドバイスがな

ければ，運動なんてしなかった．40 歳後半くらいから，ぶくぶく太ってきて血圧も高いし，

これは何かしないと本当に危ないんじゃないかと思いました．それで，たまたま家をリフ

ォームすることになって．ここならお風呂も入れるからいいやんって言われて．それがき

っかけですけど，やっぱり危機感をもったことが大きいです」と，妻の存在や健康改善が

クラブ入会のきっかけとなった．「…そう，初めはつらくて，つらくて．全然走れなかった．

でも段々走れるようになって…そう，これならやれるなって思いました．最近になって，

自信がついてきました．(運動は，やれば)できるって，実感が沸いてきました」と SE が

高まった(SE：15 点)．「45 歳頃から仕事のストレスがすごく増えてきて…肥満になりまし

た．運動して，本当に変わったんですよ．時間はない．でも，時間をつくって運動してい

ます…健康になりたいっていう気持ちが大きいです．ここは車で 15 分から 20 分ぐらいか

な．来るときはいつも夫婦で一緒にきますよ．前は，サッカーで足をつったり，肉離れし

たりすることが多かったんですけど，運動するようになってそれがなくなりました．運動

はもう止められません」．クラブ入会後 5 ヵ月経過した時点のフィールドワークの結果か

ら，悪天候にもかかわらず，配偶者と共に運動施設に出掛け，ピラティス教室に参加する

状況が示された．「週 3 回から 4 回ぐらいですね…それはもう，ストレス解消になるし，

気持ちいい．うん，ぐっすり眠れる．気持ちいいのが大きいね」 

本事例の調査対象者は，子どもがサッカーを始めたことが契機となり運動を開始し(先行

要因)，健康状態が改善したことで自信がついた．仕事が忙しくても運動する見込み感は高

く(心理的要因)，時間を「つくって」運動している(社会的要因)状況が明らかになった．配

偶者と共に運動施設へ出掛けるなど運動が日常生活に定着しており，健康を維持する目的
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から運動は止められないと感じている． 

図 5－2. 男性 M12 の事例 (実行期 52 歳) 

 

2) 女性 F7 の事例 (関心期 48 歳) 

夫と子ども 2 人(中学 1 年，高校 3 年)，4 人家族の主婦(パート勤務)．子どもの頃は集団

行動が苦手で，ソフトボールでつき指をするなど運動が嫌いだった．「自分はしたくなかっ

たんですけど，小学校の時に友達がソフトボールしようっていうので…集団行動が苦手な

んで，なぜこんなに多くの人として，つき指したり，やらなきゃよかったなぁって．これ

をやって，運動が嫌いになりましたね．だから，マラソンの方が自分 1 人のペースででき

るんで…」．44 歳で運動を再開したが，パートの仕事が 18 時に終わり，帰宅後は家事があ

るため止めてしまった．最近，健康診断で痩せるように指導を受け，運動する必要性を感

じた．「主人が運動を勧めます…頼むからやってくれって．主人の方は，意志が強くて，食

べることだけで 3 キロ落としたんですよ．もうちょっと意識を持ちなさいって怒られるん

です．1 日でも長生きしろって母にも言われます．健康管理しなさいって，健康オタクで

サンプルなんかをくれるんですよ．無料ですけどね．すごく心配してくれて，よく電話し

て健康に気をつけろって．そう思うとやせないとだめだなって思います」．近隣にはウォー

キングしやすい道路が整備されている．「たぶんやって楽しさを見つけたら，続くと思うん

ですよ．自分欲張りだから…でもそこになるまで時間がかかりそう．生活のリズムが悪く

て改善できなくて，疲れがたまってしまうと，家に帰ってしまうとがくっとなってしまう

 

実行期 
週に 3-4 回，ランニン

グやピラティスなどを

実施しており， 土日
は少年サッカーの指

導も続けている．最

近，運動する自信が
高まったのを特に感

じる．「もう運動はや

められない」と思う． 

心理的要因 
【SE 15 点】 

7 ㎏痩せて，最近自信がつ

いてきた．走れるようになっ
たことで，「できる！」と感じ，

サッカー指導中にも足がつ

るなど怪我することがなくな
った．「ずっと健康でいたい」

と思う． 

社会的要因 
「妻のア ドバイス がなけれ

ば，運動なんてしなかった」
と思う．仕事は忙しいが，運

動するために時間をつくって

いる．デスクワークが多く，
運動することで身体が楽に

なるのを感じる．近隣の運動

施設へはいつも夫婦一緒に

に行く． 

先行要因 
妻と子供 2 人の 4 人
家族．公務員．中学

と大学でバスケット

ボールとサッカーを
したが，練習がきつ

くてしんどかった思

い出がある．35 歳ま
では何も運動できな

かった．子どもが少

年サッカーに入った
ことがきっかけで土

日に指導するように

なった． 
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時があって」と，運動 SE はまだそれほど高くはない(SE：7 点)．しかしながら，「でもね，

来週紹介する人がウォーキングして綺麗になられたんですよ．だんだん綺麗になってきて

…ひょっとしたら私も痩せたらきれいになるかも」と，運動の効果に期待している．「ただ

歩いているだけやけど，すっきりして，精神的にすっきりしていいなって．歩いている時

は精神的にも安定していいなって．過度なスポーツはしたことないですけど，適度な運動

はいいなって．うらやましいなって」 

本事例の調査対象者は，ソフトボールに対しての思い出があり，現在の心理的要因に否

定的な影響を及ぼしている(先行要因)．同居する夫や母から運動をすすめられているが(社

会的要因)，帰宅後は疲れて運動できない(心理的要因)．しかし，知人のウォーキングに触

発され，健康で長生きしたい思いからマイペースで運動する予定である． 

 

図 5－3. 女性 F7 の事例 (関心期 48 歳)  

 

 

第４節 考 察 

 

本研究の目的は，中年期における運動・スポーツ実施の行動変容ステージに影響を及ぼ

す要因について，先行要因と社会的要因及び心理的要因を質的手法から明らかにすること

であった．インタビューの結果，中年期の SC は，すべての要因のうち人的支援による影

響が最も強く示され，現在の「運動仲間」「配偶者」「子ども」「家族」と，過去のライフス

テージにおける「友人」といったインフォーマル関係をあらわす下位概念が複数の調査対

 

先行要因 
2 人の子供を持つ主

婦．6 年前の精神的
ストレスが原因で太

り始め，過食・不眠

に悩む．健康診断で
痩せるよう指導を受

けている．集団行動

は苦手で，ソフトボ
ー ルに嫌 な 思い出

がある． 

 

心理的要因 
【SE 7 点】 

生活リズムが改善できず，仕

事から帰宅後は家でがくっと

なってしまう．知人がウォーキ
ングでダイエットに成功し，す

っきりしてうらやましい．運動

の楽しさを見つければ，長続

きすると考えている．  

社会的要因 
現在は立ち仕事のパート勤

務．夫や母に強く運動をすす
められており，健康診断結果

も気になる．近隣にはウォー

キングをしている人が多く，時
間に関係なく運動することは

可能．通販などの運動器具

は試してみた． 

関心期 
健康で長生きしたい

思いから，ウォーキ

ングならできるかもと
考えている．3 日坊主

だが，マ イペー スで

実施する予定である 
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象者の叙述から得られた．フィールドワークの結果からは，家族連れで友人とテニスを楽

しむ準備期の男性(M6)や，運動仲間と一緒にフラダンスを継続する維持期の女性(F16)の

状況が明らかにされた．また，準備期の男性(M8)は，インタビューでは人的支援に関する

言説が認められなかったものの，運動仲間やその家族と一緒に過ごす時間をリラックスし

て楽しむ状況がフィールドワークから伺えた．これらのインフォーマル関係による働きか

けが SC に対して促進の影響を及ぼす結果については，高齢者の運動・スポーツ実施にお

ける社会化過程に着目した McPherson(1998) の結果とも一致している．特に女性におい

ては，「友人がいない」「1 人では行動に移せない」等の言説が無関心期の対象者から示さ

れた一方で，準備期・実行期・維持期では，夫や運動仲間，子ども達と「一緒に」運動す

るといった言説が運動実施者から叙述されている．このことから，女性に対しての人的支

援は，運動行動を共に実施するなど行動レベルでの支援が必要である可能性が高い．また，

「指導者」「教員」以外に，「理学療法士」「保健師」等の医療・福祉分野におけるフォーマ

ル関係からの働きかけも一定の影響力が示された．特に，関心期や実行期といった 6 ヶ月

以内に SC の変動がみられる段階では，運動を開始する，あるいは運動頻度が高まる誘因

(trigger)としてフォーマル関係が有効に機能していることが推察される．フォーマル関係

による人的支援は，高齢者の運動実施に対する自己効力感を有意に高めると報告されてい

る(中山, 2013)．中野(2004) は，中年男性の生活習慣病やうつからの脱却においてソーシ

ャルサポートを構築する有効性を指摘した．家庭や地域を包含する人的支援の介入方法を

具体化することが，中年期以降の運動・スポーツ推進に極めて重要と考えられる．本研究

では，フォーマルかつインフォーマルな人的支援と健康関連要因が，複合的に中年者の SC

に影響を及ぼしている状況が示された．  

SC に影響を及ぼす要因には顕著な性差が示され，特に生活環境による男女の違いが明

らかにされた．男性は，「仕事が落ち着けば(M1)」「長時間労働(M11)」といった直接的な

理由以外に，「通勤時間が長い(M10)」など間接的なものを含めて仕事による阻害の影響が

強い．一方で，「会社の後輩と一緒に(M7)」「職場で格好良く思われたい(M16)」など促進

要因となる可能性も持ちあわせていることから，男性は職域における運動支援の有効性が

示唆される．スポーツ基本計画で提示された“スポーツのためのノー残業デー”や社内報

によるスポーツの広報(文部科学省, 2012)を，企業や各機関と連携・共同して推進すること

が課題解決の糸口になると推察される．また，家事以外の仕事に関する叙述は女性で極め

て少なく，代わりに「バドミントンは子どもの成長がわかる(F11)」，「姑が家事をしてくれ
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る(F19)」など，家庭環境による強い影響が認められた．西村・山口(2003) では，女性と

しての性役割が中年女性の運動実施に対して間接的に影響を及ぼす状況が示されているが，

本研究の調査結果からも，家庭を中心とする生活環境は，中年女性の運動・スポーツ実施

に促進と阻害双方の影響をもたらすことが明らかになった．これは男性も同様であり，「育

児中なので，スポーツにお金はかけられない(M15)」「介護も運動に影響があるかと言えば，

あるかもしれません(M10)」といった言説が男性対象者から得られた．仕事やこづかいの

不足等は既に先行研究で阻害要因として示されているが(山口ら, 2007)，育児や介護等の生

活環境も，経済状況や時間を媒介としながら中年男性の SC に対して間接的に影響を及ぼ

している可能性が示唆される．「男女共同参画社会に関する世論調査」(内閣府, 2012) では，

相対的に男性は仕事，女性は家庭生活を重視する傾向が中年者の半数近くを占めているが，

家庭を中心とした生活環境による影響は本研究の調査対象者において男女共に認められた

のは非常に興味深い点である．家庭を重視する男性が増加しつつある社会背景を踏まえ，

家族のライフスタイルを想定した具体的な運動施策について，今後も断続的に見直してい

く必要性が高い． 

さらに，学生時代の運動・スポーツ経験において高い満足感や楽しさを感じることがで

きなくとも，成人期以降に新たな運動・スポーツ実施の機会を得たことで運動・スポーツ

へ再社会化された事例が，筋力トレーニングやウォーキング等の種目で認められた．ねん

りんピック参加者においては，テニス実施者の多くが 20 年から 30 年の継続群であること

が報告されている(山口ら, 1993)．本研究では，テニス，バスケットボール，ラグビー等の

種目を学生時代から継続している事例において，現在の SC に楽しさ経験として影響を及

ぼす状況が示された．これらは，開始した時点の実施頻度や強度とは若干変化するものの，

過去のスポーツ実施において楽しさ経験による影響を受けている．一方で，筋力トレーニ

ングやウォーキング以外にも，ランニング，ダンス，ピラティス，ヨガ，水泳等の種目に

おいて，成人期以降に開始・継続している事例が認められた．これらの事例では，幼少期

から学生時代の体育・スポーツに対する苦手意識や嫌悪感が，中年期の SC に反映されて

いなかった．体育は「上手な人しか輝かない」と考えていた関心期の男性(M4)が，大阪マ

ラソンのイベント開催に伴い，大会出場を目標にランニングを開始する予定であると回答

したのは象徴的な事例と考えられる．近年では，健康志向以外にも，交流や生きがいを含

めて運動・スポーツに親しむマスターズスポーツ志向や楽しみを重視するレジャースポー

ツ志向などが中高齢者のニーズを捉えている(長ヶ原, 2009)．成人期あるいは中年期以降に
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おける SC の向上は，これらの志向を反映したプログラムの企画・立案が必要不可欠であ

ると考えられる．  

SE に対する評価は，運動非実施群(無関心期・関心期)は，実施群(準備期・実行期・維

持期)と比較して SE 評価が極めて低く，維持期は準備期と実行期よりも有意に SE 評価の

高いことが明らかにされている(Marcus, 1992; 岡, 2003)．本研究でも，関心期と準備期の

間に 7.3 ポイントの差が認められ，運動実施群は非実施群よりも極めて SE の高い結果が

示された．一方で，準備期及び実行期との差はわずか 1.0 ポイントであった．この点につ

いてはさらなる研究が必要であるが，量的研究と比べてサンプル数が少ない点も影響を及

ぼした要因であると推察される． 

本研究で設定した分析モデルは中年期のライフステージにおける SC の影響要因を端的

に示してはいるが，調査対象者の抽出に限界があるため一般化については言及できない．

今後は，SC の移行に関する縦断的研究やランダム化比較試験を用いた介入研究，包括的

モデルによる評価も重要な検討課題であると考えられる． 

 

第５節 結 論 

 

中年期の SC は，質的分析の結果，インフォーマル関係を中心とした人的支援による影

響力が顕著に示された．フォーマル関係は運動を開始する，あるいは頻度を高める誘因と

なる一方で，運動継続の必要条件とまでは言えず，中年期の SC 向上には，インフォーマ

ル関係を想定した戦略が中長期的な視点から特に重要と考えられる．また，性別に関わり

なく生活環境による SC への影響力が示された．仕事による影響は女性と比較して男性が

より強く，家事以外の仕事から受ける影響は，女性では極めて低い傾向が認められた．さ

らに，成人期以降に運動・スポーツを開始・継続している事例では，健康志向やマスター

ズスポーツ志向による楽しさ経験の影響が推察される．中年期の SC は，先行要因，社会

的要因，心理的要因から複合的に影響を受け，特に人的支援と健康関連要因による直接的

かつ間接的な影響力が顕著に示された．ライフステージにおける特性や性差を考慮した運

動・スポーツ実施を効果的に支援するためのシステム構築が期待される． 

 

(注 1)「参加者としての観察者」とは，一度だけ現地を訪れてインタビューを行ったり，ア

ンケート調査を実施するような調査におけるフィールドワーカーのスタンス(佐藤, 2002)
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を指す． 

(注 2)ATLAS ti.7 は国内外の質的研究で豊富な利用実績があり，コーディングのプロセス

短縮，データの数量化，コード間の階層関係や概念図の構成などに活用されている．コー

ディングが抽出され，カテゴリ化データとして使用頻度が数量化された．  
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定量的に高齢者を分析した第 2 章・第 3 章，中年者を分析した第 4 章に続き，第 5 章に

おいては，中年者を対象にケーススタディによる定性的分析を行い，運動ステージと運動

セルフ・エフィカシーに影響を及ぼす要因を質的に明らかにした．本章では，高齢者と中

年者それぞれの身体活動とセルフ・エフィカシーに関して全体的考察を行い，論議する． 

 

第１節 研究の全体的考察 

 

本研究では，TTM における運動・スポーツ実施の行動変容ステージと運動セルフ・エ

フィカシーに着目し，中高齢者の身体活動とセルフ・エフィカシーについて明らかにする

ことを目的とした．高齢期と中年期それぞれのライフステージに着目し，運動・スポーツ

実施に影響を及ぼす一定の包括的枠組みの中で，健康要因と社会心理的要因の影響力を検

証した研究蓄積は現段階で見当たらない．本研究の結果から，以下のことが明らかにされ

た． 

第 2 章では，高齢者大学に通う高齢者を対象に，運動・スポーツ実施の行動変容ステー

ジからみた健康要因と社会心理的要因を明らかにした．その結果，人的支援と結果予期に

ついては，無関心期が最も低い値を示し，維持期になるにつれて有意に高い値を示した． フ

ロー経験(楽しさ経験)については，維持期と準備期が無関心期よりも有意に高い値を示し，

準備期は無関心期よりも有意に高い値を示していた．健康状態の自己認知においては，維

持期が無関心期と関心期よりも有意に高い値を示した．運動・スポーツ実施の行動変容ス

テージと健康及び社会心理的要因の高い関連性が明らかになった． 

 第 3 章では，高齢者における運動・スポーツ実施の行動変容ステージと運動セルフ・エ

フィカシーに影響を及ぼす要因からなる仮説モデルを検証し，明らかな性差が示された．

男性における仮説モデルの妥当性は，ほぼ実証された．一方，女性は諸要因から運動・ス

ポーツ実施における行動変容ステージへ直接効果のみが示され，運動セルフ・エフィカシ

ーによる影響力は認められなかった．運動ステージの説明率は，男性と比較して女性は低

い結果が示された．運動・スポーツの楽しさ経験は，高齢期のライフステージに対して直

接的あるいは間接的に影響を及ぼす重要な変数であることが実証された．  

第 4 章では，中年期に該当する大学生保護者の運動・スポーツ実施における行動変容ス

テージと運動セルフ・エフィカシーに影響を及ぼす健康要因と社会心理的要因からなる仮

説モデルの検証を行った．過去の運動・スポーツにおける楽しさ経験は，現在の健康要因
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と社会心理的要因に影響を及ぼしていた．運動・スポーツ実施における行動変容ステージ

に対する運動セルフ・エフィカシーの極めて強い影響も確認された．中年男性は労働時間

による阻害の影響が顕著であり，健康行動が有意に影響していた．一方，中年女性では，

運動・スポーツ実施における行動変容ステージと運動セルフ・エフィカシーの双方に対し

て人的支援の強い影響が示され，健康状態や生活習慣病などの健康要因による影響も認め

られた．  

 第 5 章では，質的分析の結果，中年期における運動・スポーツ実施の行動変容ステージ

は，インフォーマル関係を中心とした人的支援による影響力が顕著に示された．フォーマ

ル関係は運動を開始する，あるいは頻度を高める誘因となる一方で，運動継続の必要条件

とまでは言えなかった．また，生活環境による運動・スポーツ実施における行動変容ステ

ージへの影響力は，男女共に示された．仕事による影響は，女性と比較して男性がより強

い一方，家事以外の仕事から受ける影響は，女性では極めて低い傾向が認められた．成人

期以降に運動・スポーツを開始・継続している事例では，健康志向やマスターズスポーツ

志向による楽しさ経験の影響が推察された． 

上記の結果から，高齢者の身体活動とセルフ・エフィカシーには，健康と社会心理的要

因が強く関連していたことがわかる．運動・スポーツの楽しさ経験は，男女共に，高齢期

の健康要因と社会心理的要因に影響を及ぼす重要な変数であることが確認された．健康要

因は，直接的あるいは間接的に高齢者の身体活動に影響していた．さらに，高齢女性では，

身体活動とセルフ・エフィカシーの双方に対して，人的支援による強い影響が認められた．

一方，高齢男性に対する人的支援は，セルフ・エフィカシーに対して影響はみられなかっ

たものの，現在の身体活動に直接的な影響が示された．高齢期の身体活動増進には，健康

要因はもとより，人的支援が運動・スポーツ施策を進める上で重要な鍵となることが明ら

かにされた． 

また，中年者の身体活動とセルフ・エフィカシーには，高齢者と同様に，健康と社会心

理的要因が強く関連しており，人的支援と健康要因による複合的な影響力が示された．成

人期に参加した運動・スポーツに対する満足感や楽しさ経験は，運動セルフ・エフィカシ

ーのみならず，現在の健康と社会心理的要因に影響を及ぼす重要な変数であった．特に，

中年女性でみられなかった労働時間による阻害の影響は，中年男性において顕著に示され

た．中年男性において，人的支援は運動セルフ・エフィカシーにのみ影響していた．一方，

中年女性では，高齢女性と同じく，人的支援は運動セルフ・エフィカシーと運動・スポー
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ツ実施の行動変容ステージの双方に影響を与えていた．中年期のライフステージは，労働

から受ける阻害の可能性を踏まえつつ，高齢者と同様に，人的支援による促進の影響を考

慮した身体活動支援が必要と考えられる． 
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第２節  

研究の全体的論議 

 

 ライフステージに応じた健康づくりの身体活動は，生活活動と運動の両面において，推

奨される身体活動量・運動量の基準が示されている(厚生労働省, 2013)．一定の所要量を満

たせば，健康を維持増進できるという科学的根拠は数多く報告されているにもかかわらず，

運動不足から健康を害したり，維持することができない中高齢者は，わが国の急速な高齢

化に伴い増加する一方である．このことは，中高齢者の身体活動を増進させるにあたり，

所要量の基準値を明示するだけでは不十分であることを意味する．すなわち，身体活動支

援に向けて必要となるのは，中高齢者が“自主的かつ主体的”に運動・スポーツへ取り組

めるためのシステムを想定したパラダイム転換である． 

運動・スポーツは，楽しさや満足感(fun, satisfaction) が継続(adherence)につながり，

健康，生きがい，ふれあい(fitness, well-being, communication) 等の効果が生まれるとさ

れる(山口, 1994)．また，常行・村田(2015)は，「楽しさ」「仲間」「健康」等の要素が，運

動初心者のニーズとフィットネス理論に基づく中高年向け健康運動プログラム開発に重要

であると報告している．本研究では，過去の運動・スポーツに感じた楽しさや満足感が，

現在の身体活動やセルフ・エフィカシーに影響する重要な変数であると想定して検証を行

った．その結果，過去のライフステージにおける運動・スポーツの楽しさ経験から，現在

の身体活動とセルフ・エフィカシー及び諸要因に対して，直接的あるいは間接的に影響を

及ぼす一連の流れが，高齢男女と中年男女すべてのサンプルにおいて実証された．このこ

とから，楽しさや満足感が長期間維持できる内容や指導方法，展開における創意工夫が運

動・スポーツプログラムには重要となり，ライフステージ移行後においても，運動継続の

好循環サイクルを生み出すものと期待できる．  

高齢期と中年期それぞれのライフステージに着目した本研究を概観すると，身体活動は，

過去の先行要因と現在の健康要因，心理的要因，社会的要因から複合的に影響を受けてい

たが，そのうち人的支援による身体活動への影響は，高齢男性・高齢女性・中年女性のサ

ンプルにおいて極めて強く示された．指導者や家族，運動仲間から受けるサポートは，直

接的に身体活動を維持増進させる可能性が極めて高いことが示唆される．今後は，どのよ

うなサポートが実際に身体活動を促進させることができるのか，すなわち，具体的方策を

打ち出すための科学的根拠を示す必要があろう．中年男性で人的支援による直接的な影響
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力がみられなかった点についてはさらなる検証が必要であるが，セルフ・エフィカシーに

は一定の影響を与えており，間接的に身体活動を規定していることがわかる．労働時間に

よる阻害の影響が上回った可能性も否定できないことから，中年男性の労働環境は，身体

活動を維持増進させるための重要な鍵と推察される． 

仮説モデルでは，運動・スポーツ実施におけるセルフ・エフィカシーが身体活動への媒

介変数として設定された．セルフ・エフィカシーに関する膨大な数の先行研究では，1)統

制体験(enactive mastery experiences)，2)代理的体験(vicarious experiences)，3)言語的

説得(verbal persuation)，4)生理的及び感情的状態(physiologic and affective states) が，

セルフ・エフィカシーを強化する 4 つの情報源とされており，心理学的アプローチによる

具体的方策はいくつか示されている．しかしながら，いずれが最も効果的であるか，さら

に具体的な内容に関しては十分に検証されていない(竹中・上地, 2002)．本研究は，心理的

要因や先行要因に加え，健康要因，社会的要因からなる学際的な分析枠組みの中で，影響

の有無や強弱を明らかにしており，日本人のセルフ・エフィカシーを強化する上で有効な

知見が得られた．セルフ・エフィカシーは，高齢男性，中年男性，中年女性のいずれのサ

ンプルにおいても，先行研究と同様に，身体活動を規定する最も有意な変数であった．高

齢女性において，セルフ・エフィカシーから身体活動への影響がみられなかったのは，運

動・スポーツを自主的に行う見込み感よりも，周囲の人から受ける支援や健康づくりを実

践できる環境整備が，より一層重要な動機づけとして機能する可能性が示唆される． 

本研究は，行動科学理論・モデルの 1 つである TTM を理論的枠組みに用いて，中高齢

者の身体活動とセルフ・エフィカシー及び影響要因に関する研究をすすめてきた．高齢期

と中年期のライフステージでは，運動・スポーツ実施に影響を及ぼす要因には大きな違い

があり，山口(1997)が指摘しているように，ひとつのコーホートとして論じることは難し

いことがわかる．ライフステージに応じた運動・スポーツ活動支援の重要性が示唆されて

いるにもかかわらず，学際的視点から，世代や性別による異質性あるいは同質性に着目し

た研究蓄積は現段階でほとんどみられない．よって本研究の成果は，わが国の運動・スポ

ーツ振興に貢献し得る，独創的かつ新たな情報を提示したと考えられる． 

本研究における高齢者の特徴として，良好な健康状態を維持することが運動・スポーツ

実施に対する見込み感を高め，運動・スポーツにおける人的支援が実際の運動・スポーツ

活動に強い影響を及ぼしていた．このことは，高齢者自身の健康や周囲のサポートを実感

できるライフスタイルが運動・スポーツ実施を促進させる可能性を意味し，高齢者を取り
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巻く社会的要因を整備する重要性が示唆される(Chogahara et al., 1998)．特に高齢女性で

は，先行研究の多くと異なり，運動セルフ・エフィカシーから運動ステージへの影響は認

められず，男性と比較して周囲の人的支援や日常の健康行動がより重要な変数であった．

高齢女性において，人的支援が運動セルフ・エフィカシーよりも強い規定力を持つことは，

日本の高齢者の運動・スポーツ活動に影響を及ぼす要因における明確な性差であると考え

られる． 

また，中年者の特徴としては，高齢者と比較して生活環境による影響をより強く受けて

いることが明らかにされた．特に男性は，運動に対しての結果予期が高まる環境，すなわ

ち，職場環境やワークライフバランスを意識したライフスタイルが重要である．中年女性

は，過去の運動・スポーツにおける楽しさ経験や生活習慣病を始めとする疾病予防の意識

も運動ステージの向上に影響を及ぼしていた．中年男性は，人的支援による運動ステージ

への影響はみられなかった一方で，女性は，運動セルフ・エフィカシーと運動ステージの

双方に対して人的支援の影響がみられた．大森(2012)は，「気遣い合い的日常交流」「日常

的相互関心」「共感的相互理解」が，中高年女性の幸福感を高めることを指摘している．こ

のことは，運動・スポーツ活動を通じた女性の幸福感の向上にも，他者との交流や関心，

共感等が重要な鍵となる可能性を意味する．周囲の人とお互いに関心を持ち，気遣いある

交流を深め，共感・理解し合える人間関係は，男性よりも女性が一層重視する点であり，

運動・スポーツにおける影響要因の性差であることが示唆される． 

今後は，ライフステージや対象者の個別性に着目した研究知見の積み上げと，実証的な

応用研究が運動・スポーツ支援において有効と考えられる．本研究では，トライアンギュ

レーションの手法を適用した．研究者と専門家，複数のデータを用いた学際的な研究成果

は，学術的貢献と共に，身体活動支援をはじめとする社会的貢献への取り組みに必要不可

欠と考えられる．2020 年東京オリンピック・パラリンピックを目前に控え，アスリートの

みならず，一般市民における運動・スポーツへの自主的かつ主体的な取り組みを具現化す

る段階が迫っている． 
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第３節  

研究の限界と今後の課題 

 

本研究における限界は，調査対象が有意抽出であった点が挙げられる．第 2 章と第 3 章

で，高齢者大学に通学している高齢者を調査対象とした．高齢者の一般的な母集団とは異

なり，学習意欲が高く，ADL(日常生活動作)についても，他者の手を借りずに外出するこ

とができる程度に自立している．また，第 4 章と第 5 章では，有意抽出法を用いて中年期

の大学生保護者を調査対象とした．地域在住の中年者へ一般化するには限界がある．今後，

中高齢者を対象とした調査では，ランダムサンプリングが推奨される． 

また，本研究の結果は，横断的調査から導かれたものであり，運動・スポーツ実施にお

ける行動変容ステージや運動セルフ・エフィカシーがどのような状況で変化していくのか

については言及できない．中高齢者における身体活動やセルフ・エフィカシーの正確な変

化を分析するには，縦断的調査の有効性も示唆される．しかしながら，高齢期と中年期の

世代ごとに，身体活動とセルフ・エフィカシー及び関連する諸要因が明らかにされたこと

で，ライフステージの特性や性差に応じた身体活動の支援が，今後期待できる． 
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第４節  

中高齢者の運動・スポーツ活動の振興に関する提言 

 

本研究の成果に基づき，下記の提言を行う． 

 

1) 中高齢者の運動・スポーツ活動には，楽しさや満足感が長期間続くための創意工夫が

必要不可欠である．運動・スポーツプログラムの内容や指導方法，展開等について具

体的な方策を明らかにし，各関連機関・団体等から広く告知する． 

 

2) 運動セルフ・エフィカシーを高めるための具体的方策を，世代や性別ごとに明らかにす

ることが重要である． 

■60 歳代以上【男性】：日常生活の自立度を高めることで，健康状態を良好であると認

識することが重要である．歩行運動などマイペースで実施できる運動を中心にプロモ

ーションを行う．  

■60 歳代以上【女性】：健康状態を良好に保ち，周囲の人々と共感・理解し合える関係

が重要である．運動強度よりも，人間関係を重視した運動・スポーツ活動の環境整備

が重要である． 

■50 歳代【男性】：ワークライフバランスを意識した生活環境により，運動・スポーツ

活動に対して良い結果を予測する可能性が高まる．産官学が連携して職場環境を整備

することが重要である． 

■50 歳代【女性】：運動・スポーツ活動を通じて，周囲の人々と共感・理解し合える関

係が重要である．運動・スポーツ実施で十分な楽しさや満足感が得られるプログラム

を選択し，運動仲間を始めとする人間関係がスムーズにいくよう配慮する． 

 

3) 自主的かつ主体的な運動・スポーツへの取り組みを促すために，周囲の人々が連携・協

働して対象者を支援する．例えば，マスターズスポーツにおける孫世代とのペア参加，

健康運動指導士と理学療法士によるコラボレーション健康教室など． 

 

4) 運動・スポーツを行う上で有効と考えられる健康・社会心理的要因を強化する．例えば，

職場におけるスポーツのためのノー残業デー(文部科学省, 2012) 以外に，運動実施に対
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する査定のプラス評価や減免税措置など．また，プラットフォーム戦略に基づき，駅・

大型商業施設，公園，各種学校等に運動・スポーツの体験ゾーンを設ける，健康と福祉

及び運動・スポーツの情報に関するカフェ等を設置する． 
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調査票 1 

(高齢者：第 2・3章) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

  健康づくりと運動・スポーツに関するアンケート 

 
 
調 査 ご 協 力 の お 願 い 

本調査は、中高年者の方々の運動実施と健康行動に関する現状を明らかにし、健康づくりに有用
となる運動・スポーツを促進する上での基礎資料を得るためのものです。 

したがって、本調査は学術的な目的のために実施されるものであり、結果は統計処理されます。 
学術研究の目的以外に使用することはありません。 また、個人が特定されることはなく、記入

内容によって皆様方にご迷惑をおかけすることはございません。      
どうか本調査の主旨をご理解の上、ご協力頂きますようお願い申し上げます。 

                 大阪教育大学大学院教育学研究科健康科学専攻 常行泰子 

  

記 入 上 の 注 意 

１．回答は、あてはまる番号を○印で囲んでください。 

２．（   ）の中には具体的に記入してください。 

３．上記以外は、各質問の記入方法を参考にしてください。 

４．できるだけすべての項目にお答えください。 

５．回答終了後、担当者にお渡しください。 

 

 

問１． あなたが普段の生活で、実践しているのはどんなことですか。 

いくつでも選んで番号に○をつけてください。 

 

１． 食生活や栄養バランスに気をつける 

２．  運動やスポーツをする 

３． 家事や仕事、通勤、通学の際にできるだけ体を動かしている 

４． 睡眠や休養をよくとる 

５． ストレスをためないようにする 

６． 長時間、仕事をしないようにする 

７． 毎日、体重測定などの健康チェックをする 

８． 酒を控える 

９． タバコを吸わない 

１０．身体を清潔にする 

１１．部屋や台所をこまめに清掃する 

１２．規則正しい生活をする 

１３．健康づくりのイベントや活動に参加する 

１４．その他（              ） 

１５．特にない 



 

 

問２．あなたは一日平均何歩くらい歩いていますか。あてはまる番号に○をつけてください。 

   （通勤・通学、仕事や家事なども含みます）（※ 10 分歩くと 1000 歩程度です） 

 

１．  2000 歩未満 

２．  2000 歩～4000 歩未満 

３．  4000 歩～6000 歩未満 

４．  6000 歩～8000 歩未満 

５．  8000 歩～10000 歩未満 

６．  10000 歩以上 

 

問３． 運動・スポーツ場面における周囲の人についてお聞きします。 

例のように、あてはまる番号に○をつけてください。 

あまり              少し   

あてはまらない  あてはまらない  どちらでもない あてはまる あてはまる 

（例）     １-----------------２-----------------３-----------------４-----------------５ 

 

Ａ）運動・スポーツをする際、   １-----------------２-----------------３-----------------４-----------------５ 

適切な指導者がいてくれる 

 

Ｂ）自分が運動・スポーツ活動 

に参加するために家族が支援  １-----------------２-----------------３-----------------４-----------------５ 

してくれる 

 

Ｃ）自分が運動・スポーツ活動 

に参加するために友人が支援  １-----------------２-----------------３-----------------４-----------------５ 

してくれる 

 

Ｄ）身近に、自分を運動・スポーツ １-----------------２-----------------３-----------------４-----------------５ 

に誘ってくれる仲間がいる 

 

問４．あなたの現在の運動・スポーツの実施状況は次のどれに最もよくあてはまりますか？ 

あてはまる番号に○をつけてください。 

 

１． 現在、運動・スポーツをしておらず、今後６ヶ月以内に始めるつもりもない。 

２．現在、運動・スポーツをしていないが、今後６ヶ月以内に始めようと思っている。 

３．現在、運動・スポーツをしているが、定期的注）ではない。 

４．定期的注）な運動・スポーツを過去６ヶ月以内に始めた。 

５．定期的注）な運動・スポーツを６ヶ月以上継続して行っている。 

 

  注）ここで言う「定期的」とは、一回最低 20 分以上の運動・スポーツを週３回以上 

実施していることを意味します。 



 

 

問５．定期的に運動することに対するあなたの自信の程度についてお聞きします。例のように、 

あてはまる番号に○をつけてください。 

  

全くそう    あまりそう   どちらでも    少しそう   かなりそう 

思わない     思わない     ない       思う       思う 

（例）   １-----------------２-----------------３-----------------４-----------------５ 

 

A) 少し疲れているときでも、   １-----------------２-----------------３-----------------４-----------------５ 

運動する自信がある 

 

B) あまり気分がのらないときでも、１-----------------２-----------------３-----------------４-----------------５ 

運動する自信がある 

 

C) 忙しくて時間がないときでも、 １-----------------２-----------------３-----------------４-----------------５ 

運動する自信がある 

 

Ｄ) あまり天気がよくないときでも、１-----------------２-----------------３-----------------４-----------------５ 

運動する自信がある 

 

問６．定期的に運動することに対して、あなたの自信が強くなる理由があればご自由にお書きください。 

 

 

 

 

問７．定期的に運動することに対して、あなたの自信が弱くなる理由があればご自由にお書きください。 

 

 

 

 

 

問８．あなたは過去において、運動・スポーツに参加して、どの程度満足感や楽しさを感じました

か。それぞれの年代について、あてはまる番号に○をつけてください。 

 

全く         少し       かなり       非常に 

       感じなかった    感じた     感じた       感じた 

（例）        １-----------------２-----------------３-----------------４ 

 

ア．成人期（30－32 歳）                     １-----------------２-----------------３-----------------４ 

イ．中年期（50－52 歳）           １-----------------２-----------------３-----------------４ 

 

 



 

 

問９．今後、あなたが定期的に運動・スポーツを実施するとしたら、下記のアからスまでの項目そ

れぞれについて、どの程度の影響が自分自身に予想されますか。 例のように、あてはまる

番号に○をつけてください。 

非常に        かなり       少し        全く 

       そう思う    そう思う     そう思う     思わない 

（例）        １-----------------２-----------------３-----------------４ 

 

ア．健康になれる                           １-----------------２-----------------３-----------------４  

イ．体力が向上する             １-----------------２-----------------３-----------------４ 

ウ．スタイルが良くなる                     １-----------------２-----------------３-----------------４ 

エ．若々しくなる                           １-----------------２-----------------３-----------------４ 

オ．運動やスポーツが上手になれる           １-----------------２-----------------３-----------------４ 

カ．ストレスの発散ができる                 １-----------------２-----------------３-----------------４ 

キ．生活が充実してくる           １-----------------２-----------------３-----------------４ 

ク．まわりの人に自慢できるものが増える     １-----------------２-----------------３-----------------４ 

ケ．自分に自信ができる                     １-----------------２-----------------３-----------------４ 

コ．仲間ができる                           １-----------------２-----------------３-----------------４ 

サ．日常生活の中に疲れを残す               １-----------------２-----------------３-----------------４ 

シ．忙しくなる                             １-----------------２-----------------３-----------------４ 

ス．恥をかくことになる                     １-----------------２-----------------３-----------------４ 

 

問１０．同じ年齢の同性の人と比較した場合、あなたの健康状態は、 １．劣っている  

２．少し劣っている  

３．どちらでもない  

４．少し優れている  

５．優れている  

 

問１１．あなたご自身についてお聞きします。 

性別： １ 男性   ２ 女性   年齢：満        歳 

 

身長：          ｃｍ   体重：         ｋｇ 

 

家族構成： １ １人世帯   ２ 夫婦だけ（１世代）  

３ 自分（たち）と子ども、または親と自分（たち）（２世代）   

４ 親と子と孫（３世代）  ５ その他（              ） 

 

以上で、質問は終了です。アンケートにお答えいただき誠にありがとうございました。 

貴重な調査結果を今後の運動推進に役立てたいと存じます。 

皆様の今後の益々のご活躍を心よりお祈り申し上げます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査票 2 

(中年者：第 4章) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

運動・スポーツ実施と関連要因に関する調査 
 

調 査 ご 協 力 の お 願 い 

本調査は，大学生と保護者の方々を対象に調査を実施し，運動・スポーツ実施とその関連要因を明ら

かにすることを目的としています．調査は匿名で実施されコンピュータで統計処理されますので， 

皆様にご迷惑をおかけすることはございません．貴重な資料として授業で活用させていただく予定です．

お忙しい中誠に恐縮ですが，調査の趣旨をご理解の上，ご協力いただきますようお願い申し上げます．                                                       

基礎体育学Ⅰ・Ⅱ，健康・福祉・安全問題の科学 科目担当者 常行泰子 

                    

      

       

 

 

 

問１．あなたの現在の運動・スポーツの実施状況は次のどれに最もよくあてはまりますか？ 

あてはまる番号に○をつけてください。 

１．現在、運動・スポーツをしておらず、今後６ヶ月以内に始めるつもりもない。 

２．現在、運動・スポーツをしていないが、今後６ヶ月以内に始めようと思っている。 

３．現在、運動・スポーツをしているが、定期的注） ではない。 

４．定期的注） な運動・スポーツを過去６ヶ月以内に始めた。 

５．定期的注） な運動・スポーツを６ヶ月以上継続して行っている。 

 

注） 「定期的」とは、1 回最低２０分以上の運動・スポーツを週３回以上 実施していることを意味します。 

 

問２．定期的に運動することに対するあなたの自信の程度についてお聞きします。例のように、 

A)～D)それぞれについて、あてはまる番号に○をつけてください。  
 
全くそう      あまりそう    どちらでも     少しそう     かなりそう 

思わない     思わない      ない         思う         思う 

（例）    １----------２----------３----------４----------５ 

 

A) 少し疲れているときでも、      １----------２----------３----------４----------５ 

運動する自信がある 
 

B) あまり気分がのらないときでも、 １----------２----------３----------４----------５ 

運動する自信がある 
 

C) 忙しくて時間がないときでも、   １----------２----------３----------４----------５ 

運動する自信がある 
 

Ｄ) あまり天気がよくないときでも、  １----------２----------３----------４----------５ 

運動する自信がある 

１．回答は、あてはまる番号を○印で囲んでください。 

２．合計４ページです （記入時間は，およそ７分程度） 

３．回答終了後、調査を依頼した学生にお渡しください。 

 

記入上の 

ご注意 



 

 

問３．今後、あなたが定期的に運動・スポーツを実施するとしたら、下記のアからスまでの項目それぞれ 

について、どの程度の影響が自分自身に予想されますか。 例のように、あてはまる番号に○を 

つけてください。 

全く          少し        かなり       非常に 

        思わない      そう思う       そう思う      そう思う 

 （例）       １----------２----------３----------４ 

     

 

                          

         

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問４．運動・スポーツ場面における周囲の人についてお聞きします。例のように、あてはまる番号に○を 

つけてください。 

あまり                   少し    

あてはまらない   あてはまらない   どちらでもない   あてはまる   あてはまる 

                 （例）       １-----------２-----------３-----------４-----------５ 

 

Ａ） 運動・スポーツをする際、適切な    １-----------２-----------３-----------４-----------５ 

指導者がいてくれる 
 

Ｂ） 自分が運動・スポーツ活動に参加  １-----------２-----------３-----------４-----------５ 

するために家族が支援してくれる  
 

Ｃ） 自分が運動・スポーツ活動に参加  １-----------２-----------３-----------４-----------５ 

するために友人が支援してくれる  
 

Ｄ） 身近に、自分を運動・スポーツ     １-----------２-----------３-----------４-----------５ 

に誘ってくれる仲間がいる          

１----------２----------３----------４ 

１----------２----------３----------４ 

１----------２----------３----------４ 

１----------２----------３----------４ 

１----------２----------３----------４ 

 

１----------２----------３----------４ 

１----------２----------３----------４ 

１----------２----------３----------４ 

１----------２----------３----------４ 

１----------２----------３----------４ 

 

１----------２----------３----------４ 

１----------２----------３----------４ 

１----------２----------３----------４ 

ア．健康になれる 

イ．体力が向上する                     

ウ．スタイルが良くなる                                 

エ．若々しくなる                                   

オ．運動やスポーツが上手になれる   

 

カ．ストレスの発散ができる               

キ．生活が充実してくる             

ク．まわりの人に自慢できるものが増える    

ケ．自分に自信ができる  

コ．仲間ができる   

 

サ．日常生活の中に疲れを残す 

シ．忙しくなる 

ス．恥をかくことになる 

         

 



 

 

裏面へつづく 

問５．あなたは過去において、運動・スポーツに参加して、どの程度満足感や楽しさを感じましたか。 

それぞれの年代について、あてはまる番号に○をつけてください。 

 

全く          少し        かなり        非常に 

感じなかった     感じた       感じた        感じた 

（例）      １----------２----------３----------４ 

                            １----------２----------３----------４ 

               １----------２----------３----------４ 

               １----------２----------３----------４ 

１----------２----------３----------４ 

 

問６．あなたが普段の生活で、実践しているのはどんなことですか。あてはまる番号すべてに○をつけて 

ください。 

 

１．食生活や栄養バランスに気をつける         ２．運動やスポーツをする 

 

３．家事や仕事、通勤、通学の際に            ４．睡眠や休養をよくとる 

できるだけ体を動かしている                  

 

５．ストレスをためないようにする                 ６．長時間、仕事をしないようにする 

 

７．毎日、体重測定などの健康チェックをする       ８．酒を控える 

 

９．タバコを吸わない                          １０．身体を清潔にする 

 

１１．部屋や台所をこまめに清掃する              １２．規則正しい生活をする 

 

１３．健康づくりのイベントや活動に参加する        １４．その他（                  ） 

 

１５．特にない 

 

問７．あなたはこれまで健康診断や人間ドッグで、ア～エの 4 項目について指摘を受けたり、医療機関で 

治療を受けているものがありますか。あてはまる番号に○をつけてください。 （２と３の両方に○が 

つく場合もあります） 

指摘も治療も           指摘              現在 

受けていない          された         治療中である     

（例）        １---------------２---------------３ 

ア．肥満                    １---------------２---------------３ 

イ．高血圧                 １---------------２---------------３ 

ウ．高血糖                １---------------２---------------３ 

エ．高脂血症 （脂質異常）     １---------------２---------------３ 

 

ア．高校時代 

イ．20 歳頃    

ウ．30 歳頃  

エ．40 歳頃  



 

 

問８．同じ年齢の同性の人と比較した場合、あなたの健康状態は、 １．劣っている  

２．少し劣っている  

３．どちらでもない  

４．少し優れている  

５．優れている  

 

問９．仕事や家事・睡眠、身のまわりの整理などの時間を除いて、あなたが自由に使える時間は、 

平日、休日それぞれ平均すると、どのくらいありますか。 

平日 約（          ）時間 

                休日 約（          ）時間 

 

問１０．自由に使える 1 ヵ月のおこづかいについて、あてはまる番号に○をつけてください。 

     １． 1 万円未満           ２． 1 万円～2 万円未満     ３． 2 万円～3 万円未満 

     ４． 3 万円～4 万円未満    ５． 4 万円～5 万円未満     ６． 5 万円～8 万円未満 

     ７． 8 万円～10 万円未満   ８． 10 万円以上 

 

問１１．仕事をされている方にお聞きします．あなたの住まいから仕事場までは、往復で、どのくらい時間 

がかかりますか。 

                約（          ）時間  （           ）分 

 

問１２．仕事をされている方にお聞きします．あなたは 1 週間に、約何時間くらい仕事（残業を含めて）で 

働いていますか。 

                約（          ）時間 

問１３．あなたご自身について，全員の方にお聞きします。 

性 別 男   ・  女 年齢        歳 身長            cm  体重          kg 

職 業 １．会社員     ２．自営業     ３．公務員     ４．パート職     ５．主婦 

６．無職      ７．その他（                         ）    ８．学生 

同居の 

家族構成 

１．１人世帯     ２．夫婦だけ（１世代）  

３．自分（たち）と子ども、または親と自分（たち）（２世代）   

４．親と子と孫（３世代）  ５．その他（              ） 

 

以上で、質問は終了です。  

アンケートにお答えいただき、誠にありがとうございました。  
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